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(1）連結経営指標等 

（注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。 
２．第58期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、１株当たり当期純損失が計上されており、ま
た、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 
第59期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ
ん。 

３．第58期の株価収益率については、当期純損失が計上されているため記載しておりません。 
  

第一部【企業情報】 
第１【企業の概況】 
１【主要な経営指標等の推移】 

回次 第57期 第58期 第59期 第60期 第61期 

決算年月 平成20年１月 平成21年１月 平成22年１月 平成23年１月 平成24年１月 

売上高      （百万円）  103,191  99,395  80,775  91,535  102,973

経常利益又は 
経常損失(△)   （百万円） 

 866  △3,556  2,137  7,971  6,225

当期純利益又は 
当期純損失(△)  （百万円） 

 43  △13,749  3,374  6,797  3,904

包括利益     （百万円）  －  －  －  －  3,844

純資産額     （百万円）  38,009  23,768  27,360  33,396  35,680

総資産額     （百万円）  131,456  71,483  60,627  74,226  79,774

１株当たり純資産額  （円）  1,411.72  882.81  1,016.23  1,239.85  1,323.50

１株当たり当期純利益 
又は当期純損失(△)  （円） 

 1.60  △510.67  125.32  252.49  144.99

潜在株式調整後１株当たり 
当期純利益      （円） 

 1.60  －  －  252.31  144.64

自己資本比率     （％）  28.9  33.2  45.1  45.0  44.7

自己資本利益率    （％）  0.1  △44.5  13.2  22.4  11.3

株価収益率      （倍）  555.00  －  5.71  5.17  5.54

営業活動によるキャッシュ・ 
フロー      （百万円） 

 △19,915  38,214  22,726  △666  △1,808

投資活動によるキャッシュ・ 
フロー      （百万円） 

 △1,713  1,884  132  1,476  144

財務活動によるキャッシュ・ 
フロー      （百万円） 

 22,436  △43,833  △14,111  3,048  △1,262

現金及び現金同等物の期末 
残高       （百万円） 

 6,822  3,088  11,835  15,692  12,766

従業員数       （人）  646  553  438  452  465
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(2）提出会社の経営指標等 

（注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。 
２．第58期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、１株当たり当期純損失が計上されており、ま
た、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 
第59期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ
ん。 

３．第58期の株価収益率については、当期純損失が計上されているため記載しておりません。 
４．第58期の１株当たり配当額及び配当性向については、当期純損失が計上されており、また、配当を実施して
いないため記載しておりません。 

５．第60期の１株当たり配当額55円には、創立60周年記念配当10円を含んでおります。 

回次 第57期 第58期 第59期 第60期 第61期 

決算年月 平成20年１月 平成21年１月 平成22年１月 平成23年１月 平成24年１月 

売上高      （百万円）  99,616  95,085  79,218  90,164  102,132

経常利益又は 
経常損失(△)   （百万円） 

 1,315  △3,341  2,175  7,898  6,153

当期純利益又は 
当期純損失(△)  （百万円） 

 268  △14,284  3,413  6,754  3,855

資本金      （百万円）  7,809  7,809  7,809  7,809  7,811

発行済株式総数   （千株）  26,937  26,937  26,937  26,937  26,942

純資産額     （百万円）  38,250  23,474  27,105  33,097  35,333

総資産額     （百万円）  128,558  70,443  59,628  73,498  79,020

１株当たり純資産額  （円）  1,420.68  871.88  1,006.76  1,228.75  1,310.60

１株当たり配当額 
（内１株当たり中間配当額） 
           （円） 

 
 

40.00
(20.00)

 
(－) 
－  

(－) 
15.00  

( ) 
55.00
15.00

 
( ) 
38.00
19.00

１株当たり当期純利益又は 
当期純損失(△)    （円） 

 9.97  △530.55  126.78  250.87  143.17

潜在株式調整後１株当たり 
当期純利益      （円） 

 9.96  －  －  250.69  142.83

自己資本比率     （％）  29.8  33.3  45.5  45.0  44.7

自己資本利益率    （％）  0.7  △46.3  13.5  22.4  11.3

株価収益率      （倍）  89.07  －  5.6  5.21  5.61

配当性向       （％）  401.2  －  11.8  21.9  26.5

従業員数       （人）  527  489  380  404  414
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２【沿革】 

年月 事項 

昭和26年３月 埼玉県浦和市（現さいたま市）常盤に株式会社地建として設立 
昭和48年４月 埼玉県朝霞市栄町に本社移転 
昭和48年11月 株式会社日本住托産業に商号変更 
昭和51年12月 飯田建設工業株式会社（現一建設株式会社）が株式を取得し、同社の子会社となる 

東京都練馬区関町北に本社移転、商号を株式会社東栄住宅に変更 
昭和54年１月 宅地建物取引業者免許取得（東京都知事（１）第３５７６５号） 
昭和56年12月 東京都東村山市栄町に本社を移転 
昭和57年11月 一般建設業許可取得（東京都知事許可（般－５７）第６５２７８号） 
昭和62年７月 宅地建物取引業者免許を建設（現国土交通）大臣免許に変更（建設（現国土交通）大臣（１）第３

５６４号） 
昭和63年12月 二級建築士事務所登録（東京都知事第９７４７号） 
平成３年７月 一級建築士事務所登録（東京都知事第３３８７６号） 
平成３年11月 特定建設業許可取得（東京都知事許可（特－３）第６５２７８号） 
平成７年４月 注文住宅事業、リフォーム事業を開始 
平成７年12月 飯田建設工業株式会社（現一建設株式会社）が保有する当社株式を、一部取得し利益消却を行い同

社から独立 
平成９年11月 東京都田無市（現西東京市）芝久保町に本社ビルを建設、移転 
平成11年９月 当社株式を日本証券業協会の店頭売買有価証券として登録 
  特定建設業許可取得（建設（現国土交通）大臣許可（特－１１）第１８３５２号） 
平成11年10月 事業開発本部（旧マンション事業部）開設 
平成12年11月 当社株式を東京証券取引所市場第二部に上場 
平成13年６月 東京都小平市に本社別館を建設 
平成13年12月 ＩＳＯ９００１審査登録 
  新都心センターに法人事業部を開設 
平成14年１月 東京証券取引所市場第一部に指定 
平成14年２月 戸建分譲住宅「Blooming Garden」の基本性能を「住宅性能評価書取得住宅」にし供給開始 
平成15年１月 ティ・ジェイホームサービス株式会社を設立 
平成15年12月 生産本部を設置 
平成17年５月 東栄住宅販売センターを設置 
平成17年７月 ブルーミング・ガーデン住宅販売株式会社を設立（平成21年１月解散） 

  事業本部を第一事業本部、第二事業本部の２部制に改編 
平成18年１月 第一事業本部、第二事業本部を戸建事業本部に統合し、生産本部、管理本部の３本部制に改編 

  東栄住宅販売センターをブルーミング・ガーデン住宅販売株式会社へ承継 
平成18年７月 ７支店の営業販売部門をブルーミング・ガーデン住宅販売株式会社へ承継 
平成18年11月 東京都渋谷区千駄ヶ谷に東栄神宮外苑ビルを建設 
平成19年１月 戸建本部内の４事業部制を廃止し、８ブロック制を導入 
平成19年４月 戸建分譲住宅シリーズとして環境共生住宅「Blooming Garden・Eco」の認定取得 

（環境共生住宅システム認定先：(財）建築環境・省エネルギー機構（IBEC））  
平成20年１月 戸建本部を９ブロック制に改編 
平成20年11月 戸建本部を８ブロック制に改編 
平成21年４月 戸建賃貸経営システム「トーマス ＴＯＨＭＡＳ」による戸建賃貸受注開始 
平成21年８月 個人・法人請負受注開始 
平成22年２月 開発本部を事業開発本部に名称変更 
平成23年２月 戸建分譲住宅「Blooming Garden」の基本仕様を「長期優良住宅」に標準化  
平成23年４月 名古屋支店を新設 

東海ブロックを設置（９ブロック制に改編） 
総合住宅展示場ハウジングワールド立川に個人向け注文住宅「ＳＨＵＫＵＲＡ－趣暮－」を出展  
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当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、当社（株式会社東栄住宅）、連結子会社１社及び関連会社１社の３社
により構成されており、不動産分譲事業を主な事業としております。 
当社グループの事業内容及び当社と関係会社の当該事業に係る位置付けは次のとおりであります。 
 なお、これらの事業は「第５ 経理の状況 １．連結財務諸表等 (１)連結財務諸表 注記事項」に掲げるセグメン
トの区分と同一であります。    
(1）不動産分譲事業  
当社は、首都圏を中心に戸建住宅等の分譲事業を行っております。また、当社の販売する戸建住宅の定期検査、ア
フターサービス業務等は、連結子会社であるティ・ジェイホームサービス株式会社に委託しております。また、土地
仕入資金等を株式会社商工組合中央金庫から借り入れる場合には、当社が組合員になっている住宅新興事業協同組合
から転貸融資を受けております。 

(2）建築請負事業 
当社及び連結子会社は、注文住宅等の建築請負事業を行っております。 

(3）不動産賃貸事業  
当社は、保有する賃貸住宅等の不動産賃貸事業を行っております。 

以上述べた事項を事業系統図によって示すと次のとおりであります。 

 

（注）１．定期検査、アフターサービス業務等の委託 
２．株式会社商工組合中央金庫からの組合員に対する転貸による借入れ  
３．(注)２の借入金の返済及び転貸料、会費の支払  

３【事業の内容】 
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(1）連結会社の状況 

（注）１．当社グループでは同一の従業員が複数の事業に従事しております。 
２．全社（共通）として記載されている従業員数は、主に当社グループの管理部門などに所属しているものであ
ります。 

３．従業員数には、臨時従業員12人及び人材会社からの派遣社員41人は含まれておりません。  
  

(2）提出会社の状況 

  

（注）１．当社では同一の従業員が複数の事業に従事しております。 
２．全社（共通）として記載されている従業員数は、主に当社の管理部門などに所属しているものであります。
３．従業員数には、臨時従業員１人及び人材会社からの派遣社員37人は含まれておりません。 
  

 (3）労働組合の状況 
労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

４【関係会社の状況】 

名称 住所 資本金 
（百万円） 主要な事業の内容 

議決権の
所有割合 
（％） 

関係内容 

役員の 
兼任 貸付金 営業上の取引 設備の 

賃貸借 

（連結子会社） 
ティ・ジェイ 
ホームサービス 
株式会社 

東京都小平市  50

住宅の定期検査・
アフターサービ
ス、リフォーム業 
等 

 100.0 ５名 なし 

当社の販売する戸
建住宅の定期検
査、アフターサー
ビス業務等の委託 

あり 

５【従業員の状況】 

  平成24年１月31日現在 

セグメントの名称 従業員数（人） 

不動産分譲事業 

 385建築請負事業 

不動産賃貸事業 

全社（共通）  80

合 計  465

   平成24年１月31日現在 

従業員数（人） 平均年齢（才） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円） 

 414  37.3  7.4  7,088,732

セグメントの名称 従業員数（人） 

不動産分譲事業 

 343建築請負事業 

不動産賃貸事業 

全社（共通）  71

合 計  414
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(1）業績 
当連結会計年度におけるわが国経済は、平成23年３月11日に発生した東日本大震災に伴う電力供給の制約やサプ

ライチェーンの混乱などにより多大なる影響を受けたものの、供給面の制約が徐々に解消され生産活動が正常化へ向
かうにつれて、復旧・復興需要等による一部の受注回復が内需を後押しする一方で、個人支出の底堅さも窺えまし
た。しかしながら、依然として高い失業率が続いており、また円高基調、タイにおける洪水被害、欧州債務危機など
を背景に生産・輸出が悪化するなど、引き続き厳しい状態で推移しました。また先行きにつきましても、これらの要
因に加え原子力災害の影響や雇用情勢の悪化懸念などによる根強いデフレ圧力が予想されることから、国内景気は不
透明な状況で推移するものと想定されます。  
当社グループが主体とする不動産業界においては、東日本大震災の発生による顧客の集客数や住宅資材の供給に

一時的に影響が出たものの、サプライチェーンの早期復旧、各種住宅取得促進政策の再開・延長、被災地住宅再建へ
の期待感等を背景に、潜在需要の囲い込みを図った住宅投資が徐々に積極化し、新築住宅着工戸数にも回復の兆候が
現れております。一方、一部の地域における地盤などの風評による不透明な需要動向や土地仕入競争の激化、供給過
剰による需給バランスの歪みなど、波長の短い業界動向により先行きの見通しは予断を許さない状況となっておりま
す。 
このような事業環境のなか、当社グループは「市況に左右されない社内体制の強化」を目標に、「健全な事業成

長モデルの維持」「商品価値の更なる向上」「更なるコスト削減」を掲げ、事業価値の更なる向上に邁進してまいり
ました。 
主力である不動産分譲事業の戸建住宅においては、震災の影響による契約数の落込みや、過剰供給による市場競

争の激化に柔軟に対応し、適正な在庫回転率を維持することで在庫水準を計画的に上昇させながら仕入・着工・販売
のバランスを平準化してまいりました。また、当社戸建分譲住宅ブランド「Blooming Garden」の標準仕様を「長期
優良住宅」認定住宅とし、継続して住宅性能評価書全棟取得、環境共生住宅システム認定取得を推進してまいりまし
た。更に供給エリアの拡大を目的として、平成23年４月に中京エリアへの進出を図り名古屋支店を新設し、併せて安
定的な事業展開に備え、名古屋支店・浜松支店・三島営業所を統括する東海ブロック並びに東海建設部を設置し来期
以降に貢献する事業基盤の構築を図りました。 
 建築請負事業においては、事業基盤となる受注及び生産体制の強化を推進する一方、新築住宅着工戸数の回復を背
景とした法人からの請負工事受注の拡大を受け、収益面は堅調に推移いたしました。個人受注においては、「ＳＨＵ
ＫＵＲＡ－趣暮－」ブランドの市場浸透効果を高めるため総合住宅展示場へのモデルハウスの出展と併せて、ＷＥＢ
シミュレーションシステム「ＭＹ ＳＨＵＫＵＲＡ」を構築するなど、受注の拡大を目的とした戦略的な投資を行
い、事業収支は徐々に改善が図られております。今後は、街中に「リアルサイズモデル」の建築を開始するなど、更
なる集客強化策を実施し、経営資源を適正分配し事業の拡大を図ってまいります。 
また、販売費及び一般管理費においては、ほぼ想定通りの水準を維持し、財務面においても最適資金調達の基本

方針に沿って、積極的な土地仕入に十分対応できる調達枠を確保できております。 
 その結果、当連結会計年度における売上高は 百万円（前期比 ％増）となったものの、主に、市場の
供給過剰感に対応すべく上記の在庫回転率重視の販売活動を実施した結果、利益面に影響を受けたこと、また近年の
地価下落、鋼材価格の高騰等の影響を受け、かねてより事業構想、推進体制を検討していた千葉県印西市武西学園台
のプロジェクト用地の評価方法を見直したこと等によってたな卸資産評価損 億 百万円を計上したことにより、営
業利益は 百万円（前期比 ％減）、経常利益は 百万円（前期比 ％減）となり、また上記に加え
て、税務上の繰越欠損金の解消に伴う法人税等 億 百万円の計上等により、当期純利益は 百万円（前期比
％減）となりました。 

  
 セグメントの業績は次のとおりであります。 
  
①不動産分譲事業 
 戸建住宅においては、前連結会計年度と比較して販売戸数が 戸増加したこと等により、戸建住宅に係る売上
高は 億 百万円（前期比 ％増）となりました。土地に係る売上高は 億 百万円（前期比 ％減）、建
築条件付戸建住宅に係る売上高は 億 百万円（前期比 ％減）、不動産分譲事業の周辺業務に係る売上高は
億 百万円（前期比 ％減）となりました。これらにより、不動産分譲事業全体の売上高は合計で 百万
円（前期比 ％増）となりました。 
②建築請負事業 
 建築請負事業に係る売上高は、 百万円（前期比 ％増）となりました。 
③不動産賃貸事業 
 不動産賃貸事業に係る売上高は、 百万円（前期比 ％減）となりました。 

なお、当連結会計年度より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成21年３月
27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号 平成20年３月
21日）を適用しております。各セグメントの前期比については、前連結会計年度のセグメント情報を本会計基準及び
適用指針適用後のセグメントに組み替えた上で算定しております。  
  

第２【事業の状況】 
１【業績等の概要】 

1,029億73 12.5

3 71
70億38 22.4 62億25 21.9

25 33 39億4
42.6

621
949 46 23.6 14 87 49.8

30 92 63.7 2
41 18.7 997億68

12.7

28億71 13.1

3億33 23.2
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(2）キャッシュ・フロー 
 当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は営業活動による資金の使用、財務活動に
よる資金の使用等により、期首残高に比べて 百万円減少し 百万円（前連結会計年度末比 ％減
少）となりました。当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況と主な要因は次のとおりであります。  

  
（営業活動によるキャッシュ・フロー）  
 当連結会計年度における営業活動の結果、使用した資金は、 百万円（前連結会計年度は 百万円の使
用）となりました。これは主に、税金等調整前当期純利益 百万円の計上、仕入債務の増加額 百万円等
があった一方で、たな卸資産の増加額 百万円等があったことによるものであります。 

  
（投資活動によるキャッシュ・フロー）  
 当連結会計年度における投資活動の結果、獲得した資金は、 百万円（前連結会計年度は 百万円の獲
得）となりました。これは主に、有形固定資産の売却による収入 百万円等によるものであります。  

  
（財務活動によるキャッシュ・フロー）  
 当連結会計年度における財務活動の結果、使用した資金は、 百万円（前連結会計年度は 百万円の獲
得）となりました。これは主に、短期借入金の純増加額 百万円、長期借入金の返済による支出 百万
円、配当金の支払額 百万円等によるものであります。 
  

29億26 127億66 18.6

18億8 6億66
64億37 11億97

98億48

1億44 14億76
3億37

12億62 30億48
26億29 22億45

16億37
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当連結会計年度より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成21年３月27
日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号 平成20年３月
21日）を適用しており、下記の生産の実績、契約の状況及び販売の実績は、前連結会計年度についても本会計基準
及び適用指針適用後のセグメントに組み替えた上で算定しております。 
  

 (1）生産の実績 

（注）１．セグメント間の取引については、相殺消去しております。 
      ２．金額は販売価額により表示しております。 

３．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。  
  

(2）契約の状況 

  

（注）１．セグメント間の取引については、相殺消去しております。 
   ２．金額は販売価額により表示しております。 

３．件数については、戸建住宅は戸数、土地は区画数、建築条件付戸建住宅は土地の区画数を表示しております。また、建築請負事業
のその他建築請負工事の件数は省略しております。 

４．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２【生産、契約及び販売の状況】 

セグメントの名称 項目 

前連結会計年度 
（自 平成22年２月１日 
至 平成23年１月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成23年２月１日 
至 平成24年１月31日） 

金額（百万円） 前期比（％） 金額（百万円） 前期比（％） 

不動産分譲事業 

戸建住宅  83,024  －  102,173 +  23.1

土地  2,966  －  1,487  △49.8

建築条件付戸建住宅  8,465  －  3,079  △63.6

小計  94,457  －  106,740 +  13.0

建築請負事業 

建築請負工事  1,733  －  1,992 +  14.9

その他建築請負工事 
（リフォーム等）  958  －  763  △20.4

小計  2,691  －  2,755 +  2.4

合計  97,149  －  109,496 +  12.7

セグメントの名称 項目 

前連結会計年度 
（自 平成22年２月１日 
至 平成23年１月31日）  

契約高 前連結会計年度末 
契約残高 

件数 前期比 
（％） 

金額 
（百万円） 

前期比 
（％） 件数 前期比 

（％） 
金額 

（百万円） 
前期比 
（％） 

不動産分譲事業 

戸建住宅  2,425  －  81,903  －  386  －  13,254  －
土地  60  －  2,929  －  4  －  157  －
建築条件付戸建住宅  138  －  5,615  －  31  －  1,459  －

小計  2,623  －  90,448  －  421  －  14,871  －

建築請負事業 

建築請負工事  169  －  2,295  －  87  －  1,239  －
その他建築請負工事 
（リフォーム等）  －  －  962  －  －  －  85  －

小計  169  －  3,257  －  87  －  1,325  －
合計  2,792  －  93,706  －  508  －  16,196  －

セグメントの名称 項目 

当連結会計年度 
（自 平成23年２月１日 
至 平成24年１月31日）  

契約高 当連結会計年度末 
契約残高 

件数 前期比 
（％） 

金額 
（百万円） 

前期比 
（％） 件数 前期比 

（％） 
金額 

（百万円） 
前期比 
（％） 

不動産分譲事業 

戸建住宅  2,905 +  19.8  94,912 +  15.9  385  △0.3  13,216  △0.3

土地  57  △5.0  1,402  △52.1  5 +  25.0  72  △54.0

建築条件付戸建住宅  47  △65.9  2,054  △63.4  7  △77.4  408  △72.0

小計  3,009 +  14.7  98,369 +  8.8  397  △5.7  13,697  △7.9

建築請負事業 

建築請負工事  147  △13.0  2,086  △9.1  88 +  1.1  1,224  △1.2

その他建築請負工事 
（リフォーム等）  －  －  760  △21.0  －  －  68  △20.6

小計  147  △13.0  2,847  △12.6  88 +  1.1  1,292  △2.4

合計  3,156 +  13.0  101,216 +  8.0  485  △4.5  14,990  △7.4
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(3）事業別販売の実績 

（注）１．セグメント間の取引については、相殺消去しております。 
２．件数については、戸建住宅は戸数、土地は区画数、建築条件付戸建住宅は土地の区画数を表示しております。また、建築請負事業
及び不動産賃貸事業の件数は省略しております。 

３．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 
  

① エリア別販売実績 
不動産分譲事業のエリア別の販売実績は次のとおりであります。 

（注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 
  

② 販売経路別販売実績 
不動産分譲事業の販売経路別の販売実績は次のとおりであります。 

（注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 
  

セグメントの名称 項目 

前連結会計年度 
（自 平成22年２月１日 
至 平成23年１月31日）  

当連結会計年度 
（自 平成23年２月１日 
至 平成24年１月31日）  

件数 前期比 
（％） 

金額 
（百万円） 

前期比 
（％） 件数 前期比 

（％） 
金額 

（百万円） 
前期比 
（％） 

不動産分譲事業 

戸建住宅  2,285  －  76,789  －  2,906 +  27.2  94,946 +  23.6

土地  63  －  2,966  －  56  △11.1  1,487  △49.8

建築条件付戸建住宅  196  －  8,509  －  71  △63.8  3,092  △63.7

その他  －  －  297  －  －  －  241  △18.7

小計  2,544  －  88,563  －  3,033 +  19.2  99,768 +  12.7

建築請負事業  －  －  2,538  －  －  －  2,871 +  13.1

不動産賃貸事業  －  －  433  －  －  －  333  △23.2

合計  2,544  －  91,535  －  3,033 +  19.2  102,973 +  12.5

前連結会計年度 
（自 平成22年２月１日 
至 平成23年１月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成23年２月１日 
至 平成24年１月31日） 

ブロック 金額 
（百万円） 

割合 
（％） ブロック 金額 

（百万円） 
割合 
（％） 

東京 城西  15,174  17.2 東京 城西  15,748  15.8
東京 城南  10,636  12.0 東京 城南  14,169  14.2
東京 城東  8,662  9.8 東京 城東  11,425  11.4

小  計  34,473  39.0 小  計  41,343  41.4

埼玉 西  8,918  10.1 埼玉 西  8,423  8.5
埼玉 東  10,668  12.0 埼玉 東  11,676  11.7

小  計  19,586  22.1 小  計  20,099  20.2

神奈川 北  12,887  14.5 神奈川 北  13,035  13.1
神奈川 南  7,858  8.9 神奈川 南  8,805  8.8

小  計  20,746  23.4 小  計  21,840  21.9

千  葉  8,869  10.0 千  葉  12,003  12.0

東  海  3,000  3.4 東  海  4,450  4.5

事業開発本部等  1,886  2.1 事業開発本部等  30  0.0

合  計  88,563  100.0 合  計  99,768  100.0

販売経路 

前連結会計年度 
（自 平成22年２月１日 
至 平成23年１月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成23年２月１日 
至 平成24年１月31日） 

金額 
（百万円） 

割合 
（％） 

金額 
（百万円） 

割合 
（％） 

当社→一般顧客  42,711  48.2  43,113  43.2

当社→仲介業者→一般顧客  45,852  51.8  56,655  56.8

合   計  88,563  100.0  99,768  100.0
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 当社グループが主体とする不動産・住宅市場では、東日本大震災の影響による顧客の購買動向や過剰供給による市
場競争が予想されるなか、依然として高い失業率や欧州危機などの影響による世界経済の減速を背景にした、根強い
デフレ圧力による先行き不透明な国内景気が懸念されます。一方、政府の各種住宅取得促進政策の再開・延長や新築
住宅着工戸数の回復などによる市場環境の再燃が顕著なものの、昨今の波長の短い業界動向を注視しながら、事業機
会とリスクに対応できる事業基盤の強化が必須であると考えております。 
 そのような環境下、「事業機会とリスクに対応できる社内体制の構築」を目標に、「お客様価値の拡大」「健全な
事業成長モデルの維持」「将来事業価値への投資」「更なるコスト削減」を掲げ、既存の経営資源を最大限に活用す
ることで市場シェアの拡大、収益の極大化を図るため、以下の戦略を骨子とした事業を推進してまいります。 
ⅰ）基本方針 
 デフレ局面において、より強い推進力を発揮する事業ドメインを基に、自社一貫体制による高回転事業モデル
を活かし、中所得者層をメインターゲットに低廉かつ良質な戸建分譲住宅を供給することで、適正な在庫バラン
スと健全な財務体質を実現し、全社体制で収益力の向上を図ってまいります。  
ⅱ）商品コンセプト 
 当社の強みである高品質な性能表示住宅をベースにした長期優良住宅「安全で安心な品質の住宅」に加え、暮
らし方の多様化を意識した多彩な商品企画により「生活満足度の更なる向上」を実現してまいります。また、
「住宅性能評価書の全棟取得」「長期優良住宅の標準導入」「入居後のアフターメンテナンス体制」の強みを最
大限に高めることにより、「Blooming Garden」ブランドの認知度向上に努め「東栄住宅」の知名度向上、更な
る差別化を図ってまいります。  
ⅲ）エリア戦略 
 人口流入が多く、新築住宅着工戸数が全国の約50％を占める首都圏（東京・埼玉・神奈川・千葉）において潜
在主力顧客である第一次取得者層のニーズが高い国道16号線を中心とした都市近郊部エリアにおいて地域密着型
の店舗展開による事業を展開し、同エリアでの販売数量の拡大を図ってまいります。また中期的成長戦略とし
て、有望と思われる他エリアへの進出を図ってまいります。  
ⅳ）仕入戦略 
 在庫回転期間を最重視し、小ロット区画を中心とした物件に注力、併せて用地選定の一層の厳格化を図り、従
来以上に客観的な市場価格データを活用した審査をする等、厳選した用地仕入を実践してまいります。  
ⅴ）原価戦略 
 原材料費の変動に対しては、当社の強みである分離発注によるスケールメリットを活かした集中購買、施工基
準・技術基準・設計基準の見直しや工期短縮などによる徹底したコストダウンにより、高い品質を維持しながら
継続的な原価削減を図り、商品に更なる価格競争力を持たせ、収益性向上に努めてまいります。  
ⅵ）販売戦略 
 着工日までの期間短縮や、一定期間を経過した場合の価格調整を柔軟に行うことで早期での販売完了を実現
し、在庫回転期間の短縮を継続してまいります。 
 また、競合他社に先駆けて「長期優良住宅の標準導入」を決定し、平成23年２月以降着工の新築戸建分譲住宅
において「長期優良住宅」の認定を受けて供給をしており、今後も当社戸建住宅の性能、デザインを最大限訴求
することで競争力を高め、積極的に需要を喚起してまいります。   
ⅶ）資金調達の確保 
 当社グループが主体とする不動産事業を推進するに当たり、資金調達力の強化は重要な課題であると認識して
おります。当社の資金調達は事業用地等の取得に係るプロジェクト資金であり機動的かつ安定的に行う必要があ
ります。現在、円滑な金融機関取引体制が整ったことで資金調達の安定化が図られ、現預金残高も一定水準を確
保しており、今後も事業計画と事業環境に応じた資金確保を図ってまいります。  
ⅷ）新規事業への取り組み 
 住宅市場を取り巻く環境の変化に対応するため、基幹事業のノウハウを活かした建築請負事業を推進し、新規
顧客の開拓を進め将来の基幹事業へと育成してまいります。 
 狭小地の活用、税金、物件管理、アフターサービスなどの不動産オーナーが抱える様々な悩みを解消し、安定
的なリターンが実現できる万能型の土地活用をご提案する戸建賃貸経営システム「トーマス ＴＯＨＭＡＳ」
と、様々なライフスタイルを持つ居住者のニーズに応えるための「趣味と暮らし」をコンセプトにした新スタイ
ルの戸建注文規格型住宅「ＳＨＵＫＵＲＡ－趣暮－」シリーズを積極展開してまいります。 
 また、平成23年４月に出展いたしました総合住宅展示場（立川市）のモデルハウスを活用し、個人注文住宅受
注を強化してまいります。  
ⅸ）グループ戦略及び事業領域の整理・拡大 
 効率的な事業展開を図るため、多様化する事業を「新築領域」「中古領域」とに大別し、その中で更に「安定
領域」「成長領域」「投資領域」とに区分し、事業領域の明確化を行います。それにより事業サイクルの効率化
を図り、事業間及びグループ間のシナジーを最大限に発揮してまいります。 
 連結子会社ティ・ジェイホームサービス株式会社は、アフターメンテナンスの拡充を行うとともに、住宅のリ
フォーム等によるストック事業の拡大に注力してまいります。  

３【対処すべき課題】 
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有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可
能性のある事項には、以下のようなものがあります。 
なお、文中における将来に関する事項につきましては、当連結会計年度末現在において判断したものであります。
(1）購買者の需要動向について 
 当社グループの不動産分譲事業においては、景気動向、金利動向、地価動向及び住宅税制等といった外的要因に
より購買者の需要動向が左右されるため、潜在的な購買者の需要動向が当社グループの業績等に影響を与える可能
性があります。 

(2）引渡し時期遅延による業績変動について 
 不動産分譲事業の戸建住宅においては、売上の計上時期が物件の引渡し時となります。大規模プロジェクトや開
発行為が伴う案件は、引渡しまでに期間を要するものもありますが、建築の工期は当社の工程管理システムにより
管理されております。なお、天災その他予想し得ない事態による工期の遅延等、不測の事態により引渡し時期に大
幅な遅れが生じた場合には、当社グループの業績等に影響を及ぼす可能性があります。 

(3）有利子負債への依存度について 
 不動産分譲事業の土地仕入資金は、主に金融機関からの借入金によって賄っているため、総資産に占める有利子
負債の割合は平成24年１月期末において ％となっております。事業資金の調達及び返済は、金利情勢その他の
外的環境に左右されるため、これにより当社グループの経営成績及び財政状態に影響を受ける可能性があります。
 資金調達においては、コミットメント期間付タームローン契約や当座貸越契約の締結により、機動的、安定的な
資金調達力の強化を目指しておりますが、金融情勢等の変化により必要な資金がタイムリーに調達できなくなった
場合あるいは返済が困難となった場合には、土地仕入を始めとした事業活動に少なからず影響を及ぼす可能性があ
ります。 

(4）競合等の影響について 
  当社グループは、首都圏を中心に不動産分譲事業を展開しておりますが、当該エリアは競合関係にある同業他社
も多く、同時期、同一地域に販売活動が重なった場合には価格競争が生じ、当社が想定する価格で販売できない場
合には、当社グループの業績等に影響を及ぼす可能性があります。 

(5）建築資材の調達について 
当社グループは、資材の調達において、大量発注によるスケールメリットにて原価を抑えておりますが、市場経
済を見ますと不安定な要素も含め推移しております。 
 今後は国内の景気回復・住宅着工の動向と相まって他の製品及び原材料も含めて全般的に価格の変動も予想さ
れ、販売価格への転嫁等が難しい場合には、業績等に影響を及ぼす可能性があります。 

(6）法的規制について 
 当社グループは、「宅地建物取引業法」に基づく宅地建物取引業、「建設業法」に基づく建設業、更には「建築
士法」及び「建築基準法」に基づく一級建築士事務所として不動産分譲事業を行っております。 
 また、当社は、土地仕入から企画・設計・施工・販売業務を一貫して幅広く事業活動を行っているため、上記以
外にも「都市計画法」、「土地区画整理法」、「農地法」、「宅地造成等規制法」、「国土利用計画法」、「住宅
の品質確保の促進等に関する法律」、「建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律」、「廃棄物の処理及び清
掃に関する法律」等、その他関係告示及び地方公共団体の条例等も含め様々な規制を受けております。これら法令
等の遵守を怠った場合には業務停止等の行政処分を受け、業務の円滑な遂行に影響を及ぼす可能性があります。 

(7）財務制限条項について 
 当社は、複数の金融機関とコミットメント期間付タームローン契約及び当座貸越契約を締結しております。これ
らの契約には当該契約締結日以降の各決算期の末日及び第２四半期の末日において、個別及び連結の貸借対照表に
おける純資産の部の金額、個別及び連結の損益計算書における損益の金額について、それぞれ一定の指数以上の維
持等の財務制限条項が取り決められており、これらの条項に抵触した場合には、期限前弁済義務が生じる恐れがあ
り、当社グループの事業活動に影響を及ぼす可能性があります。 

４【事業等のリスク】 

35.0
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(8）個人情報等の管理について 
当社グループは、当社物件のご購入をご検討いただくお客様やご購入いただいたお客様等、事業を行う上で多数
の個人情報を保有しているほか、様々な経営情報等の内部情報を有しております。 
 これらの情報管理については、その管理に万全を期するため、管理体制の構築、社内規程の整備、システム上の
セキュリティ対策の増強を図るとともに、外部セミナー及び研修等への参加を通じて社員の情報管理意識の向上に
努めております。しかしながら、万が一、これらの情報が外部流出した場合は、当社グループに対する信頼の失墜
や損害賠償等により、当社グループの業績等に影響を及ぼす可能性があります。また、社会的関心が高まる中、今
後、法規制が一層厳しくなる可能性もあり、徹底した情報管理の継続を図るため、コストが増加する可能性があり
ます。 

(9）訴訟について 
 当社は不動産分譲事業ディベロッパー（仕入、設計、施工、販売等）であり、事業等を行っていく上において
様々なリスクが存在しております。特に法的な側面においては、訴訟、紛争が存在し、これらを完全に排除するこ
とは不可能であり、相手側による根拠のない誤認であった場合にも、当社の信用に悪影響を及ぼし、業績に影響を
及ぼす可能性があります。なお、当連結会計年度において当社グループの業績等に影響を及ぼす訴訟は提起されて
おりません。 

なお、上記は当社グループが事業継続する上で、予想される主なリスクを具体的に例示しており、これらに限定
されるものではありません。 

該当事項はありません。 

該当事項はありません。 

５【経営上の重要な契約等】 

６【研究開発活動】 
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当社グループにおける財政状態及び経営成績の分析は、以下のとおりであります。 
なお、文中における将来に関する事項につきましては、当連結会計年度末現在において判断したものであります。

(1）重要な会計方針及び見積り 
当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成してお
ります。この連結財務諸表の作成にあたっては、見積りが必要な事項につきましては、合理的な基準に基づき会計
上の見積りを行っております。 

(2）経営成績の分析 
① 売上高 
当連結会計年度における売上高につきましては「１ 業績等の概要（1）業績」に記載しております。 

② 売上原価、売上総利益 
売上原価は 百万円（前年同期比 ％増）、売上総利益は 百万円（前年同期比 ％減）とな
りました。売上総利益の減少の主な要因は、市場競争の激化に柔軟に対応し、適正な在庫回転率を重視した販売
活動を実施したこと等によるものであります。また、売上総利益率は前連結会計年度の %から ％となり
ました。 

③ 販売費及び一般管理費、営業利益 
販売費及び一般管理費は 百万円（前年同期比 ％増）となりました。販売費及び一般管理費の増加の
主な要因は、販売戸数の増加による支払手数料及び広告宣伝費の増加等によるものであります。この結果、営業
利益は 百万円（前年同期比 ％減）となりました。 

④ 営業外収益、営業外費用、経常利益 
営業外収益は 百万円（前年同期比 ％増）となりました。受取配当金及び受取保険金の増加等により前連
結会計年度より増加しております。また、支払利息及び融資手数料が減少したため、営業外費用は 百万円
（前年同期比 ％減）となりました。この結果、経常利益は 百万円（前年同期比 ％減）となりまし
た。 

⑤ 特別利益、特別損失、税金等調整前当期純利益 
特別利益は、適格退職年金制度から確定拠出年金制度へ移行したことに伴う退職給付制度改定益 億 百万円
等により 百万円、特別損失は、固定資産の売却損 百万円等により 百万円となりました。この結果、当
連結会計年度の税金等調整前当期純利益は 百万円（前年同期比 ％減）となりました。 

⑥ 法人税等（法人税、住民税及び事業税、法人税等調整額）、当期純利益 
法人税、住民税及び事業税、法人税等調整額の合計は 百万円（前年同期比 ％増）となりました。
これは主に、税務上の繰越欠損金の解消に伴う増加によるものであります。この結果、当期純利益は 百万
円（前年同期比 ％減）となりました。 

(3）財政状態の分析 
① 流動資産 
当連結会計年度末における流動資産は、 百万円（前連結会計年度末は 百万円）となり、
百万円増加いたしました。これは主に、販売用不動産等のたな卸資産が 億 百万円増加したのに対し、現金
及び預金が 億 百万円減少したこと等によるものであります。 

② 固定資産 
当連結会計年度末における固定資産は、 百万円（前連結会計年度末は 百万円）となり、
百万円減少いたしました。これは主に、土地の保有目的の変更による仕掛販売用不動産への振替及び賃貸用不動
産の売却等により有形固定資産が 百万円減少したこと等によるものであります。 

③ 流動負債 
当連結会計年度末における流動負債は、 百万円（前連結会計年度末は 百万円）となり、
百万円増加いたしました。これは主に、支払手形及び営業未払金が 百万円増加したこと、税務上の繰越欠
損金の解消に伴い未払法人税等が 億 百万円増加したこと、不動産分譲事業における事業用地仕入資金として
借り入れた短期借入金及び１年内返済予定の長期借入金がそれぞれ 億 百万円増加、 億 百万円減少したこ
と等によるものであります。 

④ 固定負債 
当連結会計年度末における固定負債は、 百万円（前連結会計年度末は 百万円）となり、 百
万円減少いたしました。これは主に、長期借入金が億百万円減少したこと及び適格退職年金制度から確定拠出年

７【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】 

877億49 17.4 152億23 9.4

18.4 14.8

81億85 5.7

70億38 22.4

85 69.6
8億99

21.4 62億25 21.9
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2億52 24 39

64億37 14.1

25億33 263.9
39億4

42.6

666億2 602億78 63億24
102 48

29 26

131億71 139億48 7億76

8億58

425億9 378億31 46億77
11億97

21 30
26 29 11 17

15億85 29億99 14億14
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万円減少いたしました。これは主に、長期借入金が 億 百万円減少したこと及び適格退職年金制度から確定
拠出年金制度へ移行したことに伴い退職給付引当金が 億 百万円減少したこと等によるものであります。 

⑤ 純資産 
当連結会計年度末における純資産は、 百万円（前連結会計年度末は 百万円）となり、 百
万円増加いたしました。これは主に、剰余金の配当 億 百万円に対し、当期純利益 百万円を計上したこ
と等によるものであります。これらの結果、当連結会計年度末の総資産残高は、 百万円（前連結会計年
度末は 百万円）となりました。 

(4）資本の財源及び資金の流動性の分析 
① キャッシュ・フロー 
当連結会計年度におけるキャッシュ・フローの状況につきましては、「１ 業績等の概要（2）キャッシュ・
フロー」に記載しております。 

② 資金需要 
当社グループにおける資金需要のうち主なものは、土地仕入、建物代金、賃貸用不動産及び販売費及び一般管
理費等の営業費用並びに借入金に係る利息の支払い等であります。 

③ 資金調達 
当社グループにおける資金調達につきましては、最適資金調達を基本方針とし、機動的かつ安定的な資金の確
保とともに、金融費用の削減を目指しております。なお、当連結会計年度の資金調達につきましては、上記方針
に沿い、銀行を主体とした金融機関とのコミットメント期間付タームローン契約や当座貸越契約を中心とした間
接金融による機動的かつ安定的な資金調達を行うとともに、有利子負債の圧縮による財務の健全性の確保及び金
融費用の削減を行っております。 

(5）経営成績に重要な影響を与える要因について 
「４ 事業等のリスク」に記載しております。 

(6）経営者の問題認識と今後の方針について 
今後のわが国経済は、東日本大震災の復旧・復興需要等による一部の受注回復が内需を後押しするなどの底堅い
個人支出が窺えるものの、震災がもたらした日本経済への多大な影響や、世界経済の減速や欧州アジアへの輸出な
どの下押しが外需を停滞させることなどが要因となり、依然として国内景気の先行きが不透明な状況にあります。
当社グループが主体とする不動産・住宅市場においては、2011年の首都圏戸建分譲住宅の着工棟数が震災の影響を
受けた中で前年を上回り、需給バランスに変化が窺える中、次期においても引続き供給過剰な市場環境が続くもの
と予想しております。更に、供給増加による消費者の選択肢拡大や雇用・所得環境の伸び悩みから戸建分譲住宅に
おける販売価格は、弱含みで推移するものと想定されます。 
このような状況において、当社グループは、中期経営計画に基き、引続き不動産分譲事業を主力事業として、グ
ループ一貫体制による徹底した品質管理、設計・建設２種類の住宅性能評価書を取得した長期優良住宅「安心で安
全な品質の住宅」に加え、「住まい」から「暮らし」を創造する企業グループとして、ご入居後のサポートまで顧
客満足を追求した、付加価値の高いサービスを提供し続けることを目標に掲げ、潤いのある暮らしと豊かな社会づ
くりに貢献することで、更なる企業価値増大を目的に全社一丸となって取組んでまいります。 
具体的には、あらゆる局面に耐え得る企業体質を構築するため、一定の販管費水準の維持、建築コスト、土地取
得コスト低減などの継続的な原価削減に努め、コスト競争力を強化しながら、適正な在庫水準を維持した高回転の
事業サイクルによる高水準の売上総利益率を維持することで、事業の拡大、業績の向上に向けて取組んでまいりま
す。併せて、長期優良住宅認定等、省エネルギー、CO2削減等の環境に配慮した住宅を推進し、質の向上にも積極
的に取組んでまいります。 
一方、不動産分譲事業で培った設計・施工管理ノウハウを活かした建築請負事業を展開し、事業シナジーによる
収益拡大に取組み、ティ・ジェイホームサービス株式会社において積極的な事業展開を進めているリフォーム事業
とともに受注体制及び生産体制の強化を図り、不動産分譲事業に次ぐ基幹事業として育成してまいります。 
 また、不動産賃貸事業においては安定収益基盤として事業展開を進めてまいります。  

11 28
2 32
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15 88 39億4
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当連結会計年度における設備投資額は 百万円であり、セグメントごとの主な設備投資は次のとおりでありま
す。 

  （不動産分譲事業） 

名古屋支店出店等に係る設備投資額、 百万円であります。 

  （建築請負事業） 
総合住宅展示場ハウジングワールド立川へのモデルハウスの出展及びＷＥＢシミュレーションシステム「ＭＹ Ｓ

ＨＵＫＵＲＡ」の構築等に係る設備投資額、 百万円であります。 

 （不動産賃貸事業） 
特記事項はありません。 

  （全社） 

リース車両及び基幹システム等に係る設備投資額、 百万円であります。 

なお、上記設備投資には、無形固定資産の投資を含めて記載しております。 
また、当連結会計年度において、重要な設備の除却、売却はありません。 

第３【設備の状況】 
１【設備投資等の概要】 

143

16

64

59
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(1）提出会社 
当社は、首都圏を中心に、地域密着型の事業展開をしております。主な設備は、次のとおりであります。 

２【主要な設備の状況】 

事業所名 
（所在地） セグメントの名称 設備の内容 

帳簿価額 
従業員数
（人） 建物及び 

構築物 
（百万円） 

土地 
（百万円） 
(面積㎡) 

その他 
（百万円） 

合計 
（百万円） 

本店 
（東京都西東京市） 

不動産分譲事業 
不動産賃貸事業 

全社 
営業設備 

 227  
 

671
(1,639.26)

 50  949  94

東栄住宅別館 
（東京都小平市） 

建築請負事業 営業設備  43  
 

234
(591.06)

 0  277  79

浦和営業所 
（埼玉県さいたま市南区） 

不動産分譲事業 営業設備  12  
 

237
(870.16)

 0  250  4

世田谷営業所 
（東京都世田谷区） 

不動産分譲事業 営業設備  12  
 

221
(358.41)

 0  234  5

小岩支店 
（東京都葛飾区） 

不動産分譲事業 営業設備  6  
 

217
(424.24)

 0  224  5

町田支店 
（東京都町田市） 

不動産分譲事業 営業設備  9  
 

191
(833.40)

 0  201  23

日吉営業所 
（神奈川県横浜市港北区） 

不動産分譲事業 営業設備  5  
 

188
(330.94)

 1  195  4

大宮営業所 
（埼玉県さいたま市北区） 

不動産分譲事業 営業設備  8  
 

165
(847.09)

 0  174  25

坂戸支店 
（埼玉県坂戸市） 

不動産分譲事業 営業設備  3  
 

139
(285.19)

 0  143  6

藤沢営業所 
（神奈川県藤沢市） 

不動産分譲事業 営業設備  7  
 

130
(422.15)

 0  138  6

平塚支店 
（神奈川県平塚市） 

不動産分譲事業 営業設備  8  
 

114
(427.19)

 0  122  11

茅ヶ崎支店 
（神奈川県茅ヶ崎市） 

不動産分譲事業 営業設備  15  
 

106
(324.91)

 0  121  5

深谷営業所 
（埼玉県深谷市） 

不動産分譲事業 営業設備  4  
 

108
(340.68)

 0  114  6

越谷支店 
（埼玉県越谷市） 

不動産分譲事業 営業設備  9  
 

101
(512.85)

 1  112  6

神宮外苑事務所 
（東京都渋谷区） 

不動産分譲事業 
建築請負事業 
不動産賃貸事業 

全社 

営業設備 

 
〈 〉
451
202

 
〈 〉

 

869
404

(311.08)

 
〈 〉
4
0

 
〈 〉
1,325
608

 8

水戸中央マンション 
（茨城県水戸市） 

不動産賃貸事業 営業設備 
 

〈 〉
1,099
1,099

 
〈 〉

 

710
710

(1,682.48)

 
  
－  

〈 〉
1,809
1,809

 －

その他 
不動産分譲事業 
建築請負事業 
不動産賃貸事業 

営業設備 
 

〈 〉
1,253
990

 
〈 〉
( ) 

3,234
2,891
－

 13  
〈 〉
4,501
3,881

 127

営業設備 小計 － － 
 

〈 〉
3,180
2,293

 
〈 〉
( ) 

7,641
4,006
－

 
〈 〉
75
0

 
〈 〉
10,898
6,299

 414

資材センター 
（東京都東村山市） 

全社 その他設備  13  
 

357
(1,116.34)

 3  373  －

小平市社宅 
（東京都小平市） 

全社 その他設備  33  
(敷地権) 
173  －  206  －

その他 全社 その他設備  6  
( ) 
1
－

 －  8  －

その他設備 小計 － －  53  
( ) 
531
－

 3  588  －

合  計 － － 
 

〈 〉
3,234
2,293

 
〈 〉
( ) 

8,173
4,006
－

 
〈 〉
78
0

 
〈 〉
11,486
6,299

 414
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(2）国内子会社 

（注）１．帳簿価額のうちその他は、機械及び装置、車両運搬具、工具、器具及び備品、リース資産であります。 
２．金額には消費税等を含めておりません。 
３．従業員数は、臨時従業員12人及び人材会社からの派遣社員41人を含めておりません。 
４．提出会社の東栄住宅別館は、ティ・ジェイホームサービス㈱へ賃貸しているものであります。 
５．ティ・ジェイホームサービス㈱の建物及び構築物、土地は提出会社へ賃貸しているものであります。 
６．上記のうち＜ ＞書きは内書きで、連結会社以外への賃貸設備であります。 
７．上記の他、リース契約による主な賃借設備（賃貸借処理しているもの）として、以下のものがあります。 

  

(1）重要な設備の新設 
現在予定している重要な設備の新設はありません。 

(2）重要な設備の除却等 
現在予定している重要な設備の除却等はありません。 

会社名 事業所名 
（所在地） 

セグメント 
の名称  設備の内容 

帳簿価額 
従業員数 
（人） 建物及び 

構築物 
（百万円） 

土地 
（百万円） 
(面積㎡) 

その他 
（百万円） 

合計 
（百万円） 

ティ・ジェイホーム
サービス㈱ 

本店他 
(東京都小平市他) 

建築請負事業 営業設備  184  
( )
222
661.43

 7  413  51

会社名 設備の内容 年間リース料 
（百万円） 

リース契約残高 
（百万円） 

提出会社 
車両運搬具 
工具器具備品他  92  158

ティ・ジェイホームサービス株式会社 
車両運搬具 
工具器具備品他  12  35

３【設備の新設、除却等の計画】 
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①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

（注）「提出日現在発行数」欄には、平成24年４月１日からこの有価証券報告書提出日までの新株予約権の行使により発
行された株式数は含まれておりません。 

第４【提出会社の状況】 
１【株式等の状況】 
（１）【株式の総数等】 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  107,346,224

計  107,346,224

種類 
事業年度末現在発行数 

（株） 
（平成24年１月31日） 

提出日現在発行数 
（株） 

（平成24年４月25日） 

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名 

内容 

普通株式  26,942,956  26,942,956
東京証券取引所 
市場第一部 

単元株式数 
100株 

計  26,942,956  26,942,956 － － 
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会社法第236条、第238条及び第240条の規定に基づき発行した新株予約権（株式報酬型ストック・オプ
ション）は、次のとおりであります。 

平成22年５月11日開催の取締役会決議による新株予約権（株式報酬型ストック・オプション） 

（注）１．新株予約権１個の目的である株式の数（以下、「付与株式数」といいます。）は、100株とします。
但し、新株予約権を割り当てる日（以下、「割当日」という。）後、当社が株式分割（当社普通株式
の株式無償割り当てを含む。）又は株式併合を行う場合、次の算式により付与株式数を調整します。 
調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式分割・併合の比率 
また、上記のほか、割当日後、付与株式数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じた時は、合
理的な範囲内で当社は必要と認める付与株式数の調整を行うことができます。 
上記調整の結果生ずる１株未満の端数については、これを切り捨てます。 

２．新株予約権の行使の条件は次のとおりであります。 
(1）新株予約権者は、上記の新株予約権の行使期間内において、当社又は子会社の取締役の地位を喪
失した日の翌日から10日を経過する日までの間に限り、新株予約権を行使することができるもの
とします。行使できる新株予約権は、取締役の地位を喪失した当該会社における取締役の地位に
基づき割り当てを受けた新株予約権とします。 

(2）新株予約権の一部行使はできないものとします。 
(3）当社が消滅会社となる合併契約承認の議案、当社が分割会社となる分割契約もしくは分割計画承
認の議案、当社が完全子会社となる株式交換契約もしくは株式移転計画承認の議案につき、当社
株主総会で承認された場合（株主総会決議が不要の場合は、当社取締役会決議がなされた場
合）、当該承認日の翌日から30日間に限り新株予約権を行使できるものとします。但し、(注)３
に定める組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項に従って新株予約権者に再編対象会
社の新株予約権が交付される場合を除くものとします。 

(4）新株予約権者が死亡した場合、その者の相続人は、当該被相続人が死亡した日の翌日から６ヶ月
を経過する日までの間に限り、本新株予約権を行使することができるものとします。 

(5）その他の権利行使の条件は、当社と新株予約権者との間で締結する「新株予約権割当契約」に定
めるところによります。 

（２）【新株予約権等の状況】 

  事業年度末現在 
（平成24年１月31日） 

提出日の前月末現在 
（平成24年３月31日）  

新株予約権の数（個）  230  230

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個）  －  －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左  

新株予約権の目的となる株式の数（株） （注）１ 23,000 （注）１ 23,000

新株予約権の行使時の払込金額（円）  1 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成22年５月31日 
至 平成72年５月30日 

同左  

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の 
発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格   
資本組入額は会社計算規則第
17条第１項に従い算出される
資本金等増加限度額の２分の
１の金額とし、計算の結果１
円未満の端数が生じる場合
は、これを切り上げるものと
する。 

730

同左 

新株予約権の行使の条件 （注）２ 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
譲渡による新株予約権の取得
については、当社取締役会の
承認を要する。 

同左 

代用払込みに関する事項 － － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注）３ 同左 

新株予約権の取得条項に関する事項 （注）４ 同左 
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３．組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項は次のとおりであります。 
当社が合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割もしくは新設分割（それぞれ当
社が分割会社となる場合に限る。）、株式交換もしくは株式移転（それぞれ当社が完全子会社とな
る場合に限る。）（以上を総称して以下、「組織再編行為」という。）をする場合において、組織
再編行為の発生日（吸収合併につき吸収合併がその効力を生ずる日、新設合併につき新設合併設立
会社成立の日、吸収分割につき吸収分割の効力発生日、新設分割につき新設分割設立会社成立の
日、株式交換につき株式交換がその効力を生ずる日、及び株式移転につき株式移転設立完全親会社
の成立の日をいう。以下同じ。）の直前において残存する新株予約権（以下、「残存新株予約権」
という。）を保有する新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、会社法第236条第１項第８号の
イからホまでに掲げる株式会社（以下、「再編対象会社」という。）の新株予約権をそれぞれ交付
することとします。但し、以下の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合
併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約又は株式移転計画において定
めた場合に限ります。 
(1）交付する再編対象会社の新株予約権の数 
新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するものとします。 

(2）新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類 
再編対象会社の普通株式とします。 

(3）新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数 
組織再編行為の条件等を勘案のうえ、目的である株式の種類及び数につき合理的な調整がなされ
た数とする。但し、調整により生じる１株未満の端数は切り捨てるとします。 

(4）新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 
交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、以下に定める再編後行使価額
に上記(3）に従って決定される当該各新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じて
得られる金額とします。再編後行使価額は、交付される各新株予約権を行使することにより交付
を受けることができる再編対象会社の株式１株当たり１円とします。 

(5）新株予約権を行使することができる期間 
新株予約権の行使期間の開始日と組織再編行為の効力発生日のいずれか遅い日から、新株予約権
の行使期間の満了日までとします。 

(6）新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本金及び資本準備金に関する事
項 

①新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本金の額は、会社計算規則第17
条第１項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果１円未満の端
数が生じたときは、その端数を切り上げるものとします。 
②新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本準備金の額は、上記①記載の
資本金等増加限度額から上記①に定める増加する資本金の額を減じた額とします。 

(7）譲渡による新株予約権の取得の制限 
譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の承認を要するものとしま
す。 

(8）新株予約権の行使条件 
上記(注)２に準じて決定するとします。 

(9）新株予約権の取得条項 
下記(注)４に準じて決定するとします。 

４．新株予約権の取得条項に関する事項は次のとおりであります。 
当社は、以下(1）、(2）、(3）の議案につき当社株主総会で承認された場合（株主総会決議が不要の
場合は当社取締役会決議）は、当社取締役会が別途定める日に、新株予約権を無償で取得することが
できるものとします。 
(1）当社が消滅会社となる合併契約承認の議案 
(2）当社が分割会社となる分割契約又は分割計画承認の議案 
(3）当社が完全子会社となる株式交換契約又は株式移転計画承認の議案 
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平成23年５月10日開催の取締役会決議による新株予約権（株式報酬型ストック・オプション） 

（注）１．前記平成22年５月11日開催の取締役会決議に基づく新株予約権に関する（注）１に記載のとおりであ
ります。 

２．前記平成22年５月11日開催の取締役会決議に基づく新株予約権に関する（注）２に記載のとおりであ
ります。 

３．前記平成22年５月11日開催の取締役会決議に基づく新株予約権に関する（注）３に記載のとおりであ
ります。 

４．前記平成22年５月11日開催の取締役会決議に基づく新株予約権に関する（注）４に記載のとおりであ
ります。  

  

該当事項はありません。 
  

該当事項はありません。 

（注）１．旧商法第280条ノ19の規定に基づく新株引受権（ストック・オプション）の権利行使により15,600株増加して
おります。 

２．新株予約権の行使による増加であります。 

  事業年度末現在 
（平成24年１月31日）  

提出日の前月末現在 
（平成24年３月31日）  

新株予約権の数（個）  609  609

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個）  －  －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） （注）１ 60,900 （注）１ 60,900

新株予約権の行使時の払込金額（円）  1 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成23年５月31日 
至 平成73年５月30日 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格   
資本組入額は会社計算規則第
17条第１項に従い算出される
資本金等増加限度額の２分の
１の金額とし、計算の結果１
円未満の端数が生じる場合
は、これを切り上げるものと
する。 

521

同左 

新株予約権の行使の条件 （注）２ 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
譲渡による新株予約権の取得
については、当社取締役会の
承認を要する。 

同左 

代用払込みに関する事項 － － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注）３ 同左 

新株予約権の取得条項に関する事項 （注）４ 同左 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

（４）【ライツプランの内容】 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
（株） 

発行済株式 
総数残高 
（株） 

資本金増減額 
（百万円） 

資本金残高 
（百万円） 

資本準備金 
増減額 
（百万円） 

資本準備金 
残高 
（百万円） 

平成19年２月１日～  
平成20年１月31日（注）１ 

 15,600  26,937,356  10  7,809  10  8,101

平成23年２月１日～  
平成24年１月31日（注）２ 

 5,600  26,942,956  2  7,811  2  8,103
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（注）１．自己株式14,339株は「個人その他」に143単元及び「単元未満株式の状況」に39株を含めて記載しておりま
す。 

２．株主名簿上は当社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式が560株存在し、「個人その他」に
５単元及び「単元未満株式の状況」に60株を含めて記載しております。 

３．「その他の法人」の欄には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が、13単元含まれております。 

（６）【所有者別状況】 
   平成24年１月31日現在

区分 

株式の状況（１単元の株式数100株） 
単元未満
株式の状
況（株） 

政府及び
地方公共
団体 

金融機関 金融商品取引業者 
その他の
法人 

外国法人等 個人 
その他 計 

個人以外 個人 

株主数
（人） 

 －  31  36  162  93  14  18,349  18,685 － 

所有株式数
（単元） 

 －  30,373  1,901  129,084  24,274  35  82,906  268,573  85,656

所有株式数
の割合
（％） 

 －  11.31  0.71  48.06  9.04  0.01  30.87  100.00 － 
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（注）上記日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は、 千株
であります。日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）の所有株式数のうち、信託業務に係る株式
数は、 千株であります。 

（７）【大株主の状況】 
   平成24年１月31日現在

氏 名 又 は 名 称 住       所 所有株式数 
（千株） 

発行済株式
総数に対す
る所有株式
数の割合 
（％） 

株式会社バンブーフィールド 東京都杉並区西荻北３丁目30－11  8,562  31.77

有限会社一商事 東京都西東京市柳沢１丁目６－３  3,760  13.95

佐々野 俊彦 東京都杉並区  800  2.97

日本マスタートラスト信託銀行株式会社
（信託口）（注） 

東京都港区浜松町２丁目11番３号   722  2.68

東栄住宅取引先持株会 
東京都西東京市芝久保町４丁目26－３ 
株式会社東栄住宅総務部内 

 542  2.01

日本トラスティ・サービス信託銀行株式
会社（信託口）（注） 

東京都中央区晴海１丁目８－11  533  1.98

日本トラスティ・サービス信託銀行株式
会社（信託口９） 

東京都中央区晴海１丁目８－11  398  1.47

飯田 一男 東京都杉並区  338  1.25

UBS AG LONDON A/C IPB SEGREGATED 
CLIENT ACCOUNT 
（常任代理人 シティバンク銀行株式会
社） 

BAHNHOFSTRASSE 45, 8001 ZURICH, SWITZERLAND  
（東京都品川区東品川２丁目３番１４号） 

 231  0.86

ステート ストリート バンク アンド 
トラストカンパニー 
（常任代理人 株式会社みずほコーポレ
ート銀行決済営業部） 

P.O.BOX 351 BOSTON MASSACHUSETTS 02101 

U.S.A.  
（東京都中央区月島４丁目１６－１３） 

 213  0.79

計 －  16,104  59.77

541

448
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①【発行済株式】 

（注）１．「完全議決権株式（その他）」の欄には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が1,300株（議決権の数13
個）含まれております。 

２．「単元未満株式」の欄には、当社所有の自己株式39株が含まれております。 

②【自己株式等】 

（注）株主名簿上は当社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式が560株（議決権の数５個）あります。
なお、当該株式は上記①「発行済株式」の「完全議決権株式（その他）」の欄に500株含まれており、「単元未満
株式」の欄に60株含まれております。 

（８）【議決権の状況】 

  平成24年１月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 
（自己保有株式）  
 普通株式         

 14,300

－ － 

完全議決権株式（その他）（注）１ 
普通株式 

 26,843,000
 268,430 － 

単元未満株式（注）２ 
普通株式 

 85,656
－ － 

発行済株式総数  26,942,956 － － 

総株主の議決権 －  268,430 － 

   平成24年１月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

株式会社東栄住宅 
東京都西東京市芝久 
保町四丁目26番３号 

 14,300  －  14,300  0.05

計 ―  14,300  －  14,300  0.05
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（９）【ストック・オプション制度の内容】 

決議年月日 平成22年５月11日 

付与対象者の区分及び人数（名） 
当社取締役    
子会社取締役   

5
2

新株予約権の目的となる株式の種類 「（２）新株予約権等の状況」に記載しております。 

株式の数（株） 同上 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上 

新株予約権の行使期間 同上 

新株予約権の行使の条件 同上 

新株予約権の譲渡に関する事項 同上 

代用払込みに関する事項  －  

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  「（２）新株予約権等の状況」に記載しております。 

決議年月日 平成23年５月10日 

付与対象者の区分及び人数（名） 
当社取締役    
子会社取締役   

4
1

新株予約権の目的となる株式の種類 「（２）新株予約権等の状況」に記載しております。 

株式の数（株） 同上 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上 

新株予約権の行使期間 同上 

新株予約権の行使の条件 同上 

新株予約権の譲渡に関する事項 同上 

代用払込みに関する事項  －  

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  「（２）新株予約権等の状況」に記載しております。 
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【株式の種類等】 会社法第155条第７号に該当する普通株式の取得 

（１）【株主総会決議による取得の状況】 
該当事項はありません。  

（２）【取締役会決議による取得の状況】 
該当事項はありません。 

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

（注）「当期間における取得自己株式」には、平成24年４月１日から有価証券報告書提出日までに取得した株式数は含
まれておりません。 

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

（注）１．当期間の「その他」には、平成24年４月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買増し請求に
よる株式数は含まれておりません。 

２．「保有自己株式数」には、株主名簿上は当社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式の560株
は含まれておりません。 

３．当期間の「保有自己株式数」には、平成24年４月１日から有価証券報告書提出日までに取得した株式数及び
単元未満株式の買取り及び買増し請求による株式数は含まれておりません。 

２【自己株式の取得等の状況】 

区分 株式数（株） 価額の総額（円） 

当事業年度における取得自己株式  28  23,940

当期間における取得自己株式  90  74,610

区分 

当事業年度 当期間 

株式数（株） 処分価額の総額 （円） 株式数（株） 処分価額の総額 （円） 

引き受ける者の募集を行った取得自己株式  －  －  －  －

消却の処分を行った取得自己株式  －  －  －  －

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行っ
た取得自己株式 

 －  －  －  －

その他（－）（注）１  －  －  －  －

保有自己株式数（注）２、３  14,339  －  14,429  －
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当社は、株主の皆様を重視した安定的な利益還元を経営の重要課題として位置づけ、将来の事業展開に備え内部留
保の充実にも留意しながら業績動向等を勘案し、株主の皆様への利益還元を継続的に実施することを基本方針として
おります。 
当社の剰余金の配当は、中間配当及び期末配当の年２回を基本方針としており、配当の決定機関は、期末配当につ
いては株主総会、中間配当については取締役会であります。  
また、当社は毎年７月31日を基準日として、会社法第454条第５項に規定する中間配当を行うことができる旨を定
款に定めております。  
なお、当事業年度に係る剰余金の配当は以下のとおりであります。 

  

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

（注）最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 
  
（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

（注）最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。  

３【配当政策】 

決議年月日 
配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり配当額 
（円） 

平成23年９月２日 
取締役会決議 

 511  19

平成24年４月24日 
株主総会決議 

 511  19

４【株価の推移】 

回次 第57期 第58期 第59期 第60期 第61期 

決算年月 平成20年１月 平成21年１月 平成22年１月 平成23年１月 平成24年１月 

最高（円）  1,994  890  1,137  1,447  1,337

最低（円）  861  70  105  652  724

月別 平成23年８月 ９月 10月 11月 12月 平成24年１月 

最高（円）  940  872  808  782  797  884

最低（円）  762  724  743  737  749  788

8875/2012年-28-



  

５【役員の状況】 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 所有株式数 
（千株） 

代表取締役 
社長 

社長執行役員 
エリア統括本部
長  

西野 弘 昭和39年３月14日生 

平成18年４月 当社入社 
人材開発室長 

  取締役就任 
平成18年９月 企画本部長兼人材開発室長 
平成19年８月 代表取締役社長就任（現任） 
平成20年４月 社長執行役員（現任） 

ブルーミング・ガーデン住宅販売株式
会社代表取締役社長就任 

平成21年４月 ティ・ジェイホームサービス株式会社
代表取締役社長就任（現任）  

平成24年４月 エリア統括本部長（現任） 

２年 
(注)３  4

取締役 
専務執行役員 
首都圏事業開発
本部長  

三浦 春治 昭和25年４月17日生 

昭和58年７月 当社入社 
昭和62年４月 浦和支店長 
平成８年10月 取締役就任 
  管理本部長 
平成14年４月 常務取締役就任 
平成15年12月 生産本部長 
平成16年４月 専務取締役就任 
平成18年１月 ティ・ジェイホームサービス株式会社

代表取締役社長就任 
平成21年４月 取締役就任（現任） 
  専務執行役員（現任） 
平成24年４月 首都圏事業開発本部長（現任） 

２年 
(注)２ 

 88

取締役 
常務執行役員 
生産本部長 

三嶌 潤一郎 昭和26年２月13日生 

平成14年５月 当社入社 
平成17年３月 商品管理部副部長 
平成17年７月 施工管理部長 
平成18年１月 生産本部長兼施工管理部長 
平成18年４月 取締役就任（現任） 
平成18年８月 生産本部長（現任） 
平成20年４月 執行役員  
平成24年４月 常務執行役員（現任）  

２年 
(注)３  2

取締役 

執行役員 
首都圏戸建本部
長兼東京城東ブ
ロック長 

黒澤 虎重 昭和37年４月10日生 

平成６年11月 当社入社 
平成10年４月 日吉支店長 
平成18年１月 神奈川事業部長 
平成19年１月 神奈川北ブロック長 
平成19年７月 営業統括部長 
平成20年１月 戸建本部長兼営業統括部長 
平成20年４月 執行役員（現任） 
平成23年２月 戸建本部長兼東京城東ブロック長 
平成24年４月 取締役就任（現任） 

首都圏戸建本部長兼東京城東ブロッ
ク長（現任） 

２年 
(注)３  5

監査役 
（常勤） 

 － 北川 雅章 昭和28年７月22日生 

昭和61年８月 当社入社 
昭和63年５月 柏支店長 
平成７年１月 総務経理部長 
平成９年11月 常勤監査役就任（現任） 

４年 
(注)５  32
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（注）１．監査役である藤田浩司、本間周平、吉野賢治の３名は、会社法第２条第16号に定める社外監査役でありま
す。 

２．平成23年１月期にかかる定時株主総会終結の時から、平成25年１月期にかかる定時株主総会終結の時までで
あります。 

３．平成24年１月期にかかる定時株主総会終結の時から、平成26年１月期にかかる定時株主総会終結の時までで
あります。 

４．平成22年１月期にかかる定時株主総会終結の時から、平成26年１月期にかかる定時株主総会終結の時までで
あります。 

５．平成23年１月期にかかる定時株主総会終結の時から、平成27年１月期にかかる定時株主総会終結の時までで
あります。 

６．平成24年１月期にかかる定時株主総会終結の時から、平成28年１月期にかかる定時株主総会終結の時までで
あります。 

７．当社は、「経営の意思決定・業務執行の監督」と「業務執行」の機能を明確に分け、双方の機能を強化し、
経営の効率化及び意思決定の迅速化を図り、経営組織体制を強化するため、執行役員制度を導入しておりま
す。 
執行役員８名のうち、取締役以外の執行役員は、下記のとおりであります。 
執行役員 エリア統括副本部長        佐藤 哲生 
執行役員 生産副本部長           原田 政雪 
執行役員 財務部長             荒木 祐一 
執行役員 経営企画室長兼総務部長      佐藤 千尋 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 所有株式数 
（千株） 

監査役  － 藤田 浩司 昭和37年６月９日生 

平成元年４月 司法修習終了 東京弁護士会へ弁護士
登録 

  奥野法律事務所(現奥野総合法律事務
所)入所(現任) 

平成12年４月 当社監査役就任（現任） 
平成14年３月 トレンドマイクロ株式会社監査役就任

（現任） 

４年 
(注)６  0

監査役  － 本間 周平 昭和36年５月３日生 

平成７年３月 公認会計士登録 
平成９年10月 太田昭和監査法人(現新日本有限責任

監査法人）国際部マネージャー 
平成12年７月 有限会社ベストアカウンタンツ設立 

同社代表取締役（現任） 
平成12年７月 本間公認会計士事務所（現プラス会計

事務所）開設 同事務所代表（現任） 
平成16年４月 当社監査役就任（現任） 
平成16年８月 税理士登録 
平成19年６月 トラベラー株式会社（現ＲＨトラベラ

ー株式会社社）社外取締役就任 
平成20年３月 共立パートナーズ株式会社設立 同社

代表取締役就任（現任） 

４年 
(注)６  0

監査役  － 吉野 賢治 昭和12年２月８日生 

昭和44年10月 公認会計士登録 
平成17年６月 アルプス電気株式会社社外監査役就任

（現任） 
平成18年４月 当社監査役就任（現任） 
平成23年６月 髙木証券株式会社社外監査役就任（現

任） 

４年 
(注)４ 

 －

      計      133
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(1）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 
当社は、コーポレート・ガバナンスを経営上の重要課題と位置付け、企業価値の増大を図りつつ、株主をはじめ
企業を取り巻く顧客、取引先、地域社会、従業員等のステークホルダー（利害関係者）の信頼を得るために、経営
の効率性、透明性、健全性を確保できる最適な経営体制を確立することを基本方針としています。 

(2）会社の機関の内容並びに内部統制システム及びリスク管理体制の整備状況 
① 会社の機関の内容 
（取締役会） 
取締役会は、提出日現在４名の取締役により構成され、原則月１回開催する取締役会にて当社の重要事項を
決定するとともに、取締役及び執行役員の業務執行状況を監査しており、監査役（社外監査役）が適正に監査
を行っております。 

（監査役会） 
当社は、「監査役制度」を採用しております。監査役会は監査役４名（内社外監査役３名）で構成され、監
査役会は年間計画を策定し、社外監査役は主に常勤監査役と協力して取締役会の監督義務の履行状況を監視・
検証するほか、取締役から会社に著しい損害が発生するおそれがある旨の報告を受けた場合には、必要な調査
を行い取締役に対して助言又は勧告を行う等適切な処置を講じることとしております。監査役会は、会計監査
人と監査計画・実施状況等について定期的（年５回程度）に意見交換会を行っております。 

（会社と会社の社外取締役及び社外監査役の人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係の概要） 
当社に、社外取締役はおりません。また監査役のうち１名は元当社社員であります。なお社外監査役３名と
当社との取引等の関係はありません。 

（社外取締役を選任していない理由） 
当社は社外監査役を３名選任しており、そのうち２名を東京証券取引所が定める独立役員に指名しておりま
す。定例取締役会においては社外監査役が出席し、取締役の職務執行の監査機能を果たすとともに、必要に応
じて意見を述べております。経営の監視監督機能という観点からは、現在の体制で整っているものと判断して
おります。 

（執行役員会） 
「経営の意思決定・業務執行の監督」と「業務執行」の機能を明確に分け、双方の機能を強化し、経営の効
率化及び意思決定の迅速化を図り、経営組織体制を強化するため、執行役員制度を導入しております。執行役
員は取締役会において選任され、提出日現在は８名（うち４名は取締役）であり、代表取締役社長は社長執行
役員に就任しております。全執行役員は取締役会の決議によるもののほか、社内規程に従い業務を執行、統制
しており、原則月１回開催する執行役員会にて業務執行状況の確認等、情報の共有を図っております。 

（内部監査体制） 
内部監査室（提出日現在２名）を設置し、監査役との協力体制のもと年間計画に基づき業務活動の健全さや
会社財産の保全を図るため、毎月必要な業務監査を実施し、被監査部門に対して改善事項の指摘・指導を行う
ことにより内部監査体制を強化するとともに内部統制の有効性を図っております。また、監査役は、内部監査
室及び会計監査人と緊密な連携を持ち、適宜情報交換を行っております。 

（部門長会議） 
事業その他の組織経営に関わる重要事項の審議・報告については、室・部・ブロック長全員出席の役職員に
よって構成される部門長会議にて活発な討議を重ね取締役会にて決定しております。取締役会にて決定された
事項のうち伝達が必要な事項は、部門長会議にて報告され情報の共有化がなされ、当該決定に沿って迅速に実
行される体制を構築しております。 

（会計監査の状況） 
会計監査につきましては、新日本有限責任監査法人と監査契約を締結し、会社法に基づく会計監査及び金融
商品取引法に基づく会計監査を受けております。なお、業務を執行した公認会計士は以下のとおりです。 

業務を執行した公認会計士の氏名、所属する監査法人名及び継続監査年数 

（注）継続監査年数については、全員７年以内であるため、記載を省略しております。  

監査業務に係る補助者の構成 
公認会計士 ３名   その他 ９名 

６【コーポレート・ガバナンスの状況等】 
（１）【コーポレート・ガバナンスの状況】 

公認会計士の氏名等 所属する監査法人名 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

柴田 憲一 
新日本有限責任監査法人 

井村 順子 
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② 内部統制システム及びリスク管理体制の整備状況 
当会社の内部統制システムに関する基本的な考え方は、会社法施行に伴い、以下のとおり整備しております。

（取締役・使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制） 
・コンプライアンス体制の基礎として、企業行動憲章及びコンプライアンス基本規程を定め、総務部がコンプ
ライアンス体制の構築、維持、向上を推進しております。また、内部監査室はコンプライアンス体制の調
査、法令、定款、社内規程等に適合しているか調査し、取締役会に報告することとしております。 
・取締役は、当社における重大な法令違反その他コンプライアンスに関する重要な事実を発見した場合には、
直ちに監査役に報告するものとし、遅滞なく取締役会においても報告することとしております。 
・法令違反その他のコンプライアンスに関する事実についての社内報告体制として、社外の弁護士又は内部監
査室を直接の情報受領者とする社内通報システムを整備し、社内通報規程に基づきその運用を行うこととし
ております。 
・監査役は、当社の法令遵守体制及び内部者通報システムの運用に問題があると認めるときは、意見を述べる
とともに改善策の策定を求めることとしております。 

（取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に対する体制） 
取締役の職務執行に係る情報については、文書又は電磁的媒体に記録・保存し、文書管理規程に基づき適切
かつ確実に検索性の高い状態で保存・管理することとし、必要に応じて10年間は取締役又は監査役から要請が
あった場合は、常時閲覧可能な状態を維持することとしております。 

（損失の危険の管理に関する規程その他の体制） 
・当社は、当社の業務執行に係るリスクとして、「市場リスク」、「品質・安全リスク」、「建材資材等の調
達リスク」、「財務リスク」、「リーガルリスク」、「情報の流出リスク」、「事務リスク」等を認識し、
個々のリスクについてその把握と管理のための体制を整えております。また、新たなリスクを認識したとき
は、内部監査室が速やかに適切な体制を構築することとしております。 
・リスク管理体制の基礎として、リスク管理規程により、個々のリスクについての管理責任部署及び責任者を
定めるとともに、全社横断的にリスクに対処するための組織として統括責任部署を内部監査室としておりま
す。また、内部監査室は、当該リスク管理規程により各部署のリスク管理の状況を継続的に監査し、その結
果を定期的に取締役会に報告しております。また、複数の法律事務所と顧問契約を締結し、企業経営及び日
常業務に関する経営上の判断の参考とするために、必要に応じて指導・助言を受けられる体制を構築してお
ります。なお、不測の事態が発生した場合には、危機管理規程に基づき、社長を本部長とする対策本部を設
置し、情報連絡チーム及び顧問弁護士等を含む外部アドバイザリーチームを組織し迅速な対応を行い、損害
の拡大を防止し、これを最小限に止める体制を整えることとしております。 

（取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制） 
・取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制の基礎として、取締役会を月１回定時に
開催するほか、必要に応じて適宜開催し、経営目標、経営戦略等の決定及び管理等の効率性を確保するとと
もに、会社の重要事項等の決定・報告及び取締役の職務執行の監督機能を果たしております。取締役会にお
いて決定された事項のうち伝達が必要な事項については、部門長会議にて報告がなされ、情報の共有化が図
られることにより迅速に実行に移す体制となっております。 
・取締役会の決定に基づく業務執行については、組織規程、職務分掌規程においてそれぞれの責任者及びその
責任範囲、執行手続の詳細等について定めております。 
・「経営の意思決定・業務執行の監督」と「業務執行」の機能を明確に分け、双方の機能を強化し、経営の効
率化及び意思決定の迅速化を図り、経営組織体制を強化するため、執行役員制度を導入しております。全執
行役員は取締役会の決議によるもののほか、社内規程に従い業務を執行、統制しており、原則月１回開催す
る執行役員会にて業務執行状況の確認等、情報の共有を図っております。 
 

（株式会社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制） 
・グループ会社における業務の適正を確保するため、当社のグループ企業行動憲章を基礎としてグループ各社
で諸規程を定め、経営管理については連結子会社取締役会及び当社取締役会を月１回開催し、連結子会社を
兼務する当社取締役が連結子会社における重要事項の決定・報告を当社取締役会で報告することによる子会
社経営の管理を行うものとし、必要に応じてモニタリングを行っております。取締役は、グループ会社にお
いて法令違反及びその他コンプライアンスに関する重要な事項を発見した場合には、監査役に報告すること
としております。 
・子会社が当社からの経営管理、経営指導内容が法令に違反し、その他コンプライアンス上問題があると認め
た場合には、グループ会社の取締役会に報告し、直ちに監査役に報告を行うこととしております。監査役は
意見を述べるとともに改善策の策定を求めることができます。 
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（監査役の職務を補助すべき使用人に関する事項と当該使用人の取締役からの独立性に関する事項） 
監査役の職務を補助すべき使用人を置く場合は、監査役の職務を補助すべき使用人として、当社の使用人か
ら監査役補助者を任命することとしております。監査役補助者の評価は監査役が行い、監査役補助者の任命、
解任、人事異動、賃金等の改定については監査役会の同意を得た上で取締役会が決定することとし、取締役か
らの独立を確保することとしております。また、監査役補助者は業務の執行にかかる役職を兼務しない旨定め
ております。 

（取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する体制及び監査役の監査が
実効的に行われることを確保するための体制） 
・当社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実を発見した場合、取締役は直ちに監査役及び監査役会に報告す
ることとしております。 
・監査役は、必要に応じて取締役及び使用人に対して報告を求めることができることとし、社外監査役には、
法律・会計の専門家に就任いただき、独立性の保持及び的確な監査が行える体制を確保しております。ま
た、監査役会は代表取締役社長並びに会計監査人と定期的にそれぞれ意見交換会を開催することとしており
ます。 
・監査役は、取締役会に出席し、必要に応じて意見を述べることができ、社内の稟議書・議事録等一定の重要
文書については監査役に回付されております。 
・社内通報に関する規程を定め、その適切な運用を維持することにより法令違反及びその他コンプライアンス
上の問題について監査役への適切な報告体制を確保することとしております。 

（財務報告の信頼性を確保するための体制） 
・財務報告の信頼性を確保するため、「財務報告に係る内部統制に関する基本的計画及び方針」を定め、これ
に基づき内部統制システムを整備することとしております。 

（反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況） 
・当社は、「反社会的勢力には、断固として屈しない決意をもって対応する。」ことを基本方針としておりま
す。また、反社会的勢力による不当要求の発生時には、総務部を対応統括部署とし、警察等関連機関とも連
携し対応いたします。 

(3）役員報酬及び監査報酬 
当社が当連結会計年度に取締役及び監査役に支払った報酬は以下のとおりです。 

（注）１．取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。 
２．取締役の報酬限度額は、平成19年４月24日開催の第56期定時株主総会において年額450百万円以内
（但し、使用人分給与は含まない）と決議いただいております。また、別枠として平成22年４月27
日開催の第59期定時株主総会において、株式報酬型ストック・オプションとしての新株予約権に関
する報酬の限度額を75百万円以内と決議いただいております。 

３．監査役の報酬限度額は、平成22年４月27日開催の第59期定時株主総会において年額60百万円以内
（株式報酬型ストック・オプション制度の対象外）と決議いただいております。 

４．株式報酬型ストック・オプションにつきましては、平成22年４月27日開催の第59期定時株主総会の
決議に基づき、毎期定時株主総会後に開催される取締役会において発行が決議され、付与された新
株予約権の公正な評価額の総計であります。 

  
(4）報酬等の内容の決定に関する方針 

役員報酬は、基本報酬及び退職慰労金に代わる株式報酬型ストック・オプションの２種類で構成しており、株
主総会においてご承認いただいた報酬枠の範囲内で決定しております。基本報酬及び退職慰労金に代わる株式報
酬型ストック・オプションにつきましては、以下の方針に基づき決定しております。 

（基本報酬） 
 役員は役位ごとの役割の大きさや責任範囲に基づいて、当社の経営状況及び従業員の給与水準も勘案し、平
成19年４月24日開催の第56期定時株主総会決議に基づく取締役の報酬額を限度に固定報酬として支給しており
ます。 
 なお、退任時の慰労金は、平成22年４月27日開催の第59期定時株主総会決議に基づく役員退職慰労金制度の
廃止に伴う打切り支給とし、取締役４名に対し43百万円、監査役１名に対し27百万円を各人の退任時に支給す
ることとしております。 

区 分 支 給 人 数 支 給 額 株 式 報 酬型 
ストック・オプション 報 酬 等 の 総 額 

取 締 役 5 名  150 百万円   26 百万円  177 百万円 
監 査 役 
（うち社外監査役分） 

4 
（3）    

（10） 
36    － 

 （－）   
 

（10） 
36   

合 計 9    187     26     213   
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（株式報酬型ストック・オプション） 
 基本報酬とは別枠で、平成22年４月27日開催の第59期定時株主総会において、株式報酬型ストック・オプシ
ョンとしての新株予約権に関する報酬の限度額を取締役について75百万円以内と決議いただいております。ま
たこれに伴い、監査役の報酬限度額は、平成22年４月27日開催の第59期定時株主総会において年額60百万円以
内（株式報酬型ストック・オプション制度の対象外）と決議いただいております。 
 また当社は、平成22年４月27日開催の第59期定時株主総会終結の時をもって役員退職慰労金制度を廃止し、
在任の取締役５名（子会社２名）に対し、退職慰労金を打切り支給し、その支給の時期は各人の退任時といた
しました。これに伴い平成22年４月以降は、役員退職慰労金制度に代わり、取締役（社外取締役を除く）に対
し、1株当たりの権利行使価格を1円とする上記の株式報酬型ストック・オプションを付与いたしました。これ
は、役員退職慰労金の単年度引当額に相当する額を当社の業績や株式価値と連動する新株予約権として割り当
て、取締役が株価上昇によるメリットのみならず株価下落によるリスクまでも株主の皆様と共有することで、
中長期に継続した業績向上と企業価値向上への貢献意欲や士気を高めることを目的とするものです。 

(5）責任限定契約の内容の概要 
当社と各社外監査役は、会社法第427条第１項及び当社定款第47条の規定に基づき、同法第423条第１項の損害
賠償責任を限定する契約を締結しております。  
当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、会社法第425条第１項に定める額の合計額としております。  

(6）取締役の定数 
当社の取締役は10名以内とする旨定款に定めております。 

(7）取締役の選任及び解任の決議要件 
当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株
主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨、また累積投票によらない旨定款に定めております。 
また、解任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の過半数を有する株主が出席し、その
議決権の３分の２以上をもって行う旨定款に定めております。 

(8）剰余金の配当の決定機関 
当社は、会社法第454条第５項の規定により、毎年７月31日の最終の株主名簿に記載又は記録された株主、又
は登録株式質権者に対し、取締役会の決議により剰余金の配当をすることができる旨定款に定めております。こ
れは、株主への機動的な利益還元を行うことを目的とするものであります。 

(9）自己の株式の取得の決定機関 
当社は、会社法第165条第２項の規定により、取締役会の決議によって自己の株式を取得することができる旨
定款に定めております。これは、機動的な資本政策を可能とすることを目的とするものであります。 

(10）取締役及び監査役の責任免除 
当社は、会社法第426条第１項の規定により、取締役会の決議をもって同法第423条第１項の行為に関する取締
役（取締役であった者を含む。）及び監査役（監査役であった者を含む。）の責任を法令の限度において免除す
ることができる旨定款に定めております。これは、取締役及び監査役が職務を遂行するにあたり、その能力を十
分に発揮して、期待される役割を果たしうる環境を整備することを目的とするものであります。  

(11）株主総会の特別決議要件 
当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる株
主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨定款に定めており
ます。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを
目的とするものであります。 
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(12)株式の保有状況 
① 保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式の銘柄数及び貸借対照表計上額の合計額 

 11銘柄 百万円 

② 保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式の保有区分、銘柄、株式数、貸借対照表計上額及び保有目
的 

  前事業年度  
   特定投資株式 

   当事業年度  
     特定投資株式 

③ 保有目的が純投資目的である投資株式の前事業年度及び当事業年度における貸借対照表計上額の合計額並び
に当事業年度における受取配当金、売却損益及び評価損益の合計額  

   該当事項はありません。 
  

＜コーポレート・ガバナンス概略図＞ 
以上をまとめて表にあらわすと次のとおりとなります。 

 

534

銘柄 株式数（株） 
貸借対照表計上額 
（百万円） 

保有目的 

株式会社アーネストワン  200,000  213 安定株主として長期保有 

株式会社飯田産業  156,000  151 安定株主として長期保有 

株式会社Ｔ＆Ｄホールディングス  2,100  4 安定株主として長期保有 

一建設株式会社  1,000  2 安定株主として長期保有 

銘柄 株式数（株） 
貸借対照表計上額 
（百万円） 

保有目的 

株式会社アーネストワン  200,000  167 安定株主として長期保有 

株式会社飯田産業  156,000  95 安定株主として長期保有 

株式会社Ｔ＆Ｄホールディングス  4,200  3 安定株主として長期保有 

一建設株式会社  1,000  1 安定株主として長期保有 
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①【監査公認会計士等に対する報酬の内容】 

②【その他重要な報酬の内容】 
 該当事項はありません。 

③【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】 
前連結会計年度 
 当社が監査公認会計士等に対して報酬を支払っている非監査業務の内容は、国際財務報告基準（ＩＦＲＳ）に
係る助言業務であります 

当連結会計年度 
 該当事項はありません。 

④【監査報酬の決定方針】 
 当社の監査公認会計士等に対する報酬については、監査計画に基づく監査日数、当社の規模や業務の特性等の
要素を勘案し、監査公認会計士等と協議を行い、監査役会の同意を得た上で、監査報酬を決定しております。 

（２）【監査報酬の内容等】 

区分 

前連結会計年度 当連結会計年度 

監査証明業務に基づく
報酬（百万円） 

非監査業務に基づく報
酬（百万円） 

監査証明業務に基づく
報酬（百万円） 

非監査業務に基づく報
酬（百万円） 

提出会社  58  4  53  －

連結子会社  2  －  0  －

計  60  4  54  －
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１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 
(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。
以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 
なお、前連結会計年度（平成22年２月１日から平成23年１月31日まで）は、改正前の連結財務諸表規則に基づ
き、当連結会計年度（平成23年２月１日から平成24年１月31日まで）は、改正後の連結財務諸表規則に基づいて作
成しております。 

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下
「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 
なお、第60期（平成22年２月１日から平成23年１月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、第61期
（平成23年２月１日から平成24年１月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 
当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前連結会計年度（平成22年２月１日から平成23年１
月31日まで）の連結財務諸表及び第60期（平成22年２月１日から平成23年１月31日まで）の財務諸表並びに当連結会
計年度（平成23年２月１日から平成24年１月31日まで）の連結財務諸表及び第61期（平成23年２月１日から平成24年
１月31日まで）の財務諸表について、新日本有限責任監査法人による監査を受けております。 

３．連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて 
当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っております。具体的には、会計基準等の内
容を適正に把握し、連結財務諸表等を適正に作成できる体制を整備するため、公益財団法人財務会計基準機構へ加入
し、監査法人等が主催する研修会への参加並びに会計専門書の定期購読を行っております。 

第５【経理の状況】 
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１【連結財務諸表等】 
（１）【連結財務諸表】 
①【連結貸借対照表】 

(単位：百万円)

前連結会計年度 
(平成23年１月31日) 

当連結会計年度 
(平成24年１月31日) 

資産の部   
流動資産   
現金及び預金 15,692 12,766 
売掛金 168 97 
販売用不動産 ※1  9,509 ※1  15,550 

仕掛販売用不動産 ※1，※5  28,915 ※1，※5  32,334 

未成工事支出金 4,275 5,066 
原材料及び貯蔵品 22 19 
前渡金 551 376 
繰延税金資産 698 226 
その他 446 166 
貸倒引当金 △2 △1 

流動資産合計 60,278 66,602 
固定資産   
有形固定資産   
建物 ※1  4,796 ※1  4,730 

土地 ※1，※5  9,036 ※1，※5  8,360 

その他 ※1  476 ※1  475 

減価償却累計額 △1,592 △1,708 

有形固定資産合計 12,716 11,858 
無形固定資産   
ソフトウエア 210 184 
その他 19 10 
無形固定資産合計 230 195 

投資その他の資産   
投資有価証券 587 544 
繰延税金資産 86 276 
その他 ※2  352 ※2  326 

貸倒引当金 △24 △30 

投資その他の資産合計 1,001 1,117 

固定資産合計 13,948 13,171 

資産合計 74,226 79,774 
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(単位：百万円)

前連結会計年度 
(平成23年１月31日) 

当連結会計年度 
(平成24年１月31日) 

負債の部   
流動負債   
支払手形及び営業未払金 10,569 11,766 
短期借入金 ※1  24,206 ※1  26,836 

1年内返済予定の長期借入金 ※1  1,543 ※1  426 

未払法人税等 102 2,232 
賞与引当金 65 53 
その他 1,343 1,192 
流動負債合計 37,831 42,509 

固定負債   
長期借入金 ※1  1,759 ※1  631 

退職給付引当金 724 491 
保証工事引当金 364 306 
その他 150 155 
固定負債合計 2,999 1,585 

負債合計 40,830 44,094 
純資産の部   
株主資本   
資本金 7,809 7,811 
資本剰余金 8,101 8,103 
利益剰余金 17,262 19,577 
自己株式 △40 △40 

株主資本合計 33,131 35,451 
その他の包括利益累計額   
その他有価証券評価差額金 248 188 
その他の包括利益累計額合計 248 188 

新株予約権 15 40 
純資産合計 33,396 35,680 

負債純資産合計 74,226 79,774 
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②【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】 
【連結損益計算書】 

(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成22年２月１日 
 至 平成23年１月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成23年２月１日 
 至 平成24年１月31日) 

売上高 91,535 102,973 
売上原価 ※1  74,727 ※1  87,749 

売上総利益 16,808 15,223 
販売費及び一般管理費 ※2  7,742 ※2  8,185 

営業利益 9,065 7,038 
営業外収益   
受取利息 3 1 
受取配当金 11 21 
受取保険金 8 38 
受取家賃 4 5 
補助金収入 9 － 
その他 12 19 
営業外収益合計 50 85 

営業外費用   
支払利息 810 606 
融資手数料 284 202 
その他 48 89 
営業外費用合計 1,144 899 

経常利益 7,971 6,225 

特別利益   
固定資産売却益 ※3  5 ※3  3 

受取和解金 64 － 
退職給付制度改定益 － 249 
特別利益合計 69 252 

特別損失   
固定資産売却損 ※4  36 ※4  24 

減損損失 ※5  510 ※5  10 

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 4 
特別損失合計 546 39 

税金等調整前当期純利益 7,494 6,437 
法人税、住民税及び事業税 51 2,208 
法人税等調整額 644 324 
法人税等合計 696 2,533 

少数株主損益調整前当期純利益 － 3,904 

当期純利益 6,797 3,904 
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【連結包括利益計算書】 
（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成22年２月１日 
 至 平成23年１月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成23年２月１日 
 至 平成24年１月31日) 

少数株主損益調整前当期純利益 － 3,904 
その他の包括利益   
その他有価証券評価差額金 － △59 

その他の包括利益合計 － ※2  △59 

包括利益 － ※1  3,844 

（内訳）   
親会社株主に係る包括利益 － 3,844 
少数株主に係る包括利益 － － 
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③【連結株主資本等変動計算書】 
(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成22年２月１日 
 至 平成23年１月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成23年２月１日 
 至 平成24年１月31日) 

株主資本   
資本金   
前期末残高 7,809 7,809 
当期変動額   
新株の発行（新株予約権の行使） － 2 

当期変動額合計 － 2 

当期末残高 7,809 7,811 

資本剰余金   
前期末残高 8,101 8,101 
当期変動額   
新株の発行（新株予約権の行使） － 2 

当期変動額合計 － 2 

当期末残高 8,101 8,103 
利益剰余金   
前期末残高 11,271 17,262 
当期変動額   
剰余金の配当 △807 △1,588 
当期純利益 6,797 3,904 
当期変動額合計 5,990 2,315 

当期末残高 17,262 19,577 
自己株式   
前期末残高 △40 △40 
当期変動額   
自己株式の取得 △0 △0 

当期変動額合計 △0 △0 

当期末残高 △40 △40 

株主資本合計   
前期末残高 27,141 33,131 
当期変動額   
新株の発行（新株予約権の行使） － 4 
剰余金の配当 △807 △1,588 
当期純利益 6,797 3,904 
自己株式の取得 △0 △0 

当期変動額合計 5,990 2,319 

当期末残高 33,131 35,451 
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(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成22年２月１日 
 至 平成23年１月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成23年２月１日 
 至 平成24年１月31日) 

その他の包括利益累計額   
その他有価証券評価差額金   
前期末残高 218 248 
当期変動額   
株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 30 △59 

当期変動額合計 30 △59 

当期末残高 248 188 
その他の包括利益累計額合計   
前期末残高 218 248 
当期変動額   
株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 30 △59 

当期変動額合計 30 △59 

当期末残高 248 188 

新株予約権   
前期末残高 － 15 
当期変動額   
株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 15 24 
当期変動額合計 15 24 

当期末残高 15 40 
純資産合計   
前期末残高 27,360 33,396 
当期変動額   
新株の発行（新株予約権の行使） － 4 
剰余金の配当 △807 △1,588 
当期純利益 6,797 3,904 
自己株式の取得 △0 △0 
株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 45 △35 

当期変動額合計 6,035 2,284 

当期末残高 33,396 35,680 

8875/2012年-43-



④【連結キャッシュ・フロー計算書】 
(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成22年２月１日 
 至 平成23年１月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成23年２月１日 
 至 平成24年１月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   
税金等調整前当期純利益 7,494 6,437 
減価償却費 290 263 
減損損失 510 10 
引当金の増減額（△は減少） △67 △296 
受取利息及び受取配当金 △15 △22 
支払利息 810 606 
売上債権の増減額（△は増加） △76 70 
たな卸資産の増減額（△は増加） △12,202 △9,848 
その他の流動資産の増減額（△は増加） △374 453 
仕入債務の増減額（△は減少） 3,878 1,197 
その他の流動負債の増減額（△は減少） △76 △128 
その他の固定負債の増減額（△は減少） △26 0 
その他 49 84 

小計 193 △1,170 

利息及び配当金の受取額 15 22 
利息の支払額 △839 △605 
法人税等の支払額 △36 △55 

営業活動によるキャッシュ・フロー △666 △1,808 

投資活動によるキャッシュ・フロー   
有形固定資産の取得による支出 △14 △84 
有形固定資産の売却による収入 1,574 337 
無形固定資産の取得による支出 △19 △48 
その他 △64 △60 

投資活動によるキャッシュ・フロー 1,476 144 
財務活動によるキャッシュ・フロー   
短期借入金の純増減額（△は減少） 4,776 2,629 
長期借入金の返済による支出 △968 △2,245 
自己株式の取得による支出 △0 △0 
配当金の支払額 △752 △1,637 
その他 △7 △9 

財務活動によるキャッシュ・フロー 3,048 △1,262 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 3,857 △2,926 

現金及び現金同等物の期首残高 11,835 15,692 
現金及び現金同等物の期末残高 ※  15,692 ※  12,766 
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【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項】 

項目 
前連結会計年度 

（自 平成22年２月１日 
至 平成23年１月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成23年２月１日 
至 平成24年１月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 連結子会社の数   １社 
連結子会社名 
ティ・ジェイホームサービス株式会社  

同左 

２．持分法の適用に関する事
項 

持分法を適用していない関連会社（住宅
新興事業協同組合）は、当期純損益及び利
益剰余金等に及ぼす影響が軽微であり、か
つ全体としても重要性がないため、持分法
の適用範囲から除外しております。 

同左 

３．連結子会社の事業年度等
に関する事項 

連結子会社の事業年度の末日は、連結決
算日と一致しております。 

同左 

４．会計処理基準に関する事
項 

    

(1）重要な資産の評価基準
及び評価方法 

① 有価証券 
その他有価証券 
時価のあるもの 
連結決算日の市場価格等に基づく
時価法 
（評価差額は全部純資産直入法に
より処理し、売却原価は移動平均
法により算定） 

① 有価証券 
その他有価証券 
時価のあるもの 

同左 

  時価のないもの 
移動平均法による原価法 

時価のないもの 
同左 

  ② たな卸資産 
原価法（連結貸借対照表価額は収益
性の低下に基づく簿価切下げの方法に
より算定）により評価しておりま
す。  

② たな卸資産 
同左 

  販売用不動産、仕掛販売用不動産及
び未成工事支出金 
個別法  

販売用不動産、仕掛販売用不動産及
び未成工事支出金 

同左 
  原材料 

総平均法 
原材料 

同左 
  貯蔵品 

最終仕入原価法 
貯蔵品 

同左 
(2）重要な減価償却資産の
減価償却の方法 

① 有形固定資産（リース資産除く） 
定率法 
但し、平成10年４月１日以降に取
得した建物（附属設備を除く）につ
いては、定額法を採用しておりま
す。 
なお、主な耐用年数は以下のとお
りであります。 
建物  ３～50年    

① 有形固定資産（リース資産除く） 
同左 

  ② 無形固定資産（リース資産除く） 
定額法 
但し、自社利用のソフトウエアに
ついては、社内における利用可能期
間（５年）に基づく定額法によって
おります。 

② 無形固定資産（リース資産除く） 
同左 

  ③ リース資産 
 リース資産の償却方法は、所有権移
転外ファイナンス・リース取引に係る
リース資産はリース期間を耐用年数と
し、残存価額を零とする定額法を採用
しております。 
 なお、所有権移転外ファイナンス・
リース取引のうち、リース取引開始日
が平成21年１月31日以前のリース取引
については、通常の賃貸借取引に係る
方法に準じた会計処理によっておりま
す。 

③ リース資産 
同左 

  ④ 長期前払費用 
定額法 

④ 長期前払費用 
同左 
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項目 
前連結会計年度 

（自 平成22年２月１日 
至 平成23年１月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成23年２月１日 
至 平成24年１月31日） 

(3）重要な引当金の計上基
準 

① 貸倒引当金 
債権の貸倒れによる損失に備えるた
め、一般債権については貸倒実績率に
より、貸倒懸念債権等特定の債権につ
いては個別に回収可能性を勘案し、回
収不能見込額を計上しております。 

① 貸倒引当金 
同左 

  ② 賞与引当金 
従業員の賞与支給に備えるため、支
給見込額のうち当連結会計年度に負担
すべき額を計上しております。  

② 賞与引当金 
同左 

  ③ 退職給付引当金 
従業員の退職給付に備えるため、当
連結会計年度末における退職給付債務
及び年金資産の見込額に基づき当連結
会計年度において発生していると認め
られる額を計上しております。 
数理計算上の差異は、その発生時の
従業員の平均残存勤務期間以内の一定
の年数（７年）の定額法により、翌連
結会計年度から費用処理することとし
ております。 

③ 退職給付引当金 
従業員の退職給付に備えるため、当
連結会計年度末における退職給付債務
の見込額に基づき当連結会計年度にお
いて発生していると認められる額を計
上しております。 
数理計算上の差異は、その発生時の
従業員の平均残存勤務期間以内の一定
の年数（７年）の定額法により、翌連
結会計年度から費用処理することとし
ております。  

   （会計方針の変更）  
当連結会計年度から「「退職給付に
係る会計基準」の一部改正（その
３）」（企業会計基準第19号 平成20
年７月31日）を適用しております。 
 数理計算上の差異を翌連結会計年度
から費用処理するため、営業利益、経
常利益及び税金等調整前当期純利益に
与える影響はありません。また、本会
計基準の適用に伴い発生する退職給付
債務の未処理残高は90百万円でありま
す。 

（追加情報） 
 当社及び連結子会社は、平成23年５
月１日に適格退職年金制度から確定拠
出年金制度へ移行し、「退職給付制度
間の移行等に関する会計処理」（企業
会計基準適用指針第１号）を適用して
おります。 
 当該制度改定に伴い、退職給付制
度改定益 百万円を特別利益に計上
しております。 
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  ④ 役員退職慰労引当金 
――――――― 

④     ――――――― 

  （追加情報） 
当社及び連結子会社は従来、役員の
退職慰労金の支給に備えるため、役員
退職慰労金規程に基づく期末要支給額
を役員退職慰労引当金として計上して
おりましたが、当連結会計年度におけ
る取締役会において役員退職慰労金制
度の廃止を決議しました。また、平成
22年４月27日開催の当社定時株主総会
及び連結子会社の臨時株主総会におい
て、同制度の廃止に伴い、当該株主総
会終結時までの在任期間に対する役員
退職慰労金を、当社の定める一定の基
準に基づき、相当額の範囲内において
打切り支給することが決議されまし
た。 
 これにより、打切り支給額の未払分
を、固定負債の「その他」に振り替え
ております。 

  

  ⑤ 保証工事引当金 
保証工事に係る費用に備えるため、
過去の実績を基礎として見積算出額を
計上しております。 

⑤ 保証工事引当金 
同左 
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項目 
前連結会計年度 

（自 平成22年２月１日 
至 平成23年１月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成23年２月１日 
至 平成24年１月31日） 

(4）重要な収益及び費用の
計上基準 

完成工事高及び完成工事原価の計上基準  
工期のごく短い工事契約について
は工事完成基準を適用し、その他の
工事で当連結会計年度末までの進捗
部分について成果の確実性が認めら
れる工事については工事進行基準
（工事の進捗率の見積りは原価比例
法）を適用しております。 
（会計方針の変更） 
請負工事に係る収益の計上基準に
ついては、従来、工事完成基準を適
用しておりましたが、「工事契約に
関する会計基準」（企業会計基準第
15号 平成19年12月27日）及び「工
事契約に関する会計基準の適用指
針」（企業会計基準適用指針第18号 
平成19年12月27日）を当連結会計年
度より適用し、当連結会計年度に着
手した工事契約から、工期のごく短
いもの等については工事完成基準を
適用し、その他の工事で当連結会計
年度末までの進捗部分について成果
の確実性が認められる工事について
は工事進行基準（工事の進捗率の見
積りは原価比例法）を適用しており
ます。 
なお、当連結会計年度末において
は工事進行基準を適用している工事
がないため、これによる売上高、営
業利益、経常利益及び税金等調整前
当期純利益への影響はありません。 

完成工事高及び完成工事原価の計上基準  
同左 
  
  
  
  
  
  

――――――― 

(5）連結キャッシュ・フロ
ー計算書における資金
の範囲  

――――――― 手許現金、随時引き出し可能な預金
及び容易に換金可能でありかつ価値の
変動について僅少なリスクしか負わな
い取得日から３ヶ月以内に満期日の到
来する短期的な投資からなっておりま
す。  

(6）その他連結財務諸表作
成のための基本となる
重要な事項  

消費税等の会計処理 
① 税抜方式を採用しております。 

消費税等の会計処理 
同左 

② 控除対象外消費税等のうち、固定資産
に係るものは投資その他の資産のその
他に計上し、５年間で均等償却を行っ
ており、それ以外は発生連結会計年度
の期間費用としております。 

  

５．連結子会社の資産及び負
債の評価に関する事項 

連結子会社の資産及び負債の評価につい
ては、全面時価評価法を採用しておりま
す。 

――――――― 

６．連結キャッシュ・フロー
計算書における資金の範
囲 

手許現金、随時引き出し可能な預金及び
容易に換金可能でありかつ価値の変動につ
いて僅少なリスクしか負わない取得日から
３ヶ月以内に満期日の到来する短期的な投
資からなっております。 

――――――― 
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【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更】 

前連結会計年度 
（自 平成22年２月１日 
至 平成23年１月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成23年２月１日 
至 平成24年１月31日） 

――――――― （資産除去債務に関する会計基準の適用） 
当連結会計年度より、「資産除去債務に関する会計基
準」（企業会計基準第18号 平成20年３月31日）及び
「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会
計基準適用指針第21号 平成20年３月31日）を適用して
おります。これにより、当連結会計年度の営業利益、経
常利益がそれぞれ 百万円減少し、税金等調整前当期純
利益が 百万円減少しております。 
また、当会計基準等の適用開始による資産除去債務の
変動額は 百万円、投資その他の資産の「その他」に含
まれる差入敷金保証金の変動額は 百万円であります。 

0
5

4
3

【表示方法の変更】 

前連結会計年度 
（自 平成22年２月１日 
至 平成23年１月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成23年２月１日 
至 平成24年１月31日） 

（連結貸借対照表関係） 
前連結会計年度において、区分掲記しておりました固
定負債の「長期預り金」は、重要性が乏しいため、固定
負債の「その他」に含めて表示しております。なお、当
連結会計年度の固定負債の「その他」に含まれる「長期
預り金」は 百万円であります。 38

――――――― 

（連結損益計算書関係） 
前連結会計年度において、区分掲記しておりました営
業外収益の「保険返戻金」は、重要性が乏しいため、営
業外収益の「その他」に含めて表示しております。な
お、当連結会計年度の営業外収益の「その他」に含まれ
る「保険返戻金」は 百万円であります。 
  

3

（連結損益計算書関係） 
「連結財務諸表に関する会計基準（企業会計基準第22
号 平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、
様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣
府令」（平成21年３月24日 内閣府令第５号）の適用に
より、当連結会計年度では、「少数株主損益調整前当期
純利益」の科目で表示しております。  

【追加情報】 

前連結会計年度 
（自 平成22年２月１日 
至 平成23年１月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成23年２月１日 
至 平成24年１月31日） 

――――――― （包括利益の表示に関する会計基準） 
 当連結会計年度より、「包括利益の表示に関する会計
基準」（企業会計基準第25号 平成22年６月30日）を適
用しております。但し、「その他の包括利益累計額」及
び「その他の包括利益累計額合計」の前連結会計年度の
金額は、「評価・換算差額等」及び「評価・換算差額等
合計」の金額を記載しております。 
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【注記事項】 
（連結貸借対照表関係） 

前連結会計年度 
（平成23年１月31日） 

当連結会計年度 
（平成24年１月31日） 

※１．担保に供している資産及びこれに対応する債務は、
次のとおりであります。 

  

担保に供している資産     
販売用不動産 5,546百万円 
仕掛販売用不動産 26,640  
建物 3,215  
土地 8,233  
構築物等（有形固定資産「そ
の他」に含む） 

19  

計 43,656百万円 

※１．担保に供している資産及びこれに対応する債務は、
次のとおりであります。 

  

担保に供している資産     
販売用不動産（土地） 9,899百万円 
仕掛販売用不動産 25,964  
建物 2,383  
土地 3,719  
構築物等（有形固定資産「そ
の他」に含む） 

7  

計 41,975百万円 

上記のほか、担保権の設定が留保されている販売用不

動産（建物）が 百万円あります。 
  
  
上記に対応する債務  

  

2,503

短期借入金 24,206百万円 
１年内返済予定の長期借入金 1,543  
長期借入金 1,759  

計 27,509百万円 

上記のほか、担保権の設定が留保されている販売用不

動産（建物）が 百万円あります。 
  
  
上記に対応する債務  

  

3,899

短期借入金 26,836百万円 
１年内返済予定の長期借入金 426  
長期借入金 631  

計 27,894百万円 

※２．関連会社に対するものは次のとおりであります。 ※２．関連会社に対するものは次のとおりであります。 

  
出資金 百万円102

  
出資金 百万円102

３．借入金に関し、コミットメント契約 百万円及
び当座貸越契約 百万円を締結しております。こ
れらの契約に基づく当連結会計年度末の借入未実行残
高は次のとおりであります。 

  

14,219
5,500

コミットメント 14,219百万円 
当座貸越 5,500  
借入実行残高 13,688  

借入未実行残高 6,031百万円 

３．借入金に関し、コミットメント契約及び当座貸越契
約を締結しております。これらの契約に基づく当連結
会計年度末の借入未実行残高は次のとおりでありま
す。 

  

コミットメント 15,974百万円 
当座貸越 6,500  
借入実行残高 16,750  

借入未実行残高 5,724百万円 

４．偶発債務 
債務保証 

当社顧客の住宅ローン利用者に対し 百万円の債務
保証を行っております。 
この債務保証は、住宅ローン利用者の金融機関に対
する借入金の連帯保証債務であります。 
  

1

 ４．       ――――――― 
   

※５．有形固定資産の保有目的の変更 
    有形固定資産（土地 百万円）を、保有目的の変更
により、仕掛販売用不動産に振り替えました。 

91
※５．有形固定資産の保有目的の変更 
    有形固定資産（土地 百万円）を、保有目的の変
更により、仕掛販売用不動産に振り替えました。 

400
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（連結損益計算書関係） 

前連結会計年度 
（自 平成22年２月１日 
至 平成23年１月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成23年２月１日 
至 平成24年１月31日） 

※１ 期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後の金
額であり、次のたな卸資産評価損（△は戻入額）が売
上原価に含まれております。 

百万円  △305

※１ 期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後の金
額であり、次のたな卸資産評価損（△は戻入額）が売
上原価に含まれております。 

百万円  371
※２ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は
次のとおりであります。 
支払手数料 1,573百万円 
広告宣伝費 899  
従業員給料及び手当 2,011  
賞与引当金繰入額 50  
退職給付費用 11  

※２ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は
次のとおりであります。 
支払手数料 1,861百万円 
広告宣伝費 1,057  
従業員給料及び手当 2,220  
賞与引当金繰入額 43  
退職給付費用 59  

※３．固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。 
土地 2百万円 
建物 2  
計 5百万円 

※３．固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。 
土地 1百万円 
建物 0  
車両運搬具（有形固定資産
「その他」に含む） 

1
  

計 3百万円 
※４．固定資産売却損の内訳は次のとおりであります。 

土地 16百万円 
建物 19  
工具、器具及び備品（有形固
定資産「その他」に含む） 

0
  

計 36百万円 

※４．固定資産売却損の内訳は次のとおりであります。 
土地 13百万円 
建物 10  
工具、器具及び備品（有形固
定資産「その他」に含む） 

0
  

計 24百万円 
※５．減損損失 

当連結会計年度において、当社は以下の資産につい
て減損損失を計上しております。 

※５．減損損失 
当連結会計年度において、当社グループは以下の資
産について減損損失を計上しております。 

当社はキャッシュ・フローを生み出す最小単位とし
て、不動産賃貸事業については物件又は管理会計上の
区分を、不動産賃貸事業以外の事業については支店、
営業所を基本単位としてグルーピングしております。
また、共用資産及び遊休資産については個々の物件単
位又は管理会計上の区分でグルーピングしておりま
す。 
当該グルーピングに基づき減損損失の判定を行った
結果、賃貸資産、共用資産及び遊休資産について、使
用範囲又は方法についての変化による回収可能価額の
低下により、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当
該減少額を減損損失として特別損失に計上しておりま
す。 
回収可能価額については、正味売却価額により測定
しており、売却見込額又は不動産鑑定評価基準に基づ
く評価額によっております。  

用途 場所 種類 減損損失 

賃貸資産 

東京都 
三鷹市 
神奈川県 
平塚市 
千葉県 
松戸市 

土地 百万円 230

建物 百万円 110

計 百万円 341

共用資産 東京都 
清瀬市 

土地 百万円 24

建物 百万円 5

計 百万円 30

遊休資産 
東京都 
清瀬市 
東京都 
渋谷区 

土地 百万円 78

建物 百万円 59

計 百万円 138

当社グループはキャッシュ・フローを生み出す最小
単位として、不動産賃貸事業については物件又は管理
会計上の区分を、不動産賃貸事業以外の事業について
は支店、営業所を基本単位としてグルーピングしてお
ります。また、共用資産及び遊休資産については個々
の物件単位又は管理会計上の区分でグルーピングして
おります。 
当該グルーピングに基づき減損損失の判定を行った
結果、賃貸資産及び遊休資産について、使用範囲又は
方法についての変化による回収可能価額の低下によ
り、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額
を減損損失として特別損失に計上しております。 
回収可能価額については、賃貸資産は正味売却価額
により測定しており、売却見込額によっております。
また、電話加入権は備忘価額まで減額しております。 

用途 場所 種類 減損損失 

賃貸資産 東京都 
中野区 

土地 百万円 2

建物 百万円 0

計 百万円 2

遊休資産 
東京都 
西東京市
他 

電話加
入権 百万円 8

計 百万円 8
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当連結会計年度（自 平成23年２月１日 至 平成24年１月31日） 
※１．当連結会計年度の直前連結会計年度における包括利益 

  
※２．当連結会計年度の直前連結会計年度におけるその他の包括利益 

  

前連結会計年度（自 平成22年２月１日 至 平成23年１月31日） 
１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）１．普通株式の自己株式数の増加202株は単元未満株式の買取りによる増加であります。 
２．株主名簿上は当社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式の560株は含まれておりません。 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項  

  
３．配当に関する事項 
（１）配当金支払額 

  
（２）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの  

 （注） １株当たり配当額40円には、創立60周年に伴う記念配当10円が含まれております。 
  

（連結包括利益計算書関係） 

親会社株式に係る包括利益 6,828百万円 
少数株主に係る包括利益 －  

計 6,828百万円 

その他有価証券評価差額金 30百万円 
計 30百万円 

（連結株主資本等変動計算書関係） 

  前連結会計年度末 
株式数（株） 

当連結会計年度 
増加株式数（株） 

当連結会計年度 
減少株式数（株） 

当連結会計年度末 
株式数（株） 

発行済株式         

普通株式  26,937,356  －  －  26,937,356

合計  26,937,356  －  －  26,937,356

自己株式         

普通株式（注）１，２  14,109  202  －  14,311

合計  14,109  202  －  14,311

区分 新株予約権の内訳 

新株予約権
の目的とな
る株式の種
類 

新株予約権の目的となる株式の数（株）  当連結会計
年度末残高
（百万円） 前連結会計

年度末  
当連結会計
年度増加  

当連結会計
年度減少  

当連結会計
年度末  

 提出会社 
（親会社） 

 ストック・オプションとし
ての新株予約権 

 －  －  －  －  －  15

 合計  －  －  －  －  －  15

（決議） 株式の種類 配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり 
配当額（円） 基準日 効力発生日 

平成22年４月27日 
定時株主総会 

普通株式  403  15 平成22年１月31日 平成22年４月28日 

平成22年９月３日 
取締役会  

普通株式  403  15 平成22年７月31日 平成22年10月18日 

（決議） 株式の種類 配当金の総額 （百万円） 配当の原資 １株当たり 
配当額（円） 基準日 効力発生日 

平成23年４月26日 
定時株主総会 

普通株式  1,076 利益剰余金  40 平成23年１月31日 平成23年４月27日 
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当連結会計年度（自 平成23年２月１日 至 平成24年１月31日） 
１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）１．普通株式の増加5,600株は新株予約権の権利行使による増加であります。 
２．普通株式の自己株式数の増加28株は単元未満株式の買取りによる増加であります。 
３．株主名簿上は当社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式の560株は含まれておりません。 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項  

  
３．配当に関する事項 
（１）配当金支払額 

  
（２）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの  

  

  

  前連結会計年度末 
株式数（株） 

当連結会計年度 
増加株式数（株） 

当連結会計年度 
減少株式数（株） 

当連結会計年度末 
株式数（株） 

発行済株式         

普通株式（注）１  26,937,356  5,600  －  26,942,956

合計  26,937,356  5,600  －  26,942,956

自己株式         

普通株式（注）２，３  14,311  28  －  14,339

合計  14,311  28  －  14,339

区分 新株予約権の内訳 

新株予約権
の目的とな
る株式の種
類 

新株予約権の目的となる株式の数（株）  当連結会計
年度末残高
（百万円） 前連結会計

年度末  
当連結会計
年度増加  

当連結会計
年度減少  

当連結会計
年度末  

 提出会社 
（親会社） 

 ストック・オプションとし
ての新株予約権 

 －  －  －  －  －  40

 合計  －  －  －  －  －  40

（決議） 株式の種類 配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり 
配当額（円） 基準日 効力発生日 

平成23年４月26日 
定時株主総会 

普通株式  1,076  40 平成23年１月31日 平成23年４月27日 

平成23年９月２日 
取締役会  

普通株式  511  19 平成23年７月31日 平成23年９月30日 

（決議） 株式の種類 配当金の総額 （百万円） 配当の原資 １株当たり 
配当額（円） 基準日 効力発生日 

平成24年４月24日 
定時株主総会 

普通株式  511 利益剰余金  19 平成24年１月31日 平成24年４月25日 

（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前連結会計年度 
（自 平成22年２月１日 
至 平成23年１月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成23年２月１日 
至 平成24年１月31日） 

※ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲
記されている科目の金額との関係 

  

   （平成23年１月31日現在） 
現金及び預金勘定 15,692百万円 
現金及び現金同等物 15,692  

※ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲
記されている科目の金額との関係 

  

   （平成24年１月31日現在） 
現金及び預金勘定 12,766百万円 
現金及び現金同等物 12,766  
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（リース取引関係） 

前連結会計年度 
（自 平成22年２月１日 
至 平成23年１月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成23年２月１日 
至 平成24年１月31日） 

１．ファイナンス・リース取引（借主側） 
所有権移転外ファイナンス・リース取引 

１．ファイナンス・リース取引（借主側） 
所有権移転外ファイナンス・リース取引 

    
①リース資産の内容 
・有形固定資産 
主として不動産分譲事業における情報システム機器
（工具、器具及び備品）及び本社における車両（車両
運搬具）であります。 

①リース資産の内容 
・有形固定資産 

同左 

・無形固定資産 
ソフトウエアであります。 

・無形固定資産 
同左  

     
②リース資産の減価償却の方法 
連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項
「４．会計処理基準に関する事項（2）重要な減価償却
資産の減価償却の方法」に記載のとおりであります。 

②リース資産の減価償却の方法 
同左  

     
 なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、
リース取引開始日が、平成21年１月31日以前のリース取引
については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処
理によっており、その内容は次のとおりであります。 

  

    
(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額
及び期末残高相当額 
  取得価額 

相当額 
減価償却累 
計額相当額 

期末残高 
相当額 

  百万円 百万円 百万円 

工具、器具及び備品  14  9  5
車両運搬具  10  9  1
ソフトウエア  31  27  3

合 計  56  46  10

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額
及び期末残高相当額 
  取得価額 

相当額 
減価償却累 
計額相当額 

期末残高 
相当額 

  百万円 百万円 百万円 

工具、器具及び備品  10  8  2
車両運搬具  3  2  0

合 計  13  10  3

(注）取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有形
固定資産等の期末残高に占める割合が低いため、支払
利子込み法により算定しております。 

(注）取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有形
固定資産等の期末残高に占める割合が低いため、支払
利子込み法により算定しております。 

    
(2）未経過リース料期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額 
１年内 7百万円 
１年超 3  

合計 10百万円 

１年内 2百万円 
１年超 0  

合計 3百万円 

（注）未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料
期末残高が有形固定資産等の期末残高に占める割合が
低いため、支払利子込み法により算定しております。 

（注）未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料
期末残高が有形固定資産等の期末残高に占める割合が
低いため、支払利子込み法により算定しております。 

    
(3）支払リース料及び減価償却費相当額 (3）支払リース料及び減価償却費相当額 
支払リース料 11百万円 
減価償却費相当額 11百万円 

支払リース料 7百万円 
減価償却費相当額 7百万円 

    
(4）減価償却費相当額の算定方法 (4）減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定
額法によっております。 

  

同左 

２．オペレーティング・リース取引（貸主側） ２．オペレーティング・リース取引（貸主側） 
未経過リース料（解約不能なもの） 未経過リース料（解約不能なもの） 
１年内 112百万円 
１年超 37  

合計 149百万円 

１年内 37百万円 
１年超 －  

合計 37百万円 
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前連結会計年度（自 平成22年２月１日 至 平成23年１月31日) 
１．金融商品の状況に関する事項 

 （1）金融商品に対する取組方針 
   当社グループは、主に不動産分譲事業を行うための資金及び運転資金等の必要な資金を銀行借入によって調達
しております。また、資金運用については預金に限定しております。 

  
 （2）金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制 
   投資有価証券は、市場価格の変動リスクに晒されておりますが、主に業務上の関係を有する企業の株式又は出
資であり、定期的に時価の把握を行う体制としております。 

   営業債務である支払手形及び営業未払金の支払期日は、１年以内であります。 
   短期借入金は、主に不動産分譲事業を行うための銀行借入による資金調達であります。 
   また、借入金は、各事業部門からの報告に基づき財務部が資金繰計画を作成、更新するとともに、手許流動性
の維持などにより、流動性リスクを管理しております。 

  
 （3）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 
   金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含ま
れております。当該価額の算定においては、変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用すること
により、当該価額が変動することがあります。 

  
２．金融商品の時価等に関する事項 
  平成23年１月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。な
お、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表に含めておりません。（（注）２．参照） 

 （注）１.金融商品の時価の算定方法並びに有価証券の取引に関する事項 
  資 産 

  （1）現金及び預金は、すべて短期であり、時価は帳簿価額とほぼ等しいことから、当該帳簿価額によってお
ります。 

  （2）投資有価証券は、すべて上場株式であり、時価は取引所の価格によっております。また、保有目的ごと
の有価証券に関する事項については、注記事項「有価証券関係」をご参照ください。 

  
  負 債 

  （1）支払手形及び営業未払金は短期間で決済されるため、時価は帳簿価額とほぼ等しいことから、当該帳簿
価額によっております。 

  （2）短期借入金は短期間で決済されるため、時価は帳簿価額とほぼ等しいことから、当該帳簿価額によって
おります。 

  
    ２.時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品 

      これらについては、市場価格がなく、時価を把握するのが極めて困難と認められることから、上表に
は含めておりません。 

  
    ３.金銭債権の連結決算日後の償還予定額 

  
（追加情報） 
 当連結会計年度より「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号 平成20年３月10日)及び「金融商品の時
価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第19号 平成20年３月10日）を適用しております。 

（金融商品関係） 

  
連結貸借対照表計上額 

(百万円） 
時価 

(百万円） 
差額 

(百万円） 

（1）現金及び預金  15,692  15,692  －
（2）投資有価証券  371  371  －

資産計  16,064  16,064  －

（1）支払手形及び営業未払金  10,569  10,569  －
（2）短期借入金  24,206  24,206  －

負債計  34,776  34,776  －

区分 連結貸借対照表計上額（百万円） 

 非上場株式  215
 出資金  5
 関係会社出資金  102

  
１年内 
（百万円） 

１年超 
（百万円） 

５年超 
（百万円） 

10年超 
（百万円） 

現金及び預金  15,692  －  －  －

合計  15,692  －  －  －
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当連結会計年度（自 平成23年２月１日 至 平成24年１月31日) 
１．金融商品の状況に関する事項 

 （1）金融商品に対する取組方針 
   当社グループは、主に不動産分譲事業を行うための資金及び運転資金等の必要な資金を銀行借入によって調達
しております。また、資金運用については預金に限定しております。 

  
 （2）金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制 
   投資有価証券は、市場価格の変動リスクに晒されておりますが、主に業務上の関係を有する企業の株式又は出
資であり、定期的に時価の把握を行う体制としております。 

   営業債務である支払手形及び営業未払金の支払期日は、１年以内であります。 
   短期借入金は、主に不動産分譲事業を行うための銀行借入による資金調達であります。 
   また、借入金は、各事業部門からの報告に基づき財務部が資金繰計画を作成、更新するとともに、手許流動性
の維持などにより、流動性リスクを管理しております。 

  
 （3）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 
   金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含ま
れております。当該価額の算定においては、変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用すること
により、当該価額が変動することがあります。 

  
２．金融商品の時価等に関する事項 
  平成24年１月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。な
お、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表に含めておりません。（（注）２．参照） 

 （注）１.金融商品の時価の算定方法並びに有価証券の取引に関する事項 
  資 産 

  （1）現金及び預金は、すべて短期であり、時価は帳簿価額とほぼ等しいことから、当該帳簿価額によってお
ります。 

  （2）投資有価証券は、上場株式及び投資信託であり、上場株式の時価は取引所の価格によっており、投資信
託の時価については、公表されている基準価格によっております。また、保有目的ごとの有価証券に関
する事項については、注記事項「有価証券関係」をご参照ください。 

  負 債 
  （1）支払手形及び営業未払金は短期間で決済されるため、時価は帳簿価額とほぼ等しいことから、当該帳簿

価額によっております。 
  （2）短期借入金は短期間で決済されるため、時価は帳簿価額とほぼ等しいことから、当該帳簿価額によって

おります。 
  

    ２.時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品 

      これらについては、市場価格がなく、時価を把握するのが極めて困難と認められることから、上表に
は含めておりません。 

  
    ３.金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額 

  

  
連結貸借対照表計上額 

(百万円） 
時価 

(百万円） 
差額 

(百万円） 

（1）現金及び預金  12,766  12,766  －
（2）投資有価証券  277  277  －

資産計  13,044  13,044  －

（1）支払手形及び営業未払金  11,766  11,766  －
（2）短期借入金  26,836  26,836  －

負債計  38,602  38,602  －

区分 連結貸借対照表計上額（百万円） 

 非上場株式  266
 出資金  5
 関係会社出資金  102

  
１年内 
（百万円） 

１年超 
（百万円） 

５年超 
（百万円） 

10年超 
（百万円） 

預金  12,737  －  －  －
投資有価証券      
その他有価証券のうち満期があるもの      
その他  －  10  －  －

合計  12,737  10  －  －
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前連結会計年度（平成23年１月31日）  

１．その他有価証券 

（注）非上場株式（連結貸借対照表計上額 百万円）、出資金（連結貸借対照表計上額 百万円）については、市場価
格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりま
せん。 

  

２．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自 平成22年２月１日 至 平成23年１月31日） 

  該当事項はありません。 
   

（有価証券関係） 

  種類 連結貸借対照表計上額 
（百万円） 

取得原価 
（百万円） 

差額 
（百万円） 

連結貸借対照表計上
額が取得原価を超え
るもの 

(1）株式  366  58  308

(2）債券       

①国債・地方債等  －  －  －

②社債  －  －  －

③その他  －  －  －

(3）その他  －  －  －

  小計  366  58  308

連結貸借対照表計上
額が取得原価を超え
ないもの 

(1）株式   4  5  △1

(2）債券       

①国債・地方債等  －  －  －

②社債  －  －  －

③その他   －  －  －

(3）その他  －  －  －

  小計   4  5  △1

合計   371  64  306

215 5
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当連結会計年度（平成24年１月31日）  

１．その他有価証券 

（注）非上場株式（連結貸借対照表計上額 百万円）、出資金（連結貸借対照表計上額 百万円）については、市場価
格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりま
せん。 

  

２．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自 平成23年２月１日 至 平成24年１月31日） 

  該当事項はありません。 
   

  種類 連結貸借対照表計上額 
（百万円） 

取得原価 
（百万円） 

差額 
（百万円） 

連結貸借対照表計上
額が取得原価を超え
るもの 

(1）株式  262  56  206

(2）債券       

①国債・地方債等  －  －  －

②社債  －  －  －

③その他  －  －  －

(3）その他  10  10  0

  小計  273  66  206

連結貸借対照表計上
額が取得原価を超え
ないもの 

(1）株式   4  7  △3

(2）債券       

①国債・地方債等  －  －  －

②社債  －  －  －

③その他   －  －  －

(3）その他  －  －  －

  小計   4  7  △3

合計   277  74  △203

266 5

（デリバティブ取引関係） 

前連結会計年度 
（自 平成22年２月１日 
至 平成23年１月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成23年２月１日 
至 平成24年１月31日） 

当社グループはデリバティブ取引を行っておりませんので
該当事項はありません。 

同左 
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１．採用している退職給付制度の概要 

当社及び連結子会社の退職給付制度は、確定給付型の制度として、適格退職年金制度と退職一時金制度を設けており
ましたが、当社及び連結子会社は平成23年５月１日より、適格退職年金制度について確定拠出年金制度へ移行いたしま
した。 

２．退職給付債務に関する事項 

（注）適格退職年金制度から確定拠出年金制度への移行に伴う影響額は、以下のとおりであります。  
  

  
３．退職給付費用に関する事項 

  
４．退職給付債務の計算基礎 

（退職給付関係） 

  前連結会計年度 
（平成23年１月31日） 

当連結会計年度 
（平成24年１月31日） 

(1) 退職給付債務 

(2) 年金資産 

(3) 未積立退職給付債務（1）+（2） 

(4) 会計基準変更時差異の未処理額 

(5) 未認識数理計算上の差異 

(6) 未認識過去勤務債務 

(7) 連結貸借対照表計上額純額 
（3）+（4）+（5）+（6） 

(8) 前払年金費用 

(9) 退職給付引当金（7）-（8） 

△788百万円 

211  

△577  

－  

△146  

－  

△724  

－  

△724   

△602百万円 

－  

△602  

－  

110  

－  

△491  

－  

△491   

(1) 退職給付債務の減少 408百万円 
(2) 年金資産の減少 △212  
(3) 未認識数理計算上の差異 53  

(4) 退職給付引当金の減少（1）+（2）+（3） 249百万円 

  前連結会計年度 
（平成23年１月31日） 

当連結会計年度 
（平成24年１月31日） 

(1) 勤務費用 70百万円 52百万円 

(2) 利息費用  11  4

(3) 期待運用収益  △3  －

(4) 数理計算上の差異の費用処理額  △60  △26

(5) 小計（1）+（2）+（3）+（4）  17  31

(6) 確定拠出年金への掛金支払額  －  39

(7) 退職給付費用（5）+（6）  17  70

(8) 確定拠出年金制度への移行に伴う損益  －  △249

(9) 合計（7）+（8）  17  △179

  前連結会計年度 
（平成23年１月31日） 

当連結会計年度 
（平成24年１月31日） 

(1) 割引率（％）  1.0 同左 

(2) 期待運用収益率（％）  2.0  －

(3) 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 同左 

(4) 数理計算上の差異の処理年数（年）  7 同左 

  （発生時の従業員の平均残存勤務期
間内の一定の年数による定額法によ
り、翌連結会計年度から費用処理す
ることとしております。） 
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前連結会計年度（自 平成22年２月１日 至 平成23年１月31日） 
１．ストック・オプションに係る当連結会計年度における費用計上額及び科目名 

販売費及び一般管理費 百万円 
  

２．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 
(1）ストック・オプションの内容 

（注）株式数に換算して記載しております。 
  
(2）ストック・オプションの規模及びその変動状況 

当連結会計年度（平成23年１月期）において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプション
の数については、株式数に換算して記載しております。 

①ストック・オプションの数 

②単価情報 

  

（ストック・オプション等関係） 

15

  
平成22年５月31日ストック・オプション 
（株式報酬型ストック・オプション） 

付与対象者の区分及び人数 
当社取締役  ５名 
子会社取締役 ２名   

株式の種類別のストック・オプシ
ョンの数（注） 

普通株式 28,600株  

付与日 平成22年５月31日 

権利確定条件 権利確定条件は付されておりません。 

対象勤務期間 対象勤務期間の定めはありません。 

権利行使期間 自 平成22年５月31日 至 平成72年５月30日 

  
平成22年５月31日ストック・オプション 
（株式報酬型ストック・オプション） 

権利確定前      （株）   

 前連結会計年度末  －

 付与  28,600
 失効  －

 権利確定  28,600
 未確定残  －

権利確定後      （株）   

 前連結会計年度末  －

 権利確定  28,600
 権利行使  －

 失効  －

 未行使残  28,600

  
平成22年５月31日ストック・オプション 
（株式報酬型ストック・オプション） 

権利行使価格      （円）  1
行使時平均株価     （円）  －

付与日における公正な評価単価 
             （円） 

 729
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３．ストック・オプションの公正な評価単価の見積方法  
当連結会計年度において付与された平成22年ストック・オプションについての公正な評価単価の見積方法は以下の
とおりであります。 
(1）使用した評価技法     ブラック・ショールズ式 
(2）主な基礎数値及び見積方法 

（注）１．予想残存期間に対応する期間の株価を取得できないことから、上場日から算定基準日（平成11年９月17日～
平成22年年５月31日）に対する期間の日次株価を基に算定しております。 

２．権利行使期間の中間点において行使されるものと推定して見積もっております。 
３．配当実績に基づき算定しております。 
４．予想残存期間に対応する期間に対応する国債の利回りであります。  

  
４．ストック・オプションの権利確定数の見積方法 
 基本的には、将来の失効数の合理的な見積りは困難であるため、実績の失効数のみ反映させる方法を採用しており
ます。  
  

  
平成22年５月31日ストック・オプション 
（株式報酬型ストック・オプション）   

株価変動性（注）１ ％ 65.41
予想残存期間（注）２ 年 11.16
予想配当（注）３ ％ 1.70
無リスク利子率（注）４ ％ 1.42
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当連結会計年度（自 平成23年２月１日 至 平成24年１月31日） 
１．ストック・オプションに係る当連結会計年度における費用計上額及び科目名 

販売費及び一般管理費 百万円 
  

２．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 
(1）ストック・オプションの内容 

（注）株式数に換算して記載しております。 
  
(2）ストック・オプションの規模及びその変動状況 

当連結会計年度（平成24年１月期）において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプション
の数については、株式数に換算して記載しております。 

①ストック・オプションの数 

②単価情報 

  

28

  
平成22年５月31日ストック・オプション 
（株式報酬型ストック・オプション） 

平成23年５月31日ストック・オプション 
（株式報酬型ストック・オプション） 

付与対象者の区分及び人数 
当社取締役  ５名 
子会社取締役 ２名   

当社取締役  ４名 
子会社取締役 １名   

株式の種類別のストック・オプ
ションの数（注） 

普通株式 28,600株  普通株式 60,900株  

付与日 平成22年５月31日 平成23年５月31日 

権利確定条件 権利確定条件は付されておりません。 権利確定条件は付されておりません。 

対象勤務期間 対象勤務期間の定めはありません。 対象勤務期間の定めはありません。 

権利行使期間 
自 平成22年５月31日 
至 平成72年５月30日 

自 平成23年５月31日 
至 平成73年５月30日 

  
平成22年５月31日ストック・オプション 
（株式報酬型ストック・オプション） 

平成23年５月31日ストック・オプション 
（株式報酬型ストック・オプション） 

権利確定前      （株）     

 前連結会計年度末  －  －

 付与  －  60,900
 失効  －  －

 権利確定  －  60,900
 未確定残  －  －

権利確定後      （株）     

 前連結会計年度末  28,600  －

 権利確定  28,600  60,900
 権利行使  5,600  －

 失効  －  －

 未行使残  23,000  60,900

  
平成22年５月31日ストック・オプション 
（株式報酬型ストック・オプション） 

平成23年５月31日ストック・オプション 
（株式報酬型ストック・オプション） 

権利行使価格     （円）  1  1
行使時平均株価    （円）  912  －

付与日における公正な評価単価 
           （円） 

 729  520
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３．ストック・オプションの公正な評価単価の見積方法  
当連結会計年度において付与された平成23年ストック・オプションについての公正な評価単価の見積方法は以下の
とおりであります。 
(1）使用した評価技法     ブラック・ショールズ式 
(2）主な基礎数値及び見積方法 

（注）１．予想残存期間に対応する期間の株価を取得できないことから、上場日から算定基準日（平成11年９月17日～
平成23年年５月31日）に対する期間の日次株価を基に算定しております。 

２．権利行使期間の中間点において行使されるものと推定して見積もっております。 
３．配当実績に基づき算定しております。 
４．予想残存期間に対応する期間に対応する国債の利回りであります。  

  
４．ストック・オプションの権利確定数の見積方法 
 基本的には、将来の失効数の合理的な見積りは困難であるため、実績の失効数のみ反映させる方法を採用しており
ます。  

  
平成23年５月31日ストック・オプション 
（株式報酬型ストック・オプション）   

株価変動性（注）１ ％ 64.31
予想残存期間（注）２ 年 12.46
予想配当（注）３ ％ 4.81
無リスク利子率（注）４ ％ 1.39
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（税効果会計関係） 

前連結会計年度 
（平成23年１月31日） 

当連結会計年度 
（平成24年１月31日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の
内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の
内訳 

    
繰延税金資産（流動）     
たな卸資産評価損 935百万円 
原価算入調整額 45  
未払事業税 27  
未払固定資産税 17  
賞与引当金 26  
繰越欠損金 576  
その他 20  
小計 1,650  
評価性引当額 △950  
合計 699  
繰延税金負債（流動）   
その他 △1  
合計 △1  
繰延税金資産（流動）の純額 698  

繰延税金資産（流動）     
たな卸資産評価損 945百万円 
原価算入調整額 0  
未払事業税 167  
未払固定資産税 21  
賞与引当金 16  
その他 24  
小計 1,175  
評価性引当額 △945  
合計 230  
繰延税金負債（流動）   
その他 △4  
合計 △4  
繰延税金資産（流動）の純額 226  

    

  

繰延税金資産（固定）     
減価償却費 37百万円 
減損損失 345  
投資有価証券評価損 6  
退職給付引当金 294  
株式報酬費用 5  
長期未払金 39  
保証工事引当金  148  
その他 37  
小計 915  
評価性引当額 △741  
合計 174  
繰延税金負債（固定）   
特別償却準備金 △29  
その他有価証券評価差額金 △58  
合計 △87  
繰延税金資産（固定）の純額 86  

  

繰延税金資産（固定）     
減価償却費 29百万円 
減損損失 296  
投資有価証券評価損 6  
退職給付引当金 175  
株式報酬費用 13  
長期未払金 34  
保証工事引当金  115  
その他 41  
小計 712  
評価性引当額 △400  
合計 312  
繰延税金負債（固定）   
特別償却準備金 △21  
その他有価証券評価差額金 △14  
合計 △35  
繰延税金資産（固定）の純額 276  

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率
との間に生じた差異 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率
との間に生じた差異 

  

法定実効税率 40.7％ 
（調整）   
住民税均等割 0.3  
交際費等永久に損金に算入され
ない項目 0.3

  

評価性引当額 △32.0  
その他 △0.0  
税効果会計適用後の法人税等の負
担率 9.3

  

法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率
との間の差異が法定実効税率の100分の5以下であるため
注記を省略しております。 

   

３．        ――――――― ３．法定実効税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金
負債の修正 
平成23年12月２日に「経済社会の構造の変化に対応し
た税制の構築を図るための所得税法等の一部を改正する
法律」(平成23年法律第114号)及び「東日本大震災から
の復興のための施策を実施するために必要な財源の確保
に関する特別措置法」(平成23年法律第117号)が公布さ
れ、平成24年４月１日以降開始する連結会計年度より法
人税率が変更されることとなりました。これに伴い、繰
延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用される法定実
効税率は、一時差異等に係る解消時期に応じて以下のと
おりになります。 
平成25年１月31日まで 40.7% 
 平成25年２月１日から平成28年１月31日まで 38.0% 
 平成28年２月１日以降 35.6% 
この税率の変更により繰延税金資産の純額が 百万円
減少し、当連結会計年度に費用計上された法人税等調整
額の金額が 百万円増加しております。 

27

29
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当連結会計年度（自 平成23年２月１日 至 平成24年１月31日） 
重要性が乏しいため、注記を省略しております。   
  

前連結会計年度（自 平成22年２月１日 至 平成23年１月31日） 
  
 当社では、東京都などの首都圏において、賃貸住宅等（土地を含む）を所有しております。 
 これらの賃貸等不動産に関する連結貸借対照表計上額、当連結会計年度の増減額及び時価は、次のとおりであります。 

（注）１．連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額であります。 
２．当連結会計年度増減額のうち、主な減少額は不動産売却 百万円であります。 
３．当連結会計年度末の時価は、主要な物件については社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価等に基づく金
額、その他の物件については、適切に市場価格を反映していると考えられる指標を用いて調整した金額をもっ
て時価としております。 

  
 また、賃貸等不動産に関する平成23年１月期における損益は、次のとおりであります。 

（注）賃貸収益及び賃貸費用は、それぞれ「売上高」及び「売上原価」に計上されております。 
  
（追加情報） 

当連結会計年度より、「賃貸等不動産の時価等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第20号 平成20年11月
28日）及び「賃貸等不動産の時価等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第23号 平成20
年11月28日）を適用しております。 

   
当連結会計年度（自 平成23年２月１日 至 平成24年１月31日） 
  
 当社グループでは、東京都などの首都圏において、賃貸住宅等（土地を含む）を所有しております。 
 これらの賃貸等不動産に関する連結貸借対照表計上額、当連結会計年度の増減額及び時価は、次のとおりであります。 

（注）１．連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額であります。 
２．当連結会計年度増減額のうち、主な減少額は保有目的の変更による仕掛販売用不動産への振替 百万円であ
ります。 

３．当連結会計年度末の時価は、主要な物件については社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価等に基づく金
額、その他の物件については、適切に市場価格を反映していると考えられる指標を用いて調整した金額をもっ
て時価としております。 

  
 また、賃貸等不動産に関する平成24年１月期における損益は、次のとおりであります。 

（注）賃貸収益及び賃貸費用は、それぞれ「売上高」及び「売上原価」に計上されております。  

（資産除去債務関係） 

（賃貸等不動産関係） 

  
  

連結貸借対照表計上額（百万円） 当連結会計年度末の 
時価 

（百万円） 前連結会計年度末残高 当連結会計年度増減額 当連結会計年度末残高 

賃貸等不動産  8,648  △1,863  6,785  5,553

1,608

  賃貸収益（百万円） 賃貸費用（百万円） 差額（百万円） 
その他（売却損益等）

（百万円） 

賃貸等不動産  410  145  265  △510

  
  

連結貸借対照表計上額（百万円） 当連結会計年度末の 
時価 

（百万円） 前連結会計年度末残高 当連結会計年度増減額 当連結会計年度末残高 

賃貸等不動産  6,785  △493  6,292  4,968

400

  賃貸収益（百万円） 賃貸費用（百万円） 差額（百万円） 
その他（売却損益等）

（百万円） 

賃貸等不動産  333  132  200  △23
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 前連結会計年度（自 平成22年２月１日 至 平成23年１月31日） 
 前連結会計年度の事業の種類別セグメント情報は次のとおりであります。 

（注）１．事業区分の方法 
事業は、当社グループの事業内容を勘案して区分しております。 

２．各事業区分の主な内容 
不動産分譲事業：戸建住宅、宅地等の販売 
建築請負事業 ：注文住宅等の建築、建築請負工事 
不動産賃貸事業：不動産の賃貸 
その他事業  ：不動産売買の仲介、その他不動産分譲事業の周辺業務等 

３．営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は559百万円であり、その主なもの
は、当社の管理部門に係る費用であります。 

４．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、18,671百万円であり、その主なものは、当
社での余資運用資金（現金及び預金）及び管理部門に係る資産であります。 

  

 前連結会計年度（自 平成22年２月１日 至 平成23年１月31日） 
   本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店については該当事項がないため、所在地別セ
グメント情報を記載しておりません。 
   

 前連結会計年度（自 平成22年２月１日 至 平成23年１月31日） 
 海外売上高については該当事項がないため、海外売上高を記載しておりません。 
  

（セグメント情報等） 
【事業の種類別セグメント情報】 

  不動産分譲事業 
(百万円)

建築請負事業 
(百万円)

不動産賃貸事業 
(百万円)

その他事業 
(百万円)

計 
(百万円)

消去又は全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

Ⅰ 売上高及び営業損益               

売上高               
(1)外部顧客に対する売
上高  85,651  5,223  410  249  91,535  －  91,535

(2)セグメント間の内部
売上高又は振替高 

 －  －  －  －  －  －  －

計  85,651  5,223  410  249  91,535  －  91,535

営業費用  77,102  4,412  371  24  81,910  559  82,470

営業利益  8,548  811  39  225  9,624  △559  9,065

Ⅱ 資産、減価償却費、
減損損失及び資本的
支出 

              

資産  47,024  1,774  6,743  12  55,555  18,671  74,226

減価償却費  21  41  171  0  235  54  290
減損損失  －  －  341  －  341  169  510
資本的支出  6  3  1  －  11  22  33

【所在地別セグメント情報】 

【海外売上高】 
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当連結会計年度（自  平成23年２月１日  至  平成24年１月31日） 
 １．報告セグメントの概要 
 当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、
経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものでありま
す。  
 当社は、事業内容に応じた事業本部及び事業部門を置き、各事業本部等は、取り扱う事業について包括
的な戦略を立案し、事業活動を展開しております。 
 従って、当社は、事業内容を基礎とした「不動産分譲事業」、「建築請負事業」及び「不動産賃貸事
業」の３つを報告セグメントとしております。 
 「不動産分譲事業」は戸建住宅等の分譲事業を行っており、「建築請負事業」は注文住宅等の建築請負
事業を行っており、「不動産賃貸事業」は保有する賃貸住宅等の賃貸事業を行っております。 

  
２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、その他の項目の金額の算定方法 
 報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事
項」における記載と概ね同一であります。報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。
セグメント間の内部売上高又は振替高は市場実勢価格に基づいております。 
   
３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、その他の項目の金額に関する情報 
  前連結会計年度（自 平成22年２月１日 至 平成23年１月31日） 

（注）１．調整額は以下の通りであります。 
      （1）セグメント利益の調整額 百万円は、各報告セグメントに配分していない全社費用であ

ります。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない管理部門等に係る一般管理費等であり
ます。 

      （2）セグメント資産の調整額 百万円は、各報告セグメントに配分していない全社資産であり
ます。全社資産は主に当社における余剰運用資金（現金及び預金）であります。 

      （3）その他の項目の減価償却費の調整額 百万円、減損損失の調整額 百万円並びに有形固定資
産及び無形固定資産の増加額の調整額 百万円は、各報告セグメントに配分していない全社資
産に係る金額であります。 

   ２．セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 
   

【セグメント情報】 

  （単位：百万円）

  

報告セグメント 
調整額 
（注）１  

連結 
財務諸表 
計上額 
（注）２  

不動産分譲 
事業  

建築請負 
事業  

不動産賃貸 
事業  計 

売上高       

外部顧客への売上高  88,563  2,538  433  91,535  －   91,535

セグメント間の内部売上高 
又は振替高  5  139   －  145  △145  －

計  88,569  2,678  433  91,680  △145  91,535

セグメント利益  10,575  214  163  10,953  △1,888  9,065

セグメント資産  47,086  1,871  6,728  55,687  18,539  74,226

その他の項目       

 減価償却費  33  27  98  159  130  290

 減損損失  －  －  341  341  169  510

 有形固定資産及び 
 無形固定資産の増加額  6  3  1  11  22  33

△1,888

18,539

130 169
22
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   当連結会計年度（自 平成23年２月１日 至 平成24年１月31日） 

（注）１．調整額は以下の通りであります。 
      （1）セグメント利益の調整額 百万円は、各報告セグメントに配分していない全社費用であ

ります。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない管理部門等に係る一般管理費等であり
ます。 

      （2）セグメント資産の調整額 百万円は、各報告セグメントに配分していない全社資産であり
ます。全社資産は主に当社における余剰運用資金（現金及び預金）であります。 

      （3）その他の項目の減価償却費の調整額 百万円、減損損失の調整額 百万円並びに有形固定資産
及び無形固定資産の増加額の調整額 百万円は、各報告セグメントに配分していない全社資産
に係る金額であります。 

   ２．セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 
      ３．当連結会計年度より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号 平成20年３月31

日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号 平成20年３
月31日）を適用しております。これにより、各セグメントに与える影響は軽微であります。 

  
（追加情報） 
当連結会計年度より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成21年３月27
日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号 平成20年３
月21日）を適用しております。  

  

報告セグメント 
調整額 
（注）１  

連結 
財務諸表 
計上額 
（注）２  

不動産分譲 
事業  

建築請負 
事業  

不動産賃貸 
事業  計 

売上高       

外部顧客への売上高  99,768  2,871  333  102,973  －   102,973

セグメント間の内部売上高 
又は振替高  13   358   －  372  △372  －

計  99,782  3,229  333  103,345  △372  102,973

セグメント利益  8,794  40  155  8,990  △1,952  7,038

セグメント資産  57,728  1,602  6,669  65,999  13,774  79,774

その他の項目       

 減価償却費  31  27  87  146  117  263

 減損損失  －  －  2  2  8  10

 有形固定資産及び 
 無形固定資産の増加額   16  64  3  83  59  143

△1,952

13,774

117 8
59
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当連結会計年度（自  平成23年２月１日  至  平成24年１月31日） 
１．製品及びサービスごとの情報 
    単一の製品・サービスの区分の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高が90％を超えるため、
記載を省略しております。 
  
２．地域ごとの情報 
  本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店については該当事項がないため、地域ごと
の情報を記載しておりません。 
   
３．主要な顧客ごとの情報 
   外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載し
ておりません。 
  

当連結会計年度（自  平成23年２月１日  至  平成24年１月31日） 
  セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。 
   

当連結会計年度（自  平成23年２月１日  至  平成24年１月31日） 
 該当事項はありません。 
  

当連結会計年度（自  平成23年２月１日  至  平成24年１月31日） 
 該当事項はありません。 

【関連情報】 

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】 
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前連結会計年度（自 平成22年２月１日 至 平成23年１月31日） 
 該当事項はありません。 
  
当連結会計年度（自 平成23年２月１日 至 平成24年１月31日） 
 該当事項はありません。 
  

（注）１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

【関連当事者情報】 

（１株当たり情報） 

項目 
前連結会計年度 

（自 平成22年２月１日 
至 平成23年１月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成23年２月１日 
至 平成24年１月31日） 

１株当たり純資産 円 銭 1,239 85 円 銭 1,323 50
１株当たり当期純利益 円 銭 252 49 円 銭 144 99
潜在株式調整後１株当たり当期純利益 円 銭 252 31 円 銭 144 64

  
前連結会計年度 

(自 平成22年２月１日 
至 平成23年１月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成23年２月１日 
至 平成24年１月31日) 

１株当たり当期純利益     
当期純利益       （百万円）  6,797  3,904
普通株主に帰属しない金額（百万円） － － 

普通株式に係る当期純利益（百万円）  6,797  3,904
期中平均株式数      （千株）  26,923  26,927

     
潜在株式調整後１株当たり当期純利益     
当期純利益調整額    （百万円） － － 

普通株式増加数      （千株）  19  65
（うち新株予約権） ( ) 19 ( ) 65
希薄化効果を有しないため、潜在株式
調整後１株当たり当期純利益の算定に
含めなかった潜在株式の概要 

－ － 

（重要な後発事象） 

前連結会計年度 
（自 平成22年２月１日 
至 平成23年１月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成23年２月１日 
至 平成24年１月31日） 

該当事項はありません。 同左 
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該当事項はありません。 

（注）１．平均利率については、期中平均借入残高に対する加重平均利率を記載しております。 

２．リース債務の平均利率については、リース料総額に含まれる利息相当額を控除する前の金額でリース債務を

連結貸借対照表に計上しているため、記載しておりません。 

３．長期借入金及びリース債務（１年以内に返済予定のものを除く）の連結決算日後５年内における１年ごとの

返済予定額は以下のとおりであります。 

 重要性が乏しいため、注記を省略しております。 
  

当連結会計年度における四半期情報 

⑤【連結附属明細表】 
【社債明細表】 

【借入金等明細表】 

区分 前期末残高 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

平均利率 
（％） 返済期限 

短期借入金  24,206  26,836  2.1 － 

１年以内に返済予定の長期借入金  1,543  426  2.7 － 

１年以内に返済予定のリース債務  7  9  － － 

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。）  1,759  631  2.7 平成25年～平成28年 

リース債務（１年以内に返済予定のものを除く。）  15  16  － 平成25年～平成28年 

その他有利子負債  －  －  － － 

合計  27,532  27,919  － － 

  １年超２年以内 
（百万円） 

２年超３年以内 
（百万円） 

３年超４年以内 
（百万円） 

４年超５年以内 
（百万円） 

長期借入金  331  127  118  54

リース債務  7  5  2  －

【資産除去債務明細表】 

（２）【その他】 

  
  

第１四半期 
(自 平成23年２月１日 
 至 平成23年４月30日) 

第２四半期 
(自 平成23年５月１日 
  至 平成23年７月31日) 

第３四半期 
(自 平成23年８月１日 
 至 平成23年10月31日) 

第４四半期 
(自 平成23年11月１日 
 至 平成24年１月31日) 

売上高    （百万円）  23,386  26,089  24,226  29,270

税金等調整前四半
期純利益 

（百万円）  1,854  1,873  1,139  1,570

四半期純利益  （百万円）  1,392  1,122  521  867

１株当たり四半期
純利益 

（円）  51.73  41.67  19.36  32.23
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２【財務諸表等】 
（１）【財務諸表】 
①【貸借対照表】 

(単位：百万円)

前事業年度 
(平成23年１月31日) 

当事業年度 
(平成24年１月31日) 

資産の部   
流動資産   
現金及び預金 15,419 12,435 
販売用不動産 ※1  9,509 ※1  15,550 

仕掛販売用不動産 ※1，※5  28,915 ※1，※5  32,334 

未成工事支出金 4,271 5,062 
原材料及び貯蔵品 20 17 
前渡金 551 376 
前払費用 113 131 
繰延税金資産 695 221 
その他 463 108 
流動資産合計 59,960 66,239 

固定資産   
有形固定資産   
建物 ※1  4,572 ※1  4,506 

減価償却累計額 △1,164 △1,279 

建物（純額） 3,408 3,226 
構築物 ※1  30 ※1  30 

減価償却累計額 △21 △22 

構築物（純額） 9 8 
機械及び装置 ※1  30 30 
減価償却累計額 △24 △25 

機械及び装置（純額） 5 4 
車両運搬具 15 1 
減価償却累計額 △13 △1 

車両運搬具（純額） 2 0 
工具、器具及び備品 339 337 
減価償却累計額 △293 △286 

工具、器具及び備品（純額） 46 50 
土地 ※1，※5  8,849 ※1，※5  8,173 

その他 27 39 
減価償却累計額 △7 △15 

その他（純額） 20 23 

有形固定資産合計 12,341 11,486 
無形固定資産   
ソフトウエア 201 176 
電話加入権 15 7 
その他 2 1 
無形固定資産合計 219 185 
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(単位：百万円)

前事業年度 
(平成23年１月31日) 

当事業年度 
(平成24年１月31日) 

投資その他の資産   
投資有価証券 587 544 
関係会社株式 50 50 
出資金 5 5 
関係会社出資金 102 102 
固定化債権 ※2  1 ※2  0 

長期前払費用 8 7 
差入敷金保証金 104 99 
繰延税金資産 30 229 
その他 113 94 
貸倒引当金 △24 △23 

投資その他の資産合計 977 1,109 

固定資産合計 13,538 12,781 

資産合計 73,498 79,020 

負債の部   
流動負債   
支払手形 5,387 6,076 
営業未払金 5,092 5,581 
短期借入金 ※1  24,206 ※1  26,814 

1年内返済予定の長期借入金 ※1  1,500 ※1  383 

未払金 420 449 
未払費用 81 69 
未払法人税等 83 2,211 
前受金 716 548 
預り金 39 46 
賞与引当金 60 49 
その他 76 72 
流動負債合計 37,664 42,303 

固定負債   
長期借入金 ※1  1,583 ※1  498 

退職給付引当金 664 448 
保証工事引当金 364 306 
その他 124 130 
固定負債合計 2,737 1,383 

負債合計 40,401 43,687 
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(単位：百万円)

前事業年度 
(平成23年１月31日) 

当事業年度 
(平成24年１月31日) 

純資産の部   
株主資本   
資本金 7,809 7,811 
資本剰余金   
資本準備金 8,101 8,103 
資本剰余金合計 8,101 8,103 

利益剰余金   
利益準備金 179 179 
その他利益剰余金   
特別償却準備金 42 32 
別途積立金 6,500 6,500 
繰越利益剰余金 10,241 12,519 

利益剰余金合計 16,963 19,230 

自己株式 △40 △40 

株主資本合計 32,833 35,103 

評価・換算差額等   
その他有価証券評価差額金 248 188 
評価・換算差額等合計 248 188 

新株予約権 15 40 
純資産合計 33,097 35,333 

負債純資産合計 73,498 79,020 
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②【損益計算書】 
(単位：百万円)

前事業年度 
(自 平成22年２月１日 
 至 平成23年１月31日) 

当事業年度 
(自 平成23年２月１日 
 至 平成24年１月31日) 

売上高   
不動産販売高 85,651 － 
請負工事収入 3,866 － 
賃貸収入 417 － 
その他 229 － 
不動産分譲収入 － 99,757 
建築請負収入 － 2,042 
不動産賃貸収入 － 332 
売上高合計 90,164 102,132 

売上原価   
不動産販売原価 70,770 － 
請負工事原価 2,750 － 
賃貸原価 159 － 
その他 1 － 
不動産分譲原価 － 85,460 
建築請負原価 － 1,639 
不動産賃貸原価 － 145 

売上原価合計 ※1  73,681 ※1  87,245 

売上総利益 16,482 14,887 
販売費及び一般管理費   
支払手数料 1,569 1,849 
広告宣伝費 896 1,054 
役員報酬 154 213 
従業員給料及び手当 1,800 1,962 
賞与 494 364 
賞与引当金繰入額 45 36 
退職給付費用 7 51 
法定福利費 294 318 
福利厚生費 96 105 
通信交通費 108 112 
減価償却費 164 157 
賃借料 172 195 
租税公課 622 614 
交際費 47 60 
保険料 55 58 
消耗品費 60 42 
その他 904 738 
販売費及び一般管理費合計 7,494 7,936 

営業利益 8,987 6,950 
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(単位：百万円)

前事業年度 
(自 平成22年２月１日 
 至 平成23年１月31日) 

当事業年度 
(自 平成23年２月１日 
 至 平成24年１月31日) 

営業外収益   
受取利息 3 1 
受取配当金 11 21 
受取保険金 7 38 
受取家賃 4 5 
不動産賃貸料 － ※2  15 

補助金収入 9 － 
その他 9 18 
営業外収益合計 46 100 

営業外費用   
支払利息 804 601 
融資手数料 284 202 
その他 47 94 
営業外費用合計 1,136 898 

経常利益 7,898 6,153 
特別利益   
固定資産売却益 ※3  4 ※3  2 

受取和解金 64 － 
退職給付制度改定益 － 229 
特別利益合計 68 232 

特別損失   
固定資産売却損 ※4  37 ※4  24 

減損損失 ※5  510 ※5  10 

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 4 
特別損失合計 548 40 

税引前当期純利益 7,418 6,345 
法人税、住民税及び事業税 20 2,173 
法人税等調整額 643 317 
法人税等合計 664 2,490 

当期純利益 6,754 3,855 
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（不動産販売原価明細書） 

（注）原価計算の方法は個別実際原価計算によっております。 
  
（請負工事原価明細書） 

（注）原価計算の方法は個別実際原価計算によっております。 
  
（賃貸原価明細書） 

  
（その他売上原価明細書） 

  

【売上原価明細書】 

    
前事業年度 

（自 平成22年２月１日 
至 平成23年１月31日） 

当事業年度 
（自 平成23年２月１日 
至 平成24年１月31日） 

区分 注記 
番号 金額（百万円） 構成比 

（％） 金額（百万円） 構成比 
（％） 

Ⅰ 土地購入費    51,865  73.3  －  －

Ⅱ 材料費    6,540  9.2  －  －

Ⅲ 労務費    515  0.7  －  －

Ⅳ 外注費    11,643  16.5  －  －

Ⅴ 経費    509  0.7  －  －

Ⅵ たな卸資産評価損    △305  △0.4  －  －

計    70,770  100.0  －  －

            

    
前事業年度 

（自 平成22年２月１日 
至 平成23年１月31日） 

当事業年度 
（自 平成23年２月１日 
至 平成24年１月31日） 

区分 注記 
番号 金額（百万円） 構成比 

（％） 金額（百万円） 構成比 
（％） 

Ⅰ 材料費    936  34.1  －  －

Ⅱ 労務費    70  2.5  －  －

Ⅲ 外注費    1,676  61.0  －  －

Ⅳ 経費    67  2.4  －  －

計    2,750  100.0  －  －

            

    
前事業年度 

（自 平成22年２月１日 
至 平成23年１月31日） 

当事業年度 
（自 平成23年２月１日 
至 平成24年１月31日） 

区分 注記 
番号 金額（百万円） 構成比 

（％） 金額（百万円） 構成比 
（％） 

Ⅰ 減価償却費    96  60.5  －  －

Ⅱ その他経費    62  39.5  －  －

計    159  100.0  －  －

            

    
前事業年度 

（自 平成22年２月１日 
至 平成23年１月31日） 

当事業年度 
（自 平成23年２月１日 
至 平成24年１月31日） 

区分 注記 
番号 金額（百万円） 構成比 

（％） 金額（百万円） 構成比 
（％） 

部材費等    1  100.0  －  －

計    1  100.0  －  －
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（不動産分譲原価明細書） 

（注）原価計算の方法は個別実際原価計算によっております。 
  
（建築請負原価明細書） 

（注）原価計算の方法は個別実際原価計算によっております。 
  
（不動産賃貸原価明細書） 

  
「表示方法の変更」に記載したとおり、売上原価の区分表示について、従来、「不動産販売原価」、「請負工事原
価」及び「賃貸原価」並びに「その他」としておりましたが、当事業年度より「不動産分譲原価」及び「建築請負原
価」並びに「不動産賃貸原価」と区分表示しております。 
なお、上記の「不動産分譲原価」及び「建築請負原価」並びに「不動産賃貸原価」においては前事業年度について
も、当該区分により組み替えた上で表示しております。 

  

    
前事業年度 

（自 平成22年２月１日 
至 平成23年１月31日） 

当事業年度 
（自 平成23年２月１日 
至 平成24年１月31日） 

区分 注記 
番号 金額（百万円） 構成比 

（％） 金額（百万円） 構成比 
（％） 

Ⅰ 土地購入費    51,865  71.5  60,212  70.5

Ⅱ 材料費    7,161  9.9  8,381  9.8

Ⅲ 労務費    563  0.8  579  0.7

Ⅳ 外注費    12,713  17.5  15,121  17.7

Ⅴ 経費    554  0.7  793  0.9

Ⅵ たな卸資産評価損    △305  △0.4  371  0.4

計    72,552  100.0  85,460  100.0
            

    
前事業年度 

（自 平成22年２月１日 
至 平成23年１月31日） 

当事業年度 
（自 平成23年２月１日 
至 平成24年１月31日） 

区分 注記 
番号 金額（百万円） 構成比 

（％） 金額（百万円） 構成比 
（％） 

Ⅰ 材料費    315  32.6  506  30.9

Ⅱ 労務費    23  2.4  76  4.7

Ⅲ 外注費    606  62.6  1,018  62.1

Ⅳ 経費    22  2.4  37  2.3

計    968  100.0  1,639  100.0

            

    
前事業年度 

（自 平成22年２月１日 
至 平成23年１月31日） 

当事業年度 
（自 平成23年２月１日 
至 平成24年１月31日） 

区分 注記 
番号 金額（百万円） 構成比 

（％） 金額（百万円） 構成比 
（％） 

Ⅰ 減価償却費    96  60.0  85  58.6

Ⅱ その他経費    64  40.0  60  41.4

計    160  100.0  145  100.0
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③【株主資本等変動計算書】 
(単位：百万円)

前事業年度 
(自 平成22年２月１日 
 至 平成23年１月31日) 

当事業年度 
(自 平成23年２月１日 
 至 平成24年１月31日) 

株主資本   
資本金   
前期末残高 7,809 7,809 
当期変動額   
新株の発行（新株予約権の行使） － 2 

当期変動額合計 － 2 

当期末残高 7,809 7,811 

資本剰余金   
資本準備金   
前期末残高 8,101 8,101 
当期変動額   
新株の発行（新株予約権の行使） － 2 

当期変動額合計 － 2 

当期末残高 8,101 8,103 

資本剰余金合計   
前期末残高 8,101 8,101 
当期変動額   
新株の発行（新株予約権の行使） － 2 

当期変動額合計 － 2 

当期末残高 8,101 8,103 
利益剰余金   
利益準備金   
前期末残高 179 179 
当期末残高 179 179 

その他利益剰余金   
特別償却準備金   
前期末残高 56 42 
当期変動額   
特別償却準備金の取崩 △14 △10 

当期変動額合計 △14 △10 

当期末残高 42 32 
別途積立金   
前期末残高 6,500 6,500 
当期末残高 6,500 6,500 

繰越利益剰余金   
前期末残高 4,281 10,241 
当期変動額   
特別償却準備金の取崩 14 10 
剰余金の配当 △807 △1,588 
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(単位：百万円)

前事業年度 
(自 平成22年２月１日 
 至 平成23年１月31日) 

当事業年度 
(自 平成23年２月１日 
 至 平成24年１月31日) 

当期純利益 6,754 3,855 
当期変動額合計 5,960 2,277 

当期末残高 10,241 12,519 
利益剰余金合計   
前期末残高 11,017 16,963 
当期変動額   
剰余金の配当 △807 △1,588 
当期純利益 6,754 3,855 
当期変動額合計 5,946 2,266 

当期末残高 16,963 19,230 
自己株式   
前期末残高 △40 △40 
当期変動額   
自己株式の取得 △0 △0 

当期変動額合計 △0 △0 

当期末残高 △40 △40 

株主資本合計   
前期末残高 26,886 32,833 
当期変動額   
新株の発行（新株予約権の行使） － 4 
剰余金の配当 △807 △1,588 
当期純利益 6,754 3,855 
自己株式の取得 △0 △0 

当期変動額合計 5,946 2,270 

当期末残高 32,833 35,103 
評価・換算差額等   
その他有価証券評価差額金   
前期末残高 218 248 
当期変動額   
株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 30 △59 

当期変動額合計 30 △59 

当期末残高 248 188 
評価・換算差額等合計   
前期末残高 218 248 
当期変動額   
株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 30 △59 

当期変動額合計 30 △59 

当期末残高 248 188 
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(単位：百万円)

前事業年度 
(自 平成22年２月１日 
 至 平成23年１月31日) 

当事業年度 
(自 平成23年２月１日 
 至 平成24年１月31日) 

新株予約権   
前期末残高 － 15 
当期変動額   
株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 15 24 
当期変動額合計 15 24 

当期末残高 15 40 

純資産合計   
前期末残高 27,105 33,097 
当期変動額   
新株の発行（新株予約権の行使） － 4 
剰余金の配当 △807 △1,588 
当期純利益 6,754 3,855 
自己株式の取得 △0 △0 
株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 45 △35 

当期変動額合計 5,992 2,235 

当期末残高 33,097 35,333 
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【重要な会計方針】 

項目 
前事業年度 

（自 平成22年２月１日 
至 平成23年１月31日） 

当事業年度 
（自 平成23年２月１日 
至 平成24年１月31日） 

１．有価証券の評価基準及び 
評価方法 

(1）子会社株式 
移動平均法による原価法 

(1）子会社株式 
同左 

  (2）その他有価証券 
・時価のあるもの 

(2）その他有価証券 
・時価のあるもの 

  決算日の市場価格等に基づく時価法
（評価差額は全部純資産直入法により
処理し、売却原価は移動平均法により
算定） 

同左 

  ・時価のないもの 
移動平均法による原価法 

・時価のないもの 
同左 

２．たな卸資産の評価基準及
び評価方法 

 原価法（貸借対照表価額は収益性の低下
に基づく簿価切下げの方法により算定）に
より評価しております。 

同左 

  (1）販売用不動産、仕掛販売用不動産及び
未成工事支出金 
個別法 

(1）販売用不動産、仕掛販売用不動産及び
未成工事支出金 

同左 
  (2）原材料 

総平均法 
(2）原材料 

同左 
  (3）貯蔵品 

最終仕入原価法 
(3）貯蔵品 

同左 
３．固定資産の減価償却の方
法 

(1）有形固定資産（リース資産除く） 
定率法 
但し、平成10年４月１日以降に取
得した建物（附属設備を除く）につ
いては、定額法を採用しておりま
す。 
なお、主な耐用年数は以下のとお
りであります。 
建物  ３～50年 

(1）有形固定資産（リース資産除く） 
同左 

  (2）無形固定資産（リース資産除く） 
定額法 
但し、自社利用のソフトウエアに
ついては、社内における利用可能期
間（５年）に基づく定額法によって
おります。 

(2）無形固定資産（リース資産除く） 
同左 

  (3）リース資産 
リース資産の償却方法は、所有権移
転外ファイナンス・リース取引に係る
リース資産はリース期間を耐用年数と
し、残存価額を零とする定額法を採用
しております。 
なお、所有権移転外ファイナンス・
リース取引のうち、リース取引開始日
が平成21年１月31日以前のリース取引
については、通常の賃貸借取引に係る
方法に準じた会計処理によっておりま
す。 

(3）リース資産 
同左 

  (4）長期前払費用 
定額法 

(4）長期前払費用 
同左 
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項目 
前事業年度 

（自 平成22年２月１日 
至 平成23年１月31日） 

当事業年度 
（自 平成23年２月１日 
至 平成24年１月31日） 

４．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 
債権の貸倒れによる損失に備えるた
め、一般債権については貸倒実績率に
より、貸倒懸念債権等特定の債権につ
いては個別に回収可能性を勘案し、回
収不能見込額を計上しております。 

(1）貸倒引当金 
同左 

  (2）賞与引当金 
従業員の賞与支給に備えるため、支
給見込額のうち当事業年度に負担すべ
き額を計上しております。 

(2）賞与引当金 
同左 

  (3）退職給付引当金 
従業員の退職給付に備えるため、当
事業年度末における退職給付債務及び
年金資産の見込額に基づき当事業年度
において発生していると認められる額
を計上しております。 
数理計算上の差異は、その発生時の
従業員の平均残存勤務期間以内の一定
の年数（７年）の定額法により、翌事
業年度から費用処理することとしてお
ります。 

(3）退職給付引当金 
従業員の退職給付に備えるため、当
事業年度末における退職給付債務の見
込額に基づき当事業年度において発生
していると認められる額を計上してお
ります。 
数理計算上の差異は、その発生時の
従業員の平均残存勤務期間以内の一定
の年数（７年）の定額法により、翌事
業年度から費用処理することとしてお
ります。  

  （会計方針の変更） 
当事業年度から「「退職給付に係る
会計基準」の一部改正（その３）」
（企業会計基準第19号 平成20年７月
31日）を適用しております。 
 数理計算上の差異を翌事業年度から
費用処理するため、営業利益、経常利
益及び税引前当期純利益に与える影響
はありません。また、本会計基準の適
用に伴い発生する退職給付債務の未処
理残高は82百万円であります。 

（追加情報） 
 当社は、平成23年５月１日に適格退
職年金制度から確定拠出年金制度へ移
行し、「退職給付制度間の移行等に関
する会計処理」（企業会計基準適用指
針第１号）を適用しております。 
 当該制度改定に伴い、退職給付制
度改定益 百万円を特別利益に計上
しております。 
  

229

  (4）役員退職慰労引当金 
――――――― 

(4）    ――――――― 

  （追加情報） 
当社は従来、役員の退職慰労金の支
給に備えるため、役員退職慰労金規程
に基づく期末要支給額を役員退職慰労
引当金として計上しておりましたが、
当事業年度における取締役会において
役員退職慰労金制度の廃止を決議しま
した。また、平成22年４月27日開催の
当社定時株主総会において、同制度の
廃止に伴い、当該総会終結時までの在
任期間に対する役員退職慰労金を、当
社の定める一定の基準に基づき、相当
額の範囲内において打切り支給するこ
とが決議されました。 
 これにより、打切り支給額の未払分
を、固定負債の「その他」に振り替え
ております。 

  

  (5）保証工事引当金 
保証工事に係る費用に備えるため、
過去の実績を基礎として見積算出額を
計上しております。 

(5）保証工事引当金 
同左 
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項目 
前事業年度 

（自 平成22年２月１日 
至 平成23年１月31日） 

当事業年度 
（自 平成23年２月１日 
至 平成24年１月31日） 

５．収益及び費用の計上基準 完成工事高及び完成工事原価の計上基準 
 工期のごく短い工事契約については
工事完成基準を適用し、その他の工事
で当事業年度末までの進捗部分につい
て成果の確実性が認められる工事につ
いては工事進行基準（工事の進捗率の
見積りは原価比例法）を適用しており
ます。 
（会計方針の変更） 
請負工事に係る収益の計上基準につ
いては、従来、工事完成基準を適用し
ておりましたが、「工事契約に関する
会計基準」（企業会計基準第15号 平
成19年12月27日）及び「工事契約に関
する会計基準の適用指針」（企業会計
基準適用指針第18号 平成19年12月27
日）を当事業年度より適用し、当事業
年度に着手した工事契約から、工期の
ごく短いもの等については工事完成基
準を適用し、その他の工事で当事業年
度末までの進捗部分について成果の確
実性が認められる工事については工事
進行基準（工事の進捗率の見積りは原
価比例法）を適用しております。 
なお、当事業年度末においては工
事進行基準を適用している工事がな
いため、これによる売上高、営業利
益、経常利益及び税引前当期純利益
への影響はありません。  

完成工事高及び完成工事原価の計上基準 
同左 
  
  
  
  
  

――――――― 

６．その他財務諸表作成のた
めの基本となる重要な事
項 

消費税等の会計処理 
① 税抜方式を採用しております。 

消費税等の会計処理 
同左 

  

② 控除対象外消費税等のうち、固定資産
に係るものは、投資その他の資産に計
上し、５年間で均等償却を行ってお
り、それ以外は発生事業年度の期間費
用としております。 
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【会計処理方法の変更】 

前事業年度 
（自 平成22年２月１日 
至 平成23年１月31日） 

当事業年度 
（自 平成23年２月１日 
至 平成24年１月31日） 

――――――― 資産除去債務に関する会計基準の適用 
当事業年度より、「資産除去債務に関する会計基準」

（企業会計基準第18号 平成20年３月31日）及び「資産除
去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用
指針第21号 平成20年３月31日）を適用しております。こ
れにより、当事業年度の営業利益、経常利益がそれぞれ
百万円減少し、税引前当期純利益が 百万円減少しており
ます。 
また、当会計基準等の適用開始による資産除去債務の変
動額は 百万円、差入敷金保証金の変動額は 百万円であり
ます。  

0
5

4 3

【表示方法の変更】 

前事業年度 
（自 平成22年２月１日 
至 平成23年１月31日） 

当事業年度 
（自 平成23年２月１日 
至 平成24年１月31日） 

（貸借対照表関係） 
前事業年度において、区分掲記しておりました固定負
債の「長期預り金」は、重要性が乏しいため、固定負債
の「その他」に含めて表示しております。なお、当事業
年度の固定負債の「その他」に含まれる「長期預り金」
は 百万円であります。 
  

（損益計算書関係） 
前事業年度において、区分掲記しておりました営業外
収益の「保険返戻金」は、重要性が乏しいため、営業外
収益の「その他」に含めて表示しております。なお、当
事業年度の営業外収益の「その他」に含まれる「保険返
戻金」は 百万円であります。 

38

0

（損益計算書及び売上原価明細書関係） 
従来、売上高の区分表示について、主として製品及び
サービス別に、「不動産販売高」、「請負工事収入」及
び「賃貸収入」並びに「その他」としておりましたが、
当事業年度より「不動産分譲収入」及び「建築請負収
入」並びに「不動産賃貸収入」としております。 
同様に、売上原価の区分表示についても、「不動産販
売原価」、「請負工事原価」及び「賃貸原価」並びに
「その他」としておりましたが、当事業年度より「不動
産分譲原価」及び「建築請負原価」並びに「不動産賃貸
原価」としております。 
この変更は、当事業年度より「セグメント情報等の開
示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成21年
３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計
基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号 平成
20年３月21日）を適用し、マネジメントアプローチによ
ったセグメント事業区分としたことを契機に、経営実態
をより適切に反映するために、損益計算書における売上
高及び売上原価並びに売上原価明細書の区分表示も、同
一にするものであります。 
なお、前事業年度の売上高及び売上原価を当事業年度
と同様の区分により表示した場合は、次のとおりであり
ます。 
  
（売上高） 

  
（売上原価） 

不動産分譲収入 88,472百万円 
建築請負工事収入 1,251  
不動産賃貸収入 440  

不動産分譲原価 72,552百万円 
建築請負工事原価 968  
不動産賃貸原価 160  
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【注記事項】 
（貸借対照表関係） 

前事業年度 
（平成23年１月31日） 

当事業年度 
（平成24年１月31日） 

※１．担保に供している資産及びこれに対応する債務は、
次のとおりであります。 

※１．担保に供している資産及びこれに対応する債務は、
次のとおりであります。 

  

担保に供している資産     
販売用不動産 5,546百万円 
仕掛販売用不動産 26,640  
建物 3,032  
構築物 8  
機械及び装置 5  
土地 8,045  

計 43,279百万円   

担保に供している資産     
販売用不動産（土地） 9,899百万円 
仕掛販売用不動産 25,964  
建物 2,207  
構築物 2  
土地 3,532  

計 41,607百万円 

上記のほか、担保権の設定が留保されている販売用不
動産（建物）が 百万円あります。 
  
  

2,503
上記のほか、担保権の設定が留保されている販売用不
動産（建物）が 百万円あります。 
  
  

3,899

  

上記に対応する債務     
短期借入金 24,206百万円 
１年内返済予定の長期借入金 1,500  
長期借入金 1,583  

計 27,289百万円 
  

上記に対応する債務     
短期借入金 26,814百万円 
１年内返済予定の長期借入金 383  
長期借入金 498  

計 27,695百万円 

※２．固定化債権は、破産債権、再生債権、更生債権その
他これらに準ずる債権であります。 

  

※２．固定化債権は、破産債権、再生債権、更生債権その
他これらに準ずる債権であります。 

  
３．借入金に関し、コミットメント契約 百万円及
び当座貸越契約 百万円を締結しております。こ
れらの契約に基づく当事業年度末の借入未実行残高は
次のとおりであります。 
  

  

14,219
5,500

コミットメント 14,219百万円 
当座貸越 5,500  
借入実行残高 13,688  
借入未実行残高 6,031百万円 

３．借入金に関し、コミットメント契約及び当座貸越契
約を締結しております。これらの契約に基づく当事業
年度末の借入未実行残高は次のとおりであります。 
  

  

コミットメント 15,974百万円 
当座貸越 6,500  
借入実行残高 16,750  
借入未実行残高 5,724百万円 

４．偶発債務 
債務保証 
当社顧客の住宅ローン利用者に対し 百万円の債務
保証を行っております。 
この債務保証は、住宅ローン利用者の金融機関に対
する借入金の連帯保証債務であります。 
  

1

４．       ――――――― 

※５．有形固定資産の保有目的の変更 

 有形固定資産（土地 百万円）を、保有目的の変
更により、仕掛販売用不動産に振り替えました。 

91

※５．有形固定資産の保有目的の変更 

 有形固定資産（土地 百万円）を、保有目的の変
更により、仕掛販売用不動産に振り替えました。 

400
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（損益計算書関係） 

前事業年度 
（自 平成22年２月１日 
至 平成23年１月31日） 

当事業年度 
（自 平成23年２月１日 
至 平成24年１月31日） 

※１．期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後の金
額であり、次のたな卸資産評価損（△は戻入額）が売
上原価に含まれております。  

百万円 
 

△305

※１．期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後の金
額であり、次のたな卸資産評価損（△は戻入額）が売
上原価に含まれております。  

百万円 
 

371

 ２．       ―――――――  ※２．関係会社に係る営業外収益 

 
不動産賃貸料 15百万円 

※３．固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。 
土地 2百万円 
建物 1  

計 4百万円 

※３．固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。 
土地 1百万円 
建物 0  
車両運搬具（有形固定資産
「その他」に含む） 

1
  

計 2百万円 

※４．固定資産売却損の内訳は次のとおりであります。 
土地 16百万円 
建物 21  

計 37百万円 

※４．固定資産売却損の内訳は次のとおりであります。 
土地 13百万円 
建物 10  

計 24百万円 
※５．減損損失 

当事業年度において、当社は以下の資産について減
損損失を計上しております。  

※５．減損損失 
当事業年度において、当社は以下の資産について減
損損失を計上しております。  

当社はキャッシュ・フローを生み出す最小単位とし
て、不動産賃貸事業については物件又は管理会計上の
区分を、不動産賃貸事業以外の事業については支店、
営業所を基本単位としてグルーピングしております。
また、共用資産及び遊休資産については個々の物件単
位又は管理会計上の区分でグルーピングしておりま
す。 
当該グルーピングに基づき減損損失の判定を行った
結果、賃貸資産、共用資産及び遊休資産について、使
用範囲又は方法についての変化による回収可能価額の
低下により、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当
該減少額を減損損失として特別損失に計上しておりま
す。 
回収可能価額については、正味売却価額により測定
しており、売却見込額又は不動産鑑定評価基準に基づ
く評価額によっております。 

用途 場所 種類 減損損失 

賃貸資産 

東京都 
三鷹市 
神奈川県 
平塚市 
千葉県 
松戸市 

土地 百万円 230

建物 百万円 110

計 百万円 341

共用資産 東京都 
清瀬市 

土地 百万円 24

建物 百万円 5

計 百万円 30

遊休資産 
東京都 
清瀬市 
東京都 
渋谷区 

土地 百万円 78

建物 百万円 59

計 百万円 138

当社はキャッシュ・フローを生み出す最小単位とし
て、不動産賃貸事業については物件又は管理会計上の
区分を、不動産賃貸事業以外の事業については支店、
営業所を基本単位としてグルーピングしております。
また、共用資産及び遊休資産については個々の物件単
位又は管理会計上の区分でグルーピングしておりま
す。 
当該グルーピングに基づき減損損失の判定を行った
結果、賃貸資産及び遊休資産について、使用範囲又は
方法についての変化による回収可能価額の低下によ
り、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額
を減損損失として特別損失に計上しております。 
回収可能価額については、賃貸資産は正味売却価額
により測定しており、売却見込額によっております。
また、電話加入権は備忘価額まで減額しております。 

用途 場所 種類 減損損失 

賃貸資産 東京都 
中野区 

土地 百万円 2

建物 百万円 0

計 百万円 2

遊休資産 
東京都 
西東京市
他 

電話加
入権 百万円 8

計 百万円 8
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前事業年度（自 平成22年２月１日 至 平成23年１月31日） 
自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）１．普通株式の自己株式数の増加202株は単元未満株式の買取りによる増加であります。 
２．株主名簿上は当社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式の560株は含まれておりません。 

  
当事業年度（自 平成23年２月１日 至 平成24年１月31日） 
自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）１．普通株式の自己株式数の増加28株は単元未満株式の買取りによる増加であります。 
２．株主名簿上は当社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式の560株は含まれておりません。 

  

（株主資本等変動計算書関係） 

  前事業年度末株式数 
（株） 

当事業年度増加株式数 
（株） 

当事業年度減少株式数 
（株）  

当事業年度末株式数 
（株） 

普通株式（注）１，２  14,109  202  －  14,311

合計  14,109  202  －  14,311

  前事業年度末株式数 
（株） 

当事業年度増加株式数 
（株） 

当事業年度減少株式数 
（株）  

当事業年度末株式数 
（株） 

普通株式（注）１，２  14,311  28  －  14,339

合計  14,311  28  －  14,339
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（リース取引関係） 

前事業年度 
（自 平成22年２月１日 
至 平成23年１月31日） 

当事業年度 
（自 平成23年２月１日 
至 平成24年１月31日） 

１．ファイナンス・リース取引（借主側） 
所有権移転外ファイナンス・リース取引 

１．ファイナンス・リース取引（借主側） 
所有権移転外ファイナンス・リース取引 

    
①リース資産の内容 
・有形固定資産 
主として不動産分譲事業における情報システム機器
（工具、器具及び備品）及び本社における車両（車両
運搬具）であります。 

①リース資産の内容 
・有形固定資産 

同左 

・無形固定資産 
ソフトウエアであります。 

・無形固定資産 
同左 

     
②リース資産の減価償却の方法 
重要な会計方針「３．固定資産の減価償却の方法」
に記載のとおりであります。 

②リース資産の減価償却の方法 
同左 

     
なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、
リース取引開始日が、平成21年１月31日以前のリース取引
については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処
理によっており、その内容は次のとおりであります。 

  

    
(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額
及び期末残高相当額 
  取得価額 

相当額 
減価償却累 
計額相当額 

期末残高 
相当額 

  百万円 百万円 百万円 

工具、器具及び備品  11  6  4

車両運搬具  10  9  1

ソフトウエア  31  27  3

合 計  53  43  9

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額
及び期末残高相当額 
  取得価額 

相当額 
減価償却累 
計額相当額 

期末残高 
相当額 

  百万円 百万円 百万円 

工具、器具及び備品  7  5  2

車両運搬具  3  2  0

合 計  10  7  2

(注) 取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有形
固定資産等の期末残高に占める割合が低いため、支払
利子込み法により算定しております。 

(注) 取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有形
固定資産等の期末残高に占める割合が低いため、支払
利子込み法により算定しております。 

    
(2）未経過リース料期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額 
１年内 6百万円 
１年超 3  

合計 9百万円 

１年内 1百万円 
１年超 0  

合計 2百万円 

(注) 未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料
期末残高が有形固定資産等の期末残高に占める割合が
低いため、支払利子込み法により算定しております。 

(注) 未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料
期末残高が有形固定資産等の期末残高に占める割合が
低いため、支払利子込み法により算定しております。 

    
(3）支払リース料及び減価償却費相当額 (3）支払リース料及び減価償却費相当額 
支払リース料 10百万円 
減価償却費相当額 10百万円 

支払リース料 7百万円 
減価償却費相当額 7百万円 

    
(4）減価償却費相当額の算定方法 (4）減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定
額法によっております。 

同左 

    
２．オペレーティング・リース取引（貸主側） ２．オペレーティング・リース取引（貸主側） 
未経過リース料（解約不能のもの） 未経過リース料（解約不能のもの） 
１年内 112百万円 
１年超 37  

合計 149百万円 

１年内 37百万円 
１年超 －  

合計 37百万円 
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前事業年度（平成23年１月31日現在） 
 子会社株式及び関連会社株式（貸借対照表計上額 関係会社株式50百万円、関係会社出資金102百万円）は、市場価額
がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、記載しておりません。  
  
（追加情報） 
 当事業年度より、「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号 平成20年３月10日）及び「金融商品の時価等
の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第19号 平成20年３月10日）を適用しております。 
  
当事業年度（平成24年１月31日現在） 
 子会社株式及び関連会社株式（貸借対照表計上額 関係会社株式50百万円、関係会社出資金102百万円）は、市場価額
がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、記載しておりません。  
  

（有価証券関係） 
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（税効果会計関係） 

前事業年度 
（平成23年１月31日） 

当事業年度 
（平成24年１月31日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内
訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内
訳 

    
繰延税金資産（流動）     
たな卸資産評価損 935百万円 
原価算入調整額 45  
未払事業税 25  
未払固定資産税 17  
賞与引当金 24  
繰越欠損金 576  
その他  20  
小計 1,646  
評価性引当額 △950  
合計 695  
繰延税金負債（流動）   
その他 △0  
合計 △0  
繰延税金資産（流動）の純額 695  

繰延税金資産（流動）     
たな卸資産評価損 945百万円 
原価算入調整額 0  
未払事業税 165  
未払固定資産税 21  
賞与引当金 14  
その他  23  
小計 1,171  
評価性引当額 △945  
合計 226  
繰延税金負債（流動）   
その他 △4  
合計 △4  
繰延税金資産（流動）の純額 221  

    

  

繰延税金資産（固定）     
減価償却費 37百万円 
減損損失 345  
投資有価証券評価損 6  
退職給付引当金 269  
株式報酬費用 5  
長期未払金 28  
保証工事引当金 148  
その他 17  
小計 858  
評価性引当額 △741  
合計 117  
繰延税金負債（固定）   
特別償却準備金 △29  
その他有価証券評価差額金 △58  
合計 △87  
繰延税金資産（固定）の純額 30  

  

繰延税金資産（固定）     
減価償却費 29百万円 
減損損失 296  
投資有価証券評価損 6  
退職給付引当金 159  
株式報酬費用 13  
長期未払金 25  
保証工事引当金 115  
その他 19  
小計 665  
評価性引当額 △400  
合計 265  
繰延税金負債（固定）   
特別償却準備金 △21  
その他有価証券評価差額金 △14  
合計 △35  
繰延税金資産（固定）の純額 229  

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率
との間に生じた差異 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率
との間に生じた差異 

  

法定実効税率 40.7％ 
（調整）    
住民税均等割 0.3  
交際費等永久に損金に算入され
ない項目 0.3

  

評価性引当額 △32.3  
その他 △0.0  
税効果会計適用後の法人税等の負
担率 9.0

  

法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率
との間の差異が法定実効税率の100分の5以下であるため
注記を省略しております。 

  

３．        ――――――― ３．法定実効税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金
負債の修正 
平成23年12月２日に「経済社会の構造の変化に対応し
た税制の構築を図るための所得税法等の一部を改正する
法律」(平成23年法律第114号)及び「東日本大震災から
の復興のための施策を実施するために必要な財源の確保
に関する特別措置法」(平成23年法律第117号)が公布さ
れ、平成24年４月１日以降開始する事業年度より法人税
率が変更されることとなりました。これに伴い、繰延税
金資産及び繰延税金負債の計算に使用される法定実効税
率は、一時差異等に係る解消時期に応じて以下のとおり
になります。 
平成25年１月31日まで 40.7% 
 平成25年２月１日から平成28年１月31日まで 38.0% 
 平成28年２月１日以降 35.6% 
この税率の変更により繰延税金資産の純額が 百万円
減少し、当事業年度に費用計上された法人税等調整額の
金額が 百万円増加しております。 

24

26
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当事業年度（自 平成23年２月１日 至 平成24年１月31日） 
重要性が乏しいため、注記を省略しております。   
  

（注）１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

（資産除去債務関係） 

（１株当たり情報） 

項目 
前事業年度 

（自 平成22年２月１日 
至 平成23年１月31日） 

当事業年度 
（自 平成23年２月１日 
至 平成24年１月31日） 

１株当たり純資産 円 銭 1,228 75 円 銭 1,310 60
１株当たり当期純利益 円 銭 250 87 円 銭 143 17
潜在株式調整後１株当たり当期純利益 円 銭 250 69 円 銭 142 83

  
前事業年度 

（自 平成22年２月１日 
至 平成23年１月31日） 

当事業年度 
（自 平成23年２月１日 
至 平成24年１月31日） 

１株当たり当期純利益   

当期純利益       （百万円）  6,754  3,855
普通株主に帰属しない金額（百万円） － － 

普通株式に係る当期純利益（百万円）  6,754  3,855
期中平均株式数       （千株）  26,923  26,927
       

潜在株式調整後１株当たり当期純利益     

当期純利益調整額    （百万円） － － 

普通株式増加数      （千株）  19  65
（うち新株予約権）  ( ) 19 ( ) 65
希薄化効果を有しないため、潜在株式
調整後１株当たり当期純利益の算定に
含めなかった潜在株式の概要  

－ － 

（重要な後発事象） 

前事業年度 
（自 平成22年２月１日 
至 平成23年１月31日） 

当事業年度 
（自 平成23年２月１日 
至 平成24年１月31日） 

該当事項はありません。 
  

同左 
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有価証券の金額が資産の総額の100分の１以下であるため、財務諸表等規則第124条の規定により記載を省略し

ております。 

  

（注）１．「当期減少額」欄の（ ）は内書きで、減損損失の計上額であります。 
２．当期減少額のうち、主なものは次のとおりであります。 

建物     賃貸用不動産売却                   百万円 
土地     賃貸用不動産売却                   百万円 
       保有目的の変更による仕掛販売用不動産への振替     百万円 
ソフトウエア 償却終了による減少                  百万円 

④【附属明細表】 
【有価証券明細表】 

【有形固定資産等明細表】 

資産の種類 前期末残高 
（百万円） 

当期増加額 
（百万円） 

当期減少額 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額 
（百万円） 

当期償却額 
（百万円） 

差引当期末 
残高 

（百万円） 

有形固定資産               
建物  4,572  49  

 
115
(0)

 4,506  1,279  141  3,226

構築物  30  －  －  30  22  1  8

機械及び装置  30  －  －  30  25  0  4
車両運搬具  15  －  13  1  1  0  0
工具、器具及び備品  339  31  34  337  286  23  50
土地  8,849  －  

 
675
(2)

 8,173  －  －  8,173

その他  27  11  －  39  15  8  23

有形固定資産計  13,865  92  
 

839
(2)

 13,118  1,631  176  11,486

無形固定資産               
ソフトウエア  521  45  214  353  176  70  176
電話加入権  15  －  

     
8
(8)

 7  －  －  7

その他  9  －  2  6  4  0  1

無形固定資産計  546  45
 

   
225
(8)

 366  181  71  185

 長期前払費用  21  0  11  11  4  2  7

84
273
400
214

【引当金明細表】 

区分 前期末残高 
（百万円） 

当期増加額 
（百万円） 

当期減少額 
（目的使用） 
（百万円） 

当期減少額 
（その他） 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

貸倒引当金  24  －  0  －  23

賞与引当金  60  49  60  －  49

保証工事引当金  364  2  61  －  306
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① 資産の部 
１）現金及び預金 

２）販売用不動産 

（注）１．販売用不動産のブロック別内訳は次のとおりであります。 
２．件数については、戸建住宅は戸数を表示しております。 

  

（２）【主な資産及び負債の内容】 

内訳 金額（百万円） 

現金  26

預金   

当座預金  610

普通預金  11,790

別段預金  7

小計  12,409

合計  12,435

事業 内訳 件数 土地面積（㎡） 金額（百万円） 

不動産分譲事業 

戸建住宅  550  70,560.70  15,533

建築条件付戸建住宅  1  －  8

小計  551  70,560.70  15,541

建築請負事業 建築請負工事  1  －  8

合計  552  70,560.70  15,550

ブロック 件数 土地面積（㎡） 金額（百万円） 

東京 城西  63  7,298.25  1,936

東京 城南  76  8,373.89  3,163

東京 城東  41  3,838.91  1,239

小計  180  19,511.05  6,340

埼玉 東  64  9,863.48  1,492

埼玉 西  79  12,988.81  1,635

小計  143  22,852.29  3,127

神奈川 北  99  10,900.76  3,045

神奈川 南  39  4,918.20  1,082

小計  138  15,818.96  4,127

千葉  58  7,927.31  1,229

東海  32  4,451.09  717

事業開発本部等  1  －  8

合計  552  70,560.70  15,550
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３）仕掛販売用不動産 

（注）１．仕掛販売用不動産のブロック別内訳は次のとおりであります。 
２．件数については、戸建住宅用地、土地及び建築条件付戸建住宅用地は土地の区画数、中高層住宅（マンショ
ン）は計画戸数を表示しております。 

  

事業 内訳 件数 土地面積（㎡） 金額（百万円） 

不動産分譲事業 

戸建住宅用地  1,966  250,339.14  27,267

土地  5  782.36  26

建築条件付戸建住宅用地  9  1,084.66  230

中高層住宅 
（マンション） 

 485  39,534.58  4,809

合計  2,465  291,740.74  32,334

ブロック 件数 土地面積（㎡） 金額（百万円） 

東京 城西  235  27,875.53  4,011

東京 城南  176  18,465.17  4,710

東京 城東  212  19,226.07  3,874

小計  623  65,566.77  12,596

埼玉 東  232  33,716.22  2,050

埼玉 西  275  46,357.14  2,415

小計  507  80,073.36  4,466

神奈川 北  290  34,779.29  4,879

神奈川 南  182  21,965.75  1,972

小計  472  56,745.04  6,851

千葉  257  31,937.96  2,341

東海  118  17,210.73  1,091

事業開発本部等  488  40,206.88  4,985

合計  2,465  291,740.74  32,334
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４）未成工事支出金 

  

（注）未成工事支出金のブロック別内訳は次のとおりであります。 

  
５）原材料及び貯蔵品 

  

前期末残高（百万円） 当期支出額（百万円） 完成工事原価への振替額 
（百万円） 当期末残高（百万円） 

 4,271  28,876  28,085  5,062

事業 内訳 金額（百万円） 

不動産分譲事業 

戸建住宅  4,272

建築条件付戸建住宅  59

中高層住宅（マンション）  562

小計  4,894

建築請負事業 建築請負工事  168

合計  5,062

ブロック 件数 金額（百万円） 

東京 城西  160  487

東京 城南  123  442

東京 城東  153  474

小計  436  1,404

埼玉 東  131  428

埼玉 西  191  588

小計  322  1,016

神奈川 北  186  659

神奈川 南  105  320

小計  291  980

千葉  168  585

東海  85  319

事業開発本部等  575  755

合計  1,877  5,062

内訳 金額（百万円） 

留付金具等  1

販売促進用消耗品等  6

印紙  8

切手  0

合計  17
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② 負債の部 
１）支払手形 
相手先別内訳 

 期日別内訳 

２）営業未払金 

３）短期借入金 

 該当事項はありません。 

相手先 金額（百万円） 

㈱ジューテック  380

住友林業㈱  351

㈱シー・エス・ランバー  237

大島木材㈱  235

ファーストウッド㈱  226

その他  4,644

合計  6,076

期日別 金額（百万円） 

平成24年２月  1,296

３月  1,526

４月  1,585

５月  1,669

合計  6,076

相手先 金額（百万円） 

㈱ジューテック  192

住友林業㈱  188

㈱シー・エス・ランバー  158

大島木材㈱  123

パナソニックリビング首都圏・関東㈱  110

その他  4,808

合計  5,581

相手先 金額（百万円） 

㈱みずほ銀行  13,059

㈱三井住友銀行  2,927

㈱商工組合中央金庫  2,520

㈱横浜銀行  2,419

中央三井信託銀行㈱  1,347

その他  4,542

合計  26,814

（３）【その他】 
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（注）当会社の単元未満株式を有する株主は、その有する単元未満株式について、以下に掲げる権利以外の権利を行使
することができない旨定款に定めております。  
①会社法第189条第２項各号に掲げる権利  
②会社法第166条第１項の規定による請求をする権利  
③株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける権利  
④単元未満株式の買増しを請求する権利  

  

第６【提出会社の株式事務の概要】 
事業年度 ２月１日から１月３１日まで 
定時株主総会 ４月中 
基準日 １月３１日 
剰余金の配当の基準日 ７月３１日 １月３１日 
１単元の株式の数 １００株 

単元未満株式の買取り・買増し   

取扱場所 
（特別口座）  
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 
三菱UFJ信託銀行株式会社 証券代行部 

    

株主名簿管理人 
（特別口座）  
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 
三菱UFJ信託銀行株式会社 

取次所 －  
買取・買増手数料 無料 
買増請求の受付停止期間 当社基準日の10営業日前から基準日まで 

公告掲載方法 

電子公告により行う。但し、事故その他やむを得ない事由によって電子公告
による公告をすることができない場合は、日本経済新聞に掲載して行う。  
公告掲載ＵＲＬ  
http://www.pronexus.co.jp/koukoku/8875/8875.html  
http://www.touei.co.jp  

株主に対する特典 
毎年１月末日の株主名簿に記載された１単元（100株）以上保有の株主に対
し、100株以上保有は2,000円分、500株以上保有は3,000円分、1,000株以上
保有は5,000円分のＪＣＢギフトカードを贈呈いたします。 
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当社は、親会社等はありません。 

 当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書  
平成23年４月27日関東財務局長に提出 
事業年度（第60期）（自 平成22年２月１日 至 平成23年１月31日） 

(2）内部統制報告書及びその添付資料 
平成23年４月27日関東財務局長に提出 

(3）四半期報告書及び確認書 
平成23年６月９日関東財務局長に提出 
第61期第１四半期（自 平成23年２月１日 至 平成23年４月30日） 
  
平成23年９月８日関東財務局長に提出 
第61期第２四半期（自 平成23年５月１日 至 平成23年７月31日） 
  
平成23年12月８日関東財務局長に提出 
第61期第３四半期（自 平成23年８月１日 至 平成23年10月31日） 

(4）臨時報告書 
平成24年４月25日関東財務局長に提出 
企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２（議決権行使結果）の規定に基づく臨時報告書で
あります。  

第７【提出会社の参考情報】 
１【提出会社の親会社等の情報】 

２【その他の参考情報】 
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該当事項はありません。 

第二部【提出会社の保証会社等の情報】 
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書 

      平成２３年４月１５日

株式会社東栄住宅       

  取締役会 御中   

  新日本有限責任監査法人 

  
指定有限責任社員 
業務執行社員   公認会計士 齋藤 博道   印 

  
指定有限責任社員 
業務執行社員   公認会計士 井村 順子   印 

＜財務諸表監査＞ 
当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ
ている株式会社東栄住宅の平成２２年２月１日から平成２３年１月３１日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわ
ち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表
について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表
に対する意見を表明することにある。 
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監
査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎
として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし
ての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎
を得たと判断している。 
当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式
会社東栄住宅及び連結子会社の平成２３年１月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成
績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 
  
＜内部統制監査＞ 
当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社東栄住宅の平成２
３年１月３１日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備及び運用並びに内部統制報
告書を作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表明するこ
とにある。また、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能
性がある。 
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内部統制
監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽の表示がないかどう
かの合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として行われ、財務報告に係る内部統制の評価
範囲、評価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含め全体としての内部統制報告書の表示を検討すること
を含んでいる。当監査法人は、内部統制監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 
当監査法人は、株式会社東栄住宅が平成２３年１月３１日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上記
の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、財
務報告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 
  
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

（注）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており
ます。 

２．連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書 

      平成２４年４月１３日

株式会社東栄住宅       

  取締役会 御中   

  新日本有限責任監査法人 

  
指定有限責任社員 
業務執行社員   公認会計士 柴田 憲一   印 

  
指定有限責任社員 
業務執行社員   公認会計士 井村 順子   印 

＜財務諸表監査＞ 
当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ
ている株式会社東栄住宅の平成２３年２月１日から平成２４年１月３１日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわ
ち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算
書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の
立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監
査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎
として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし
ての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎
を得たと判断している。 
当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式
会社東栄住宅及び連結子会社の平成２４年１月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成
績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 
  
＜内部統制監査＞ 
当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社東栄住宅の平成２
４年１月３１日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備及び運用並びに内部統制報
告書を作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表明するこ
とにある。また、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能
性がある。 
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内部統制
監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽の表示がないかどう
かの合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として行われ、財務報告に係る内部統制の評価
範囲、評価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含め全体としての内部統制報告書の表示を検討すること
を含んでいる。当監査法人は、内部統制監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 
当監査法人は、株式会社東栄住宅が平成２４年１月３１日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上記
の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、財
務報告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 
  
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

（注）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており
ます。 

２．連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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独立監査人の監査報告書 

      平成２３年４月１５日

株式会社東栄住宅       

  取締役会 御中   

  新日本有限責任監査法人 

  
指定有限責任社員 
業務執行社員   公認会計士 齋藤 博道   印 

  
指定有限責任社員 
業務執行社員   公認会計士 井村 順子   印 

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている株式会社東栄住宅の平成２２年２月１日から平成２３年１月３１日までの第６０期事業年度の財務諸表、すなわ

ち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は

経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

東栄住宅の平成２３年１月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点にお

いて適正に表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

（注）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており

ます。 

２．財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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独立監査人の監査報告書 

      平成２４年４月１３日

株式会社東栄住宅       

  取締役会 御中   

  新日本有限責任監査法人 

  
指定有限責任社員 
業務執行社員   公認会計士 柴田 憲一   印 

  
指定有限責任社員 
業務執行社員   公認会計士 井村 順子   印 

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている株式会社東栄住宅の平成２３年２月１日から平成２４年１月３１日までの第６１期事業年度の財務諸表、すなわ

ち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は

経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

東栄住宅の平成２４年１月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点にお

いて適正に表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

（注）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており

ます。 

２．財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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